
2.7.5 構造等に関する先行炉との比較 

(1) 比較の観点

島根原子力発電所の抑止杭の設計において留意すべき事項を整理するため，島根原子

力発電所と先行炉（関西電力(株)高浜発電所）の抑止杭との構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏まえた設計方針の適用性

及び先行炉実績との相違点を踏まえた設計への反映事項を示す。 

(2) 先行炉との比較

島根原子力発電所の抑止杭は，深礎杭に H鋼でせん断補強を行っていることから，類

似の先行炉における抑止杭として，関西電力（株）高浜発電所における鋼管杭を選定す

る。それぞれの構造概要を図 2.7.5－1 に示す。 

島根原子力発電所の抑止杭の構造等に関する特徴及び参照している基準類を示すとと

もに，高浜発電所の抑止杭との比較を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点につ

いてはその適用性を，相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を整理した。

構造等に関する比較結果を表 2.7.5－1 に，参照している基準類に関する比較結果を表

2.7.5－2 に示す。 

高浜発電所は鋼管杭であるが，島根原子力発電所と同じ H鋼でせん断補強した抑止杭

であり，同様の設計方法により設計を行っていることを確認した。 
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図 2.7.5－1 構造図の比較 

注： 
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表 2.7.5－1 抑止杭の構造等に関する先行炉との比較 

 

 

 

表 2.7.5－2 抑止杭の参照している基準類に関する先行炉との比較 

評価項目

参照している基準類
（【】内は適用範囲，工認ガイド等に記載されている基準類に下線） 先行炉との類似点を踏まえた適用性／

相違点を踏まえた設計への反映事項
島根原子力発電所

関西電力（株）
高浜発電所

設計方法
最新斜面・土留め技術総覧（1991
年）【杭工】

最新斜面・土留め技術総覧（1991
年）【杭工】

・深礎杭は杭工であるため，適用可能。

抑止杭の
せん断抵
抗力

Ｈ鋼
道路橋示方書 Ⅱ鋼橋編（2002年）
【許容応力度】

道路橋示方書 Ⅱ鋼橋編（2002年）
【許容応力度】

・許容応力度法により設計しており，適
用可能。

コンクリー
ト・鉄筋

コンクリート標準示方書［構造性能照
査編］（2002年）【許容応力度】

－
・工認ガイド等に記載の基準類を参照し，
許容応力度法により設計する。

鋼管 －
道路橋示方書 Ⅱ鋼橋編（2002年）
【許容応力度】

－

注：先行炉の情報に係る記載内容については，会合資料等をもとに弊社の責任において独自に解釈したものです。

評価項目
島根原子力発電所
抑止杭の構造等

先行炉の構造等＊ 島根原子力発電所と先行炉との比較 先行炉実績との類似点を
踏まえた設計方針の

適用性

先行炉実績との相違点を
踏まえた設計への

反映事項
関西電力㈱

高浜発電所 抑止杭
類似点 相違点

抑止杭の
構造

・CL～CH級岩盤内のシームすべ
りを抑止するため，岩盤に設置
する。

・Ｄ級岩盤内のすべりを抑
止するため，岩盤内に設置
する。

・抑止杭を岩盤に
設置。

・岩級の違い。
・シームすべりと岩
盤すべりの違い。

・同様の設置状況である。 ・シームすべりによる移動層及
び不動層を特定し，文献調査
に基づき，所定の深さの根入
れを確実に行う。

・シームすべりに伴うせん断力が
大きいこと，対象斜面が堅硬な
岩盤内で構成されることから，
抑止力の大きな深礎杭を採用
する。

・鋼管杭を採用する。 ・抑止杭を採用。 ・抑止杭の構造の
違い。

・抑止杭として，最新斜面・土
留め技術総覧（1991年8月，
以下「技術総覧」）に基づい
て設計する。

・深礎杭の一般産業施設の施
工事例等を確認した結果，同
様の構造を確認したことから，
技術総覧に基づいて設計する。

・堅硬な岩盤内に設置する大口
径（φ6m）の深礎杭であり，掘
削時における隣接杭周辺の岩
盤の緩みを避けるため，杭間隔
を２Ｄ以上（12～17.5m）とする。

・D級岩盤内に設置する小
口径（φ約0.4m）の鋼管杭
であり，中抜け現象を抑止
するため，杭間隔を2mとし，
3段で配置する。一部は，
千鳥配置（杭間隔1m）とす
る。

・各種文献に記載
の杭間隔8D以内
を満足する。

・抑止杭径の違い
・杭間距離の違い
（島根：12～17.5m，
高浜：2m・千鳥）

・8D以内を満足することから，
技術総覧に基づいて設計を
行う。

・大口径の掘削であることから，
掘削時の配慮を行う。（2.7.2
（5）参照）
・文献調査に基づき，中抜け現
象の発生に係る判定基準を設
定し，３次元解析により，杭間
及び杭周辺の岩盤の評価を行
う。

・Ｈ鋼を複数本挿入し，せん断補
強を行う。

・Ｈ鋼を単数挿入し，せん断
補強を行う。

・Ｈ鋼でせん断補
強。

・H鋼の挿入本数
の違い。

・同様のせん断補強を行って
いるため，先行炉のＨ鋼によ
るせん断補強の設計方針が
適用可能である。

・H鋼の挿入本数のみの違いで
あるため，先行炉のH鋼による
せん断補強の設計方針が適
用可能である。
・H鋼を複数本挿入している一
般産業施設の施工事例等を
確認した結果，同様の構造を
確認したことから，技術総覧に
基づいて設計する。

設計方法

・すべり安全率算定に用いる抑
止杭のせん断抵抗力：
（コンクリート）短期許容応力度
（Ｈ鋼）短期許容応力度
（帯鉄筋）短期許容応力度

・すべり安全率算定に用い
る抑止杭のせん断抵抗力：
（鋼管）短期許容応力度
（Ｈ鋼）短期許容応力度

・抑止杭のせん断
抵抗力の設定は
許容応力度法に
基づく。
・材料（H鋼）

・材料の違い（コン
クリート，帯鉄筋）

・H鋼のせん断抵抗力につい
て，許容応力度法により，同
様の基準類（道路橋示方書・
同解説（平成14年3月））に基
づいて設定する。

・コンクリート及び帯鉄筋のせ
ん断抵抗力について，許容応
力度法により，コンクリート標
準示方書[構造性能照査編]
（2002年）に基づいて設定する。

注記＊：先行炉の情報に係る記載内容については，会合資料等をもとに弊社の責任において独自に解釈したものです。
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(3) 施工実績（一般産業施設における類似構造の設計・施工事例）

島根原子力発電所の抑止杭の特徴は「岩盤内に設置された深礎杭」であることから，

この特徴に類似する一般産業施設の設計・施行例を調査した。調査結果を表 2.7.5－3

に示す。 

また，各事例の概要を(ａ)～(ｄ)に示す。 

一般産業施設における類似構造の設計・施工事例が複数あることを確認した。 

表 2.7.5－3 類似する一般産業施設の設計・施行例 

(a) 事例① 北陸自動車道地蔵トンネル地すべり対策工事

北陸自動車道地蔵トンネル地すべり対策工事の施工事例を図 2.7.5－2 に示す。

北陸自動車道地蔵トンネル西坑口付近に広く分布する地すべりの安定性を確保するた

め，径 2.5m の深礎杭を 7.5m の間隔で 24 本，径 2.0m の深礎を 6.0m の間隔で 5本施工し

ている。 

せん断抵抗材として深礎杭内に H鋼を環状に挿入している。 

図 2.7.5－2 北陸自動車道地蔵トンネル地すべり対策工事の施工事例 

注： 

特徴
設計・施行例

施設・工事名称 施設の概要 概要頁

H鋼をせん断
補強材として
複数本挿入

北陸自動車道地蔵トンネル
地すべり対策工事

・北陸自動車道地蔵トンネル西坑口付近に広く分布する地すべりの安定性を
確保するため，径2.5mの深礎杭を7.5mの間隔で24本，径2.0mの深礎を
6.0mの間隔で5本施工している。

・せん断抵抗材として深礎杭内にH鋼を環状に挿入している。

事例①

地附山地すべり対策工事

・長野県地附山地すべりの安定性を確保するため，径5.1m，長さ33～61mの
大口径鉄筋コンクリート杭を10m，15mの間隔で29本施工している。

・効率的な配筋とするため，主筋に51mmの太鉄筋を用い，せん断補強として
Ｈ鋼を複数本挿入している。

事例②

深礎杭

山際地区すべり対策工事

・大分県山際地区地すべり（幅約45m，奥行き約300m，推定すべり面層厚
70m前後の尾根型岩盤すべり）の安定性を確保するため，径5.5m，長さ30
～97mの深礎杭を16本施工している。

・軸方向鉄筋及び帯鉄筋を円周状に4重に配置し，最大曲げモーメント発生
位置付近に，D51のせん断補強筋を複数本挿入している。

事例③

北神線建設工事及び有馬
線谷上駅移設工事のうち
谷上第１工区土木工事

・六甲山周辺地域にて地すべりの安定性を確保するため，径3.5m，長さ33～
35mの深礎杭を17本施工している。

・主筋はＤ51を2段配筋としている。
事例④

注：設計・施行例の情報に係る記載内容については，公開情報をもとに弊社の責任において独自に解釈したものです。
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(b) 事例② 地附山地すべり対策工事

地附山地すべり対策工事の施工事例を図 2.7.5－3 に示す。

長野県地附山地すべり（幅約 500m，奥行き約 700m，推定すべり面層厚 60m 前後）の安

定性を確保するため，径 5.1m，長さ 33～61m の大口径鉄筋コンクリート杭を 10m，15m の

間隔で 29 本施工している。 

効率的な配筋とするため，主筋に 51mm の太鉄筋を用い，せん断補強として H鋼を複数

本挿入している。 

図 2.7.5－3 地附山地すべり対策工事の施工事例 

(c) 事例③ 山際地区地すべり対策工事

山際地区地すべり対策工事の施工事例を図 2.7.5－4 に示す。

大分県山際地区地すべり（幅約 450m，奥行き約 300m，推定すべり面層厚 70m 前後の尾

根型岩盤すべり）の安定性を確保するため，径 5.5m，長さ 30～97m の深礎杭を 16 本施工

している。 

軸方向鉄筋及び帯鉄筋を円周状に 4重に配置し，最大曲げモーメント発生位置付近に，

D51 のせん断補強筋を複数本挿入している。 

注： 
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図 2.7.5－4 山際地区地すべり対策工事の施工事例 

 

  

注： 

注： 
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(d)  事例④ 北神線建設工事及び有馬線谷上駅移設工事のうち谷上第 1工区土木工事 

北神線建設工事及び有馬線谷上駅移設工事のうち谷上第１工区土木工事の施工事例を図

2.7.5－5 に示す。 

六甲山周辺地域にて地すべりの安定性を確保するため，径 3.5m，長さ 33～35m の深礎杭

を 17 本施工している。主筋は D51 を 2 段配筋としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.5－5 北神線建設工事及び有馬線谷上駅移設工事のうち谷上第１工区土木工事の施

工事例 

  

注： 
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(4) 島根サイトの深礎杭の工事概要 

島根サイトの①－①’断面及び②－②’断面における深礎杭は，図 2.7.5－6 及び図

2.7.5－7 のフローで施工している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.5－6 施工フロー図（1/2） 

 

図 2.7.5－7 施工フロー図（2/2） 
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(5) まとめ 

島根サイトの①－①’断面及び②－②’断面における深礎杭は，先行炉実績と比較した 

結果，同様の設計方針であることを確認した。 

また，一般産業施設における類似構造の設計・施工事例が複数あることを確認した。 
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2.7.6 対策工（抑止杭）を設置した斜面の抑止杭間の岩盤の健全性 

2.7.6.1 概要 

島根原子力発電所の対策工（抑止杭）を設置した斜面について，２次元 FEM 解析では杭間

の岩盤の応力状態が把握できないことから，杭間の岩盤をモデル化した３次元静的 FEM 解

析により抑止杭間の岩盤の健全性を確認する。 

 

2.7.6.2 基本方針 

(1) 対象斜面位置及び構造概要 

評価対象斜面の位置，抑止杭の配置及び抑止杭の構造概要を図 2.7.6.2－1 に示す。 

区間Ⅰには 12 本の抑止杭を設置する。12 本のうち西側から 10 本は杭中心間隔 12m，東

側の 2本は杭中心間隔 17.5m で設置する。 

区間Ⅱには 3本の抑止杭を杭中心間隔 16m で設置する。 

 

 

抑止杭配置平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

区間Ⅰ              区間Ⅱ 

抑止杭構造図 

図 2.7.6.2－1 対象斜面位置及び抑止杭構造概要図  
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(2) 評価フロー 

杭間の岩盤の健全性の評価は「2.7.4 抑止杭を設置した斜面の安定性評価」の２次元

動的 FEM 解析より得られた応答値を用いて３次元静的 FEM 解析を実施し，得られる岩盤

要素の局所安全係数から杭間の岩盤の健全性を確認する。 

３次元静的 FEM 解析による評価フローを図 2.7.6.2－2 に示す。 

 

 

図 2.7.6.2－2 ３次元静的 FEM 解析の評価フロー 

  

(2) ３次元解析モデル作成

(5) 局所安全係数の算定

(3) 常時応力の算定

(4) 地震時解析

2.7.6.3 ３次元静的FEM解析

注記＊1：２次元FEMモデルを基に要素分割を作成
＊2：２次元常時応力解析により算定した常時応力を３次元場に展開
＊3：２次元動的FEM解析から抽出した加速度より，静的震度を求め，接点荷重として入力

要素分割＊1

加速度＊3

２次元
ＦＥＭ
解析結

果

常時応力＊2

(1) 解析用物性値の設定

2.7.4 抑⽌杭を設置した斜⾯の安定性評価

(6) 評価
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2.7.6.3 3 次元静的 FEM 解析 

(1) 解析用物性値の設定 

使用材料及び材料の解析用物性値は，「2.6.2.3 解析用物性値」及び「2.7.3 抑止杭

の耐震評価」に基づく。 

 

(2) ３次元解析モデル作成 

a. 解析領域の設定 

２次元 FEM 解析の加速度等を精緻に３次元 FEM モデルに展開するため，３次元 FEM

モデルの南北方向のモデル化範囲及び要素分割は，２次元動的 FEM 解析のモデルに整

合させる。 

モデル化範囲を図 2.7.6.3－1 に示す。 

東西方向のモデル化範囲は，杭間の岩盤の応力状態が厳しくなるように，斜面高さ

が相対的に高く，すべり土塊量が大きくなる範囲とする。区間Ⅰ範囲内のすべり土塊

量の比較を図 2.7.6.3－2 に示す。 

 

 

図 2.7.6.3－1 モデル化範囲  
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すべり土塊量比較対象断面位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較対象断面のすべり土塊量 

図 2.7.6.3－2 区間Ⅰのすべり土塊量の比較 
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b. 境界条件

側方境界条件は，以下のとおりとする。モデルの境界を図 2.7.6.3―3 に示す。 

(a) YZ 平面

常時応力解析：X軸方向固定 YZ 軸方向自由（面内自由）

地震時解析：XYZ 軸方向自由

(b) XZ 平面

常時応力解析：Y軸方向固定 XZ 軸方向自由（面内自由）

地震時解析：Y軸方向固定 XZ 軸方向自由（面内自由）

(c) 底面

底面境界は固定とする。

図 2.7.6.3－3 モデルの境界 

c. 抑止杭のモデル化

区間Ⅰは抑止杭直径 6m，杭中心間隔 12m でモデル化を行い，区間Ⅱは抑止杭直径

6m，杭中心間隔 16m でモデル化を行う。 

抑止杭は８節点６面体要素を適用し，線形材料としてモデル化する。 

抑止杭と地盤の接合面にはジョイント要素を設定し，接合面における剥離及びすべ

りを考慮する。ジョイント要素は，抑止杭と地盤の接合面で法線方向及びせん断方向

に対して設定する。図 2.7.6.3－4 にジョイント要素の力学特性，表 2.7.6.3－1 にジ

ョイント要素のせん断強度を示す。 

法線方向のジョイント要素のばね定数は，解析上不安定な挙動を起こさないよう十

分大きな値を設定する。ジョイント要素のばね定数を表 2.7.6.3－2 に示す。 

図 2.7.6.3－4 ジョイント要素の力学特性 

直応⼒

直ひずみ
剥離

引張

圧縮

kn

ks

すべり
せん断応⼒

せん断ひずみ

τf

-τfすべり
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表 2.7.6.3―1 抑止杭―地盤間のジョイント要素のせん断強度＊ 

摩擦係数 tanφ 粘着力 (kN） 

0.600 0 

注記＊：（社）日本道路協会「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編 H14」P281 

 

表 2.7.6.3―2 抑止杭―地盤間のジョイント要素のばね定数 

せん断剛性 ks (kN/m3) 圧縮剛性 kn (kN/m3) 

1.0×108 1.0×108 

 

d. 地盤のモデル化 

地盤は８節点６面体要素でモデル化する。 

要素分割については２次元動的 FEM 解析で使用した南北断面のモデルを基に作成

し，東西水平成層であることから東西方向に一様に延伸したモデルとする。 

シームは，２次元動的 FEM 解析のモデルにおいて，抑止杭に接しているシームを対

象とし，ジョイント要素でモデル化する。 

区間Ⅰ及び区間Ⅱのモデル化したシームを図 2.7.6.3－5，図 2.7.6.3－6 にそれ

ぞれ示す。 

 

図 2.7.6.3－5 モデル化したシーム（区間Ⅰ） 

 

図 2.7.6.3－6 モデル化したシーム（区間Ⅱ）  

B21・22シーム

B23・24シーム

B26シーム
頁岩・凝灰岩の互層CH級
凝灰岩・凝灰角礫岩CH級
安山岩CH級
ドレライトCH級
頁岩・凝灰岩の互層CM級
凝灰岩・凝灰角礫岩CM級
安山岩CM級
頁岩・凝灰岩の互層CL級
抑止杭
シーム

B21・22シーム

頁岩・凝灰岩の互層CH級
凝灰岩・凝灰角礫岩CH級
安山岩CH級
ドレライトCH級
安山岩CM級
頁岩CL級
頁岩・凝灰岩の互層CL級
凝灰岩・凝灰角礫岩CL級
ドレライトCL級
安山岩CL級
Ｄ級
埋戻土
抑止杭
シーム
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e. ３次元解析モデル 

(a) 区間Ⅰ 

区間Ⅰに設置されている 12 本の杭のうち，２次元 FEM 解析のモデルと造成形状が

同じ中央の 7 本の抑止杭の範囲をモデル化する。そのため東西方向は 84m（12m×7 区

間分）をモデル化し，南北方向は２次元解析モデルの領域とする。区間Ⅰの解析モデ

ルを図 2.7.6.3－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.6.3－7(1) 区間Ⅰ解析モデル 

 

図 2.7.6.3－7(2) 区間Ⅰ解析モデル（抑止杭及びシーム拡大） 

B21・22シーム
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凝灰岩・凝灰角礫岩
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凝灰岩・凝灰角礫岩
安山岩
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抑止杭
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CM級
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図 2.7.6.3－7(3) 区間Ⅰ解析モデル（杭周辺拡大）  
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(b) 区間Ⅱ 

区間Ⅱに設置されている抑止杭3本の範囲をモデル化する。そのため東西方向は48m

（16m×3 区間分）をモデル化し，南北方向は２次元解析モデルの領域とする。区間Ⅱ

の解析モデルを図 2.7.6.3－8 に示す。 

 

 

 

 

図 2.7.6.3－8(1) 区間Ⅱ解析モデル 

 

 

図 2.7.6.3－8(2) 区間Ⅱ解析モデル（抑止杭及びシーム拡大）  
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図 2.7.6.3－8(3) 区間Ⅱ解析モデル（杭周辺拡大）  
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(3) 常時応力の算定 

常時応力は２次元常時応力解析から得られる常時応力を，２次元場から３次元場に以下

の一般式を用いて展開し，算定する。 

 

σy=νs
σx+σz  ······················································ （＊） 

 

式（＊）は「弾性・破壊・流動論-工学および地球科学への応用-（（社）日本材料協会，

1968 年）」に基づき以下から導かれる。３次元モデルにおける軸方向を図 2.7.6.3－9 に

示す。 

 

図 2.7.6.3－9 ３次元モデルにおける軸方向 

 

各軸方向に負荷応力が作用した場合，各軸方向に生じるひずみは表 2.7.6.3－3 のとお

りとなる。 

表 2.7.6.3－3 各軸方向に生じるひずみ 

負荷応力 
負荷応力に対応するひずみ 

x 軸方向 ｙ軸方向 ｚ軸方向 

σx 
σ

x

Ｅ
 －

ν

Ｅ
σ

x
 －

ν

Ｅ
σ

x
 

σy －
ν

Ｅ
σ

y
 

σ
y

Ｅ
 －

ν

Ｅ
σ

y
 

σz －
ν

Ｅ
σ

z
 －

ν

Ｅ
σ

z
 

σ
z

Ｅ
 

 

各軸方向の負荷応力により生じたひずみをそれぞれ整理すると，以下のとおりとな

る。 

ε
x
=
σ

x

Ｅ
－

ν

Ｅ
(σ

y
+σ

z
) ··············································· （１） 

ε
y
=
σ

y

Ｅ
－

ν

Ｅ
(σ

x
+σ

z
) ··············································· （２） 

ε
z
=
σ

z

Ｅ
－

ν

Ｅ
(σ

x
+σ

y
) ··············································· （３） 
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これらの式を各応力について解くと， 

σ
x
=

Ｅ

(1+ν)(1-2ν）
{(1－ν)ε

x
+ν(εy+εz)} ·························· （４） 

σ
y
=

Ｅ

(1+ν)(1-2ν）
{(1－ν)ε

y
+ν(εz+εx)} ·························· （５） 

σ
z
=

Ｅ

(1+ν)(1-2ν）
{(1－ν)ε

z
+ν(εx+εy)} ·························· （６） 

 

式（４）～（６）を弾性定数の関係式λ+2Ｇ=
Ｅ(1－ν)

(1+ν)(1-2ν）
を用いて整理すると， 

σx，σy，σz及びεx，εy，εzは，主軸に関する応力-ひずみ関係として次のように

仮定される。 

σx=(λ+2Ｇ)εx+λεz+λεy ········································ （７） 

σy=λε
x
+(λ+2Ｇ)εy+λεz ········································ （８） 

σz=λεx+λεy+(λ+2Ｇ)ε
z
 ········································ （９） 

ここでλ，Ｇは，以下のとおり。 

λ：ラメ定数 

Ｇ：せん断弾性係数 

 

２次元場から３次元場に応力を展開するため，ⅩＺ平面において平面ひずみ状態を仮

定（εx≠0,εz≠0,εy=0）した場合，式（７）～（９）により以下の式が導かれる。 

      σx=(λ+2Ｇ)εx+λεz，σ
z
=(λ+2Ｇ)ε

z
+λεx ························ （１０） 

式(１０)の両式を足し合わせ，λとν，Ｇの関係式ν=
λ

2(λ+Ｇ)
を用いて以下の式が導

かれる。 

  σy=λ ε
x
+ε

z
ν

s
σx+σz   
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(4) 地震時解析 

地震力は図 2.7.6.3－10 に示す「ＪＥＡＧ４６０１－2015 原子力発電所耐震設計技術

指針」を参考に２次元動的 FEM 解析における最小すべり安全率発生時刻の加速度を抽出

し，静的震度として解析モデルに入力する。ただし，正確に杭間の岩盤の応力状態を把握

するため，「ＪＥＡＧ４６０１－2015 原子力発電所耐震設計技術指針」に記載の等価震度

ではなく，要素毎に静的震度を求めて入力する。区間Ⅰ，区間Ⅱの加速度を抽出したケー

スを図 2.7.6.3－11，図 2.7.6.3－12 にそれぞれ示す。 

地震時解析には，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証，妥

当性確認等の概要については，参考資料 3に示す。 
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図 2.7.6.3－10 「ＪＥＡＧ４６０１－2015 原子力発電所耐震設計技術指針」記載の震度の

求め方 
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図 2.7.6.3－11 加速度を抽出したケース（区間Ⅰ） 

基準地震
動Ｓｓ

すべり安全率
【参考】
変更前

(抑止杭7本)

Ss－D 1.99 1.71
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基準地震
動Ｓｓ

すべり安全率
()内はばらつき強
度のすべり安全率

【参考】
変更前

(抑止杭7本)

Ss－D 1.56 (1.39) 1.37 (1.21)

Ss－N1 1.79 1.57

Ss－N2 1.92 1.69

Ss－D(+,-)8.96秒

基準地震
動Ｓｓ
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【参考】
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(抑止杭7本)
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【参考】
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(抑止杭7本)

Ss－D 1.54 (1.39) 1.37 (1.22)

Ss－N1 1.76 1.56

Ss－N2 1.88 1.67

Ss－D(+,-)8.96秒
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動Ｓｓ

すべり安全率
()内はばらつき強
度のすべり安全率

【参考】
変更前

(抑止杭7本)

Ss－D 1.48（1.26） 1.48（1.26）

Ss－N1 1.71 1.71

Ss－N2 1.86 1.86

基準地震
動Ｓｓ

すべり安全率
【参考】
変更前

(抑止杭7本)

Ss－D 1.60 1.60

Ss－N1 1.81 1.81

Ss－N2 1.97 1.97
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図 2.7.6.3－12 加速度を抽出したケース（区間Ⅱ） 

 

  

基準地震動
Ｓｓ

すべり安全率
()内はばらつき強
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Ss－D 2.34

Ss－N1 2.51
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Ｓｓ

すべり安全率

Ss－D 2.28
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(5) 局所安全係数の算定 

杭間の岩盤の中抜けに対する安定性は，杭周辺の岩盤，シーム，及び杭－岩盤間のジョ

イント要素における局所安全係数により評価する。 

局所安全係数は，「ＪＥＡＧ４６０１－2008 原子力発電所耐震設計技術指針」に基づき，

要素毎に図 2.7.6.3－13，図 2.7.6.3－14 に示す考え方で算出する。 

 

図 2.7.6.3－13 岩盤の局所安全係数の考え方 

 

 

図 2.7.6.3－14 シーム及び杭－岩盤間のジョイント要素の局所安全係数の考え方 
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(6) 評価結果 

図 2.7.6.3－15 に示す抑止杭周辺の断面の局所安全係数を以下に示す。 

 

 

図 2.7.6.3－15 局所安全係数表示断面位置図 
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a. 区間Ⅰ評価結果 

(a) 岩盤の評価 

「2.7.2(5)杭間隔の考え方」の判定基準に基づき，杭間及び杭背後の岩盤の健全性を

確認した。 

区間Ⅰの杭周辺の岩盤の局所安全係数を図 2.7.6.3－16 に示す。 

また，図 2.7.6.3－16 では，引張応力が発生した要素が杭周辺の岩盤に認められるた

め，「2.7.4(11)b.引張強度の設定」で設定した引張強度 0.13N/mm2を用い，引張強度の詳

細評価を行う。 

杭間及び杭背後の岩盤には，引張強度及びせん断強度に達した要素は発生していない

ことを確認した。 

以上のことから，杭間及び杭背後の岩盤は健全であると評価した。 

 

なお，直応力が引張となる方向は水平から反時計回りに約 55°であり，地質の傾斜 5°

～15°と斜交していること，引張応力が発生した要素の構成岩種は凝灰岩及び頁岩と凝

灰岩の互層であることから，保守的な評価となっていると考えられる。 
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図 2.7.6.3－16(1) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（a－a’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.6.3－16(2) 抑止杭間の岩盤の局所安全係数（b－b’断面） 

 

図 2.7.6.3－16(3) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（c－c’断面） 
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図 2.7.6.3－16(4) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（d－d’断面） 
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図 2.7.6.3－17 に区間Ⅰの抑止杭周辺の最大せん断応力図及び最大圧縮応力図を示す。

杭上流側に着目すると，杭間位置に応力の大きな箇所がアーチ状に分布していることが

分かる。「2.7.2(5) 杭間隔の考え方」の文献④で示されるとおり，上流側からの応力が

集中し，杭間に作用する応力が小さくなっていることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【最大せん断応力図】 

 

【最大圧縮応力図】 

 

【応力表示位置】 

図 2.7.6.3－17 区間Ⅰにおける抑止杭周辺の応力  
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(b) シームの評価 

区間Ⅰの杭周辺のシーム（せん断方向）の局所安全係数を図 2.7.6.3－18 に示す。 

抑止杭より上流側の要素の局所安全係数が 1.0 を下回っているが，杭間及び抑止杭より

下流側の要素は 1.0 を上回り，杭間にはせん断破壊している要素はないことを確認した。 

 

 

図 2.7.6.3－18(1) 抑止杭周辺のシームの局所安全係数（B26 シーム） 

 

図 2.7.6.3－18(2) 抑止杭周辺のシームの局所安全係数（B23・24 シーム） 

 

図 2.7.6.3－18(3) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（B21・22 シーム） 
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(c) 杭-岩盤境界部の評価 

区間Ⅰの杭岩盤間のジョイント要素（せん断方向）の局所安全係数を図 2.7.6.3－19 に

示す。 

区間Ⅰにおける杭岩盤間のジョイント要素は，部分的に局所安全係数 1.0 を下回ってい

るが，大部分はせん断強度に達しておらず，せん断方向にすべりが生じていないことを確

認した。 

 

図 2.7.6.3－19(1) 区間Ⅰの杭-岩盤間ジョイント要素の局所安全係数(1/2) 

 

図 2.7.6.3－19(2) 区間Ⅰの杭-岩盤間ジョイント要素の局所安全係数(2/2) 
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(d) 区間Ⅰの評価結果まとめ 

３次元静的 FEM 解析の結果，表 2.7.6.3－4 のとおり，杭間及び杭背後の岩盤は健全であ

ることから，中抜け現象の発生に係る判定基準を満たすことを確認した。 

以上のことから，区間Ⅰは抑止杭の杭間を中抜けするおそれはないと評価する。 

なお，区間Ⅰのうち杭間隔 17.5m の範囲は３次元静的 FEM 解析モデルには含まれていな

いが，３次元静的 FEM 解析の結果，すべりに対して十分な裕度を有していること，及びモデ

ル化している範囲に比べて杭間隔 17.5m の範囲の方がすべり土塊量が小さいことを踏まえ

ると，杭間隔 17.5m の範囲についても杭間を中抜けするおそれはないと評価する。 

 

表 2.7.6.3－4 区間Ⅰの文献④を踏まえた中抜け現象の発生に係る判定基準及び判定結果 

判定基準 判定結果 

・杭背後の岩盤が杭間から中抜けしないことを確

認するため，杭背後の岩盤において，局所安全

係数分布図によりせん断強度及び引張強度に

達した要素がないことを確認する。 

・杭背後では，隣同士の杭を結ぶようにアーチ状

に応力が集中すると考えられ，当該範囲の応力

状態が厳しいと考えられることから，当該範囲

に着目して確認を行う。 

・杭間の岩盤が中抜けしないことを確認するた

め，杭間の岩盤において，同様の確認を行う。 

杭間及び杭背後の岩盤には，せん断強度及び引張

強度に達した要素は認められず，健全であること

を確認した。 
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b. 区間Ⅱ評価結果 

(a) 岩盤の評価 

図 2.7.6.3－20 では，引張応力が発生した要素が杭間の下部及び抑止杭より上流側の

岩盤に認められるため，区間Ⅰと同様に，引張強度 0.13N/mm2を用い，引張強度の詳細評

価を行う。 

区間Ⅱの杭周辺の引張強度を反映した岩盤の局所安全係数を図 2.7.6.3－20 に示す。 

中抜け現象の対象となる移動層のうち，杭間及び杭背後の岩盤には，引張強度及びせ

ん断強度に達した要素は発生していない。また，抑止杭より上流側の岩盤に引張強度に

達している要素が発生しているが，その分布も局所的かつ散在的である。 

以上のことから，杭間及び杭背後の岩盤は健全であることを確認した。 

 

なお，直応力が引張となる方向は水平から反時計回りに約 70°であり，地質の傾斜 5°

～15°と斜交していること，引張応力が発生した要素の構成岩種は凝灰岩及び頁岩と凝

灰岩の互層であることから，保守的な評価となっていると考えられる。 
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図 2.7.6.3－20(1) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（e－e’南北断面） 

 

図 2.7.6.3－20(2) 抑止杭間の岩盤の局所安全係数（f－f’断面） 

 

図 2.7.6.3－20(3) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（g－g’断面） 

118

258



 

図 2.7.6.3－20(4) 抑止杭周辺の岩盤の局所安全係数（h－h’断面） 
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図 2.7.6.3－21 に区間Ⅱの抑止杭周辺の最大せん断応力図及び最大圧縮応力図を示す。

杭上流側に着目すると，杭間位置に応力の大きな箇所がアーチ状に分布していることが

分かる。「2.7.2(5) 杭間隔の考え方」の文献④で示されるとおり，上流側からの応力が

集中し，杭間に作用する応力が小さくなっていることが確認できる。 

 

 
【最大せん断応力図】 

 

【最大圧縮応力図】 

 

【応力表示位置】 

図 2.7.6.3－21 区間Ⅱにおける抑止杭周辺の応力  
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(b) シームの評価 

区間Ⅱの杭周辺のシーム（せん断方向）の局所安全係数を図 2.7.6.3－22 に示す。 

斜面の抑止杭より上流側及び杭間の要素の局所安全係数が 1.0 を下回っているが，部分

的であり，抑止杭と岩盤の境界付近は局所安全係数 1.0 を上回っている。なお，抑止杭よ

り下流側の要素は 1.0 を上回り，せん断破壊している要素はないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.6.3－22 抑止杭周辺のシームの局所安全係数（B21・22 シーム） 

 

図 2.7.6.3－23 に杭間断面における水平方向加速度の分布図を示す。 

区間Ⅰでは杭間と周辺で加速度の大きな違いはないものの，区間Ⅱでは杭頭付近を中心

に杭周辺よりも加速度が大きく，800cm/s2 以上となっている。このことから，区間Ⅱは，

杭間直上の土塊に大きな慣性力が作用し，杭間のシームの局所安全係数が低下していると

考えられる。 

 

 

図 2.7.6.3－23 杭間断面における水平方向加速度の分布図  

121

261



(c) 杭-岩盤境界部の評価 

区間Ⅱの杭岩盤間のジョイント要素（せん断方向）の局所安全係数を図 2.7.6.3－24 に

示す。 

区間Ⅱにおける杭岩盤間のジョイント要素は，部分的に局所安全係数 1.0 を下回ってい

るが，杭の大部分はせん断強度に達しておらず，せん断方向にすべりが生じていないこと

を確認した。 

 

図 2.7.6.3－24(1) 区間Ⅱの杭-岩盤間ジョイント要素の局所安全係数(1/2) 

 

図 2.7.6.3－24(2) 区間Ⅱの杭-岩盤間ジョイント要素の局所安全係数(2/2) 
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(d) 区間Ⅱの評価結果まとめ 

３次元静的 FEM 解析の結果，表 2.7.6.3－5 のとおり，杭間及び杭背後の岩盤は健全

であり，中抜け現象の発生に係る判定基準を満たすことを確認した。 

以上のことから，区間Ⅱは抑止杭の杭間を中抜けするおそれはないと評価する。 

 

表 2.7.6.3－5 区間Ⅰの文献④を踏まえた中抜け現象の発生に係る判定基準及び判定結果 

判定基準 判定結果 

・杭背後の岩盤が杭間から中抜けしないことを確

認するため，杭背後の岩盤において，局所安全

係数分布図によりせん断強度及び引張強度に

達した要素がないことを確認する。 

・杭背後では，隣同士の杭を結ぶようにアーチ状

に応力が集中すると考えられ，当該範囲の応力

状態が厳しいと考えられることから，当該範囲

に着目して確認を行う。 

・杭間の岩盤が中抜けしないことを確認するた

め，杭間の岩盤において，同様の確認を行う。 

 

杭間及び杭背後の岩盤には，せん断強度及び引張

強度に達した要素は認められず，健全であること

を確認した。 

 

 

なお，杭間のシームに局所安全係数が 1.0 を下回る要素が認められるものの，中抜け

現象の対象となる移動層のうち，杭間の岩盤には引張強度及びせん断強度に達した要素

は認められず，上記のとおり抑止杭のアーチ効果によって中抜け現象は抑止されると考

えられることから，中抜けするおそれはないと評価する。 
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資料 No.4 

ブローアウトパネル関連設備の設計方針に係る補足説明資料 
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4－1 

ブローアウトパネル関連設備の要求機能について 

 

1. はじめに 

ブローアウトパネル関連設備（原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（以下「オペフロ

BOP」という。），原子炉建物主蒸気管トンネル室ブローアウトパネル（以下「MSトンネル室BOP」

という。），原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP閉止装置」とい

う。）及び原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル強制開放装置（以下「オペフロBOP強制開放

装置」という。））について，技術基準上の主な要求事項を整理した。 

 

2. オペフロBOPの要求事項 

(1) 開放機能 

オペフロBOPは，主蒸気管破断（以下「MSLBA」という。）を想定した場合の放出蒸気による

圧力から原子炉建物や原子炉格納容器等を防護するため，放出蒸気を建物外に放出することを

目的に設置されている。このため，建物の内外差圧により自動的に開放する機能が必要である。

（技術基準規則 第12条 溢水等による損傷の防止） 

設計基準対象施設であるオペフロBOPは，待機状態（閉状態）にて，基準地震動Ｓｓにより開

放機能を損なわないようにする必要があるため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性（建物躯

体の健全性）を確保する設計とする。また，設計竜巻により開放機能を損なわないようにする

必要があるが，設計竜巻は，その発生頻度が非常に小さく，設計基準事故との重畳は，判断基

準の目安となる10-7回／年を下回り十分小さいこと，プラント運転中又は停止中の設計竜巻を想

定してもプラント停止及び冷却に必要な設備は確保でき原子炉安全に影響しないことから，安

全上支障のない期間に補修が可能な設計とすることで安全機能を損なわない設計とする。 

重大事故等対処設備であるオペフロBOPは，格納容器バイパス（以下「ISLOCA」という。）発

生を想定した場合の発生箇所を隔離するための操作等の活動ができるよう，所定の時間内に原

子炉建物原子炉棟（以下「原子炉棟」という。）の圧力及び温度を低下させるため，確実に開

放する必要がある。（技術基準規則 第61条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備） 

ISLOCA発生時においては，原子炉格納容器外かつ原子炉棟で低圧設計部が破断することを想

定しているため，原子炉棟で瞬時に減圧沸騰して大量の水蒸気が発生する。このため，原子炉

棟の圧力が急上昇するが，外気との差圧（設計圧力6.9kPa以下）で原子炉建物燃料取替階に設

置したオペフロBOPが自動的に開放し，原子炉棟内を減圧する設計とする。 

また，開放したオペフロBOPの開口面（全面）を経由して外気と熱交換が行われることにより

原子炉棟内でも人力でISLOCA発生箇所を隔離するための隔離弁が操作可能となる。なお，
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ISLOCA発生時には，基本的に中央制御室で隔離弁を閉操作するが，万が一中央制御室から操作

できない場合には，現場で隔離弁を操作することとしている。 

重大事故等対処設備であるオペフロBOPは，待機状態（閉状態）にて，基準地震動Ｓｓにより

開放機能を損なわないようにする必要があるため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性（建物

躯体の健全性）を確保する設計とする。 

 

(2) 二次格納施設のバウンダリ機能 

オペフロBOPは，上記(1)の開放機能を満足させるため，原子炉棟外壁に設置されており，原

子炉棟の壁の一部となることから，二次格納施設のバウンダリとしての機能維持が必要である。

（技術基準規則 第38条 原子炉制御室等及び第44条 原子炉格納施設） 

このため，設計基準対象施設であるオペフロBOPは，待機状態（閉状態）にて，基準地震動Ｓ

ｓにより二次格納施設としてのバウンダリ機能を損なわないようにする必要があるが，その一

方で，地震動により開放しないように設計する場合，本来の差圧による開放機能を阻害する可

能性がある。この2つの要求機能を考慮した結果，二次格納施設のバウンダリ機能維持に対して

は，オペフロBOPの設置目的である差圧による開放機能を阻害しない範囲で耐震性を確保する設

計とする。具体的には原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編（ＪＥＡＧ４６

０１・補-1984）によれば，基準地震動Ｓ２（Ｓｓ相当）と運転状態Ⅳ（設計基準事故）の組合

せは不要であるが，基準地震動Ｓ１（Ｓｄ相当）と運転状態Ⅳ（設計基準事故）の荷重の組合せ

は必要とされていることを踏まえ，オペフロBOPは二次格納施設としてのバウンダリ機能を有す

ることから，長期にわたり事象が継続した場合も考慮し，弾性設計用地震動Ｓｄで開放しない

設計とする。設計竜巻については，その最大気圧低下量がオペフロBOP開放の設計差圧より大き

く，設計竜巻の気圧差により開放の可能性を否定できないが，設計竜巻の発生頻度は非常に小

さく，設計基準事故との重畳は，判断基準の目安となる10-7回／年を下回り十分小さいこと，プ

ラント運転中又は停止中の設計竜巻を想定してもプラント停止及び冷却に必要な設備は確保で

き原子炉安全に影響しない。このため，万一，地震や竜巻により開放し，安全上支障のない期

間に復旧できず，二次格納施設としてのバウンダリ機能が維持できない場合には，安全な状態

に移行（運転中は冷温停止へ移行，停止中は炉心変更時又は原子炉棟で照射された燃料に係る

作業の停止）することを保安規定に定める。 

 

3. MSトンネル室BOPの要求事項 

(1) 開放機能 

MSトンネル室BOPは，MSLBAを想定した場合の放出蒸気による圧力から原子炉建物や原子炉格

納容器等を防護するため，放出蒸気を建物外に放出することを目的に設置されている。このた

め，主蒸気管トンネル室（以下「MSトンネル室」という。）内外の差圧（設計圧力12.26kPa以

266



4-1-3  

下）により自動的に開放する機能が必要である。（技術基準規則 第12条 溢水等による損傷の

防止） 

設計基準対象施設であるMSトンネル室BOPは，待機状態（閉状態）にて，基準地震動Ｓｓによ

り開放機能を損なわないようにする必要があるため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性（建

物躯体の健全性）を確保する設計とする。 

 

(2) 二次格納施設のバウンダリ機能 

MSトンネル室BOPは，上記(1)の開放機能を満足させるため，原子炉棟のMSトンネル室に設置

されており，原子炉棟の壁の一部となるMSトンネル室BOPについては，二次格納施設のバウンダ

リとしての機能維持が必要である。（技術基準規則 第38条 原子炉制御室等，第44条 原子炉格

納施設及び第74条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

このため，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備であるMSトンネル室BOPは，待機状態

（閉状態）にて，基準地震動Ｓｓにより二次格納施設としてのバウンダリ機能を損なわないよ

うにする必要があるが，その一方で，地震動により開放しないように設計する場合，本来の差

圧による開放機能を阻害する可能性がある。この2つの要求機能を考慮した結果，二次格納施設

のバウンダリ機能維持に対しては，MSトンネル室BOPの設置目的である差圧による開放機能を阻

害しない範囲で耐震性を確保する設計とする。具体的には原子力発電所耐震設計技術指針重要

度分類・許容応力編（ＪＥＡＧ４６０１・補-1984）によれば，基準地震動Ｓ２（Ｓｓ相当）と

運転状態Ⅳ（設計基準事故）の組合せは不要であるが，基準地震動Ｓ１（Ｓｄ相当）と運転状態

Ⅳ（設計基準事故）の荷重の組合せは必要とされていることを踏まえ，MSトンネル室BOPは二次

格納施設としてのバウンダリ機能を有することから，長期にわたり事象が継続した場合も考慮

し，弾性設計用地震動Ｓｄで開放しない設計とする。 

 

4. BOP閉止装置の要求事項 

(1) 閉止機能 

技術基準第74条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備）の解釈では，「原子炉制御

室の居住性を確保するために原子炉建屋に設置されたブローアウトパネルを閉止する必要があ

る場合は，容易かつ確実に閉止操作ができること。また，ブローアウトパネルは，現場におい

て人力による操作が可能なものとすること。」が要求されている。 

島根原子力発電所第２号機のオペフロBOPは，開放後，炉心損傷に至る事故が発生した場合に

は，作業員の被ばく防止の観点から再閉止操作を行うことが困難であるため，技術基準第74条

要求に適合させるためにBOP閉止装置を設置する。 

このため，重大事故等対処設備であるBOP閉止装置は，待機状態（開状態）にて，基準地震動

Ｓｓにより閉止機能を損なわないようにする必要があるため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健

267



4-1-4  

全性を確保することが必要である。 

 

(2) 二次格納施設のバウンダリ機能 

BOP閉止装置は，オペフロBOPに代わって原子炉棟の壁の一部となることから，二次格納施設

のバウンダリとしての機能（原子炉棟の気密性能確保）が必要である。 

一方，BOP閉止装置の閉機能維持が必要な状況とは，基準地震動ＳｓによりオペフロBOPが開

放し，更に重大事故に至った場合である。技術基準第74条（運転員が原子炉制御室にとどまる

ための設備）では，7日間で100mSvを超えないことが要求されており，7日間で想定する地震動

は，設置許可基準規則第39条（地震による損傷の防止）で整理するSA発生後の最大荷重の組合

せの考え方を踏まえ，BOP閉止装置が閉状態で組み合わせるべき地震動は弾性設計用地震動Ｓｄ

であるが，長期の閉止機能維持を考慮して基準地震動Ｓｓとする。 

 

5. オペフロBOP強制開放装置（自主対策設備）への要求事項 

オペフロBOP強制開放装置は，仮に，重大事故等時に静的触媒式水素処理装置，格納容器フィ

ルタベント系により原子炉建物内の水素濃度が低下しなかった場合に，原子炉建物内の水素濃

度低減を目的にブローアウトパネルを強制的に開放する必要が発生した場合に用いる自主対策

設備であるため，強制開放装置の損傷が安全上重要な他設備に波及的影響を及ぼさないように

する必要がある。 

 

6. ブローアウトパネル関連設備の要求機能 

表6にブローアウトパネル関連設備に要求される機能の整理を示す。 

 

7. ブローアウトパネル閉止装置の要否 

表7にブローアウトパネル開放要因を踏まえBOP閉止装置の設置要否を整理した結果を示す。 

オペフロBOPについては，弾性設計用地震動Ｓｄを超える地震動で開放の可能性があることか

ら，BOP閉止装置を設置する。MSトンネル室BOPは，基準地震動Ｓｓでは開放しない設計とする

ため，重大事故等時において開放することがないことからBOP閉止装置は設置しない。 
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表6 ブローアウトパネル関連設備に要求される機能の整理 

ブローアウト 

パネル 

関連設備 

要求機能 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

5 条 

地震 

7 条 

竜巻 

(差圧) 

7 条 

竜巻 

(飛来物) 

50 条 

地震 

54 条 

竜巻 

(差圧) 

54 条 

竜巻 

(飛来物) 

オペフロ BOP 開放機能 

(MSLBA) 

(12 条) 

〇 

（Ｓｓ） 

〇 

プラント停

止にて対応 

〇 

竜巻防護ネ

ットで対応 

－ － － 

開放機能 

(ISLOCA) 

(12 条) 

－ － － 
〇 

（Ｓｓ） 
－ － 

バウンダリ機能 

(建物気密性) 

(38 条，44 条) 

〇 

（Ｓｄ） 

〇 

プラント停

止にて対応 

〇 

竜巻防護ネ

ットで対応 

－ － － 

MS トンネル室 BOP 開放機能 

(MSLBA) 

(12 条) 

〇 

（Ｓｓ） 
－ － － － － 

バウンダリ機能 

(建物気密性) 

(38 条，44 条) 

〇 

（Ｓｄ） 
－ － 

〇＊1 

（Ｓｄ） 
－ － 

BOP 閉止装置 

(SA 緩和設備) 

閉止機能 

(74 条) 
－ － － 

〇 

（Ｓｓ） 

〇 

(影響なし) 
－＊2 

バウンダリ機能 

(74 条) 
－ － － 

〇 

（Ｓｓ） 
－＊3 －＊3 

注記 ＊1：MSトンネル室BOPは，基準地震動Ｓｓでも閉維持が可能な設計とした場合でも,開放機能として規定の開放圧力で開放

できる構造であることから，基準地震動Ｓｓで閉維持可能な設計とする。 

＊2：BOP閉止装置は，SA緩和設備であるため共通要因故障としての考慮は不要 

＊3：SA後の閉止状態での設計竜巻は，事象の重ね合わせの頻度から組み合わせ不要 
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表7 ブローアウトパネルの開放要因及び閉止の必要性検討 

開放箇所 開放要因 開放可能性 閉止の必要性検討※ 
閉止装置

の要否 

オペフロ 

BOP 

自然現象 

地震 

有 

（Ｓｄを超える地

震動で開放） 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度

の累積は 3.3×10－7／炉年*であり，地震に

よるオペフロ BOP の開放が考えられること

から閉止する設計とする。 

要 

竜巻 

有 

（設計竜巻の差圧

以下で開放） 

外部電源喪失が考えられる竜巻の年超過発

生頻度（約 10－4／年）及び外部電源喪失が

発生した場合の条件付炉心損傷確率（7.8×

10－7）が極めて低いことから， 開放しても

原子炉制御室の居住性を確保するためにオ

ペフロ BOP の閉止が必要となる可能性は極

めて低い。 

否 

上記以外 無 

津波及び地滑り・土石流に対し，影響を受

けない場所に設置している。 

風（台風）については，荷重として作用す

るものの開放には至らない。 

積雪，火山の影響に対し，荷重を受けにく

い構造である。 

凍結，降水，落雷，生物学的事象，森林火

災は，荷重として作用する事象ではない。 

否 

運転時の異常な過渡

事象 
無 建物内圧力が上昇しない 否 

設計基準

事故 

主蒸気管

破断 

有 

（設計で考慮） 

主蒸気管破断については，レベル１ＰＳＡ

学会標準に基づき，発生頻度，プラントの

影響等の観点から，リスク評価上の重要性

は低いと考え，炉心損傷へ至る可能性のあ

る評価対象から除外する。 

否 

上記以外 無 建物内圧力が上昇しない 否 

重大事故

等 

ISLOCA 
有 

（設計で考慮） 

ISLOCA の炉心損傷頻度(3.3×10－9／炉年)は

十分低いことから，原子炉制御室の居住性

を確保するためにオペフロ BOP の閉止が必

要となる可能性は極めて低い。 

否 

上記以外 無 建物内圧力が上昇しない 否 

MS トン 

ネル室 

BOP 

自然現象 

地震 無 Ｓｓ機能維持であるため開放しない 否 

上記以外 無 
建物内に設置されているため影響は受けな

い 
否 

運転時の異常な過渡

事象 
無 建物内圧力が上昇しない 否 

設計基準

事故 

主蒸気管

破断 

有 

（設計で考慮） 

主蒸気管破断については，レベル１ＰＳＡ

学会標準に基づき，発生頻度，プラントの

影響等の観点から，リスク評価上の重要性

は低いと考え，炉心損傷へ至る可能性のあ

る評価対象から除外する。 

否 

上記以外 無 建物内圧力が上昇しない 否 

重大事故

等 

ISLOCA 無 ISLOCA 時の流路にならない 否 

上記以外 無 建物内圧力が上昇しない 否 

※閉止必要性検討にあたっては，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編(ＪＥＡ

Ｇ4601・補－1984)」のスクリーニング基準である10－7／炉年を参考にした。 

注記＊：設置許可審査時の補足説明資料「EP-060(補)改90 重大事故等対処設備について」及び設工認補足説明資

料「NS2 補足-023-6 工事計画に係る補足説明資料（重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と

地震の組合せについて）」による。 
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4－14 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の配置と構造について 

 

1. 概要 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP閉止装置」という。）は，

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及び規則の解釈の第74条で要

求される設備であり，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放した状態において，

炉心の著しい損傷が発生した場合に中央制御室にとどまる運転員を過度の被ばくから防護

するため，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放した後の躯体の開口部を閉止

し，原子炉建物原子炉棟の放射性物質の閉じ込め機能を確保するために設置する。 

 

2. 設置位置及び個数 

BOP閉止装置は，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開口部2箇所に対して原子炉建

物原子炉棟4階内壁面に計48台（1箇所あたりダンパ24台）設置する。概略平面図を図2－1に

示す。 

 

 
原子炉建物地上 4階中間床 概略平面図       原子炉建物原子炉棟断面図 

：（オペフロ BOP2 箇所） 

：（BOP 閉止装置 2箇所） 

 
 

図2－1 原子炉建物原子炉棟地上4階 概略平面図  
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3. BOP閉止装置の構造 

BOP閉止装置は，アクチュエータの回転をシャフトに伝達することで羽根の開閉が可能な

構造としており，リミットスイッチにより羽根の開閉状態を中央制御室にて確認できる構

造としている。 

羽根は，補強リブにてシャフトとボルト締結された構造としており，閉止状態において

は，羽根に取り付けられているパッキンをケーシングに押し付けることにより高い気密性

を確保する構造としている。 

なお，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルが開放する際に，BOP閉止装置は干渉し

ない構造とする。 

 

図3－1にBOP閉止装置の構造概要図（2連ダンパを例とする）を，図3－2に駆動概要図を，

図3－3にBOP閉止装置を含めた関連設備の設置概要図を示す。 

 

 

図3－1 BOP閉止装置（2連ダンパ）の構造概要図 

Ｂ～Ｂ断面図 

Ｂ 

Ｂ 

①羽根 ②シャフト ③コネクタ ④駆動部（セルフロック機能有） 

⑤軸受 ⑥軸受取付ボルト ⑦駆動部取付ボルト ⑧取付ボルト 

⑨ケーシング ⑩補強リブ ⑪羽根取付ボルト 

⑩ 

⑨ 

⑪ 
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図3－2 BOP閉止装置の駆動概要図（左：閉止，右：開放） 

○駆動機構について

 羽根の動作は，シャフトに接続されているアクチュエータが駆動することで閉止又は

開放する。 

○手動操作について

 アクチュエータに取付けられている手動ハンドルを操作することで，シャフトを人力

で回転させ開閉動作が可能。 

図3－3 BOP閉止装置の設置概要図 
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4－15 

原子炉建物内の圧力解析について 

 

1. はじめに 

島根原子力発電所第２号機の原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP

閉止装置」という。）は，原子炉建物原子炉棟内の原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

（以下「オペフロBOP」という。）への蒸気流路上に設置する。このため，待機時の羽根開状態

において，主蒸気管破断等が発生した際に，オペフロBOPの開放機能に影響を及ぼさないよう，

蒸気を建物外へ放出するために必要な流路を確保する必要がある。 

上記を踏まえ，主蒸気管破断事故時における原子炉建物内圧力解析を実施し，原子炉格納容

器の設計外圧未満となることを確認することで，BOP閉止装置の設置が，オペフロBOPの開放機

能に影響を及ぼさないことを確認する。 

なお，重大事故等対策の有効性評価において，インターフェイスシステムLOCAとして残留熱

除去系熱交換器フランジ部及び残留熱除去系計器の破断を想定しているが，破断面積は主蒸気

管破断事故と比較し非常に小さく，主蒸気管破断事故に評価は包絡される。また，BOP閉止装置

の設置による重大事故等時の原子炉建物内の設備の環境条件へ影響はない。 

 

2. 解析方法 

(1) 解析コード 

汎用熱流動解析コードGOTHIC（Ver.8.1） 

(2) 想定事象 

主蒸気管破断事故（MSLBA） 

(3) 解析条件・解析モデル 

解析条件 ：事故時の冷却材流出量については，設置許可申請書添付書類十主蒸気管破

断事故解析結果を包絡する条件を用いる。その他の解析条件は表2－1のと

おり。 

解析モデル：図2－1のとおり。流路圧損について，区画間の流路圧損に加え，BOP閉止装

置による圧損を考慮したモデルとした。 
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表2－1 解析条件 

No. 項目 解析条件 備考 

1 

初期条件 
(1)温度 
(2)圧力 
(3)湿度 

 
10℃ 
大気圧 
相対湿度 100％ 

 
通常運転時の環境使用温度の最低
値を設定 
 

2 

空間容積 原子炉建物地上 4階：41300m3 
原子炉建物地上 3階：5920m3 
原子炉建物地上 2階：5190m3 
原子炉建物地上 1階：8240m3 
原子炉建物地下 1 階・地下 2 階（ト
ーラス室）：4410m3 
MS トンネル室：2682m3 
ペントハウス:3223m3 
T/B:24580m3 
PCV シェルギャップ：41m3 

空間容積は，躯体分，機器配管分
を差し引いた値 

3 

流路面積 
(1)BOP 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)区画間面積 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
オペフロ BOP：20.97m2 

（13.98m2×2 枚を保
守的に1.5枚の面積と
して評価） 

MS トンネル室 BOP1：20.58m2 

MS トンネル室 BOP2：20.58m2 

MS トンネル室 BOP3：14.21m2 

ペントハウス BOP：30.02m2 

タービン建物 BOP：40.365m2 

 
原子炉建物地上 4階-3階：39m2 
原子炉建物地上 3階-2階：39m2 
原子炉建物地上 2階-1階：39m2 
原子炉建物地上1階-地下1階・地下
2階：3.24m2 
MS トンネル室 2階-1 階：27m2 
ペントハウス 3階-2 階：20.24m2 
PCV ｼｪﾙｷﾞｬｯﾌﾟ-地上 2階：0.173m2 

PCV ｼｪﾙｷﾞｬｯﾌﾟ-地上 1階：1.912m2 
PCV ｼｪﾙｷﾞｬｯﾌﾟ-地下 1階：0.749m2 
T/B 地下 1階～2階-吹き抜け：
71.02m2 
 

BOP 閉止装置による圧損はオペフ
ロ BOP 開口部で考慮 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4 BOP 開放圧力
（差圧） 

オペフロ BOP：6.9kPa 
 
 
MS トンネル室 BOP1：12.26kPa 
 
 
MS トンネル室 BOP2：12.26kPa 
 
 
MS トンネル室 BOP3：12.26kPa 
 
 
ペントハウス BOP：3.5kPa 

 
タービン建物 BOP：3.5kPa 
 

ISLOCA 時及び MSLBA 時等に屋外へ
開放 
 
MSLBA 時に原子炉建物地上 1 階側
へ開放 
 
MSLBA 時にペントハウス側へ開放 
 
 
MSLBA 時にタービン建物側へ開放 
 
 
MSLBA 時に屋外へ開放 
 
MSLBA 時に屋外へ開放 
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図2－1 解析モデル 

  

 ：オペフロBOP（BOP閉止装置圧損を考慮） 

 ：その他BOP 

 ：BOP開放方向 

破断箇所 

（MS配管破断） 
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3. 解析結果 

解析結果を図3－1に示す。主蒸気管破断事故時において，原子炉格納容器外側に作用する圧

力の最大値は13.5kPa[gage]となり，原子炉格納容器の設計外圧（13.7kPa[gage]）以下である

ことを確認した。この結果より，BOP閉止装置の設置が，オペフロBOPの開放機能に影響を及ぼ

さないことを確認した。 

 

図3－1 主蒸気管破断時に原子炉格納容器外側に作用する圧力 

277



4-16-1  

 

 4－16 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の技術基準規則第五十四条への 

適合性について 

 

1. 技術基準規則第五十四条への適合性について 

(1) 環境条件（技術基準規則第五十四条第一項第一号） 

a. 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の使用条件

において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮するものであること。 

b. 適合性 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP閉止装置」という。）

は，屋内に設置するが，重大事故等時に原子炉建物原子炉棟内の気密性を確保するため

に閉止する設備であることから，その機能を期待される重大事故等時における屋外又は

原子炉建物原子炉棟内の環境条件を考慮している。 

(2) 操作性（技術基準規則第五十四条第一項第二号） 

a. 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，中央制御室の操作盤のスイッチで遠隔による開閉が可能な設計とする

とともに，現場においても人力により開閉操作が可能な設計としている。 

(3) 試験検査（技術基準規則第五十四条第一項第三号） 

a. 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査が

できるものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，原子炉の運転中又は停止中に構造健全性のため外観検査が可能な設計

としている。また，BOP閉止装置は，原子炉の停止中に機能・性能検査として動作状態の

確認が可能な設計としている。 

試験検査内容を表1－1示す。 
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表1－1 BOP閉止装置の試験検査内容 

必要な機能 検査内容 

気密性能 
パッキンの外観点検により気密性能に影響を及ぼす劣化が

ないことを確認する。 

動作性能 
BOP閉止装置を電動による遠隔操作及び現場での手動操作に

より開閉が可能なことを確認する。 

構造健全性 外観目視検査によるBOP閉止装置構成部品の健全性を確認す

る。 

 

(4) 切替えの容易性（技術基準規則第五十四条第一項第四号） 

a. 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあっては，

通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，本来の用途以外の用途として使用しない設計としている。 

(5) 悪影響の防止（技術基準規則第五十四条第一項第五号） 

a. 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，他の設備から独立して使用が可能であり，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計としている。また，BOP閉止装置の開閉動作が他の設備に悪影響を及ぼさない設

計としている。 

(6) 設置場所（技術基準規則第五十四条第一項第六号） 

a. 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及び復旧作

業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置

場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，原子炉建物原子炉棟の壁面（屋内）に設置し，重大事故等時において

放射線量が高くなるおそれの少ない中央制御室から操作が可能な設計としている。 

(7) 容量（技術基準規則第五十四条第二項第一号） 

a. 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開口部2箇所に対して原子

炉建物原子炉棟4階内壁面に計48台（開口部１箇所あたりダンパ24台）設置する。なお，
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BOP閉止装置は，重大事故等時において中央制御室の運転員の居住性を確保するために必

要な気密性能を有していること。 

(8) 共用の禁止（技術基準規則第五十四条第二項第二号） 

a. 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以上の発電

用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上す

る場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない

場合は，この限りでない。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計としている。 

(9) 設計基準事故対処設備との多様性（技術基準規則第五十四条第二項第三号） 

a. 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたものであること。 

b. 適合性 

BOP閉止装置は，常設重大事故緩和設備であるため，多様性を考慮する必要はない。 
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 4－17 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の保全管理について 

 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP閉止装置」という。）の

保全内容（案）は表1－1のとおり。なお，点検周期については，今後，試験や産業界実績

を踏まえ決定し，保全計画に反映していく。 

 

表1－1 BOP閉止装置の保全管理（案） 

区分 必要な機能 目的 管理項目 実施内容 

保全管理 動作性能 羽根の開閉機能

確保 

動作試験 ・あらかじめ定めた施設定期検査時

に，羽根の開閉試験（電動及び手

動）にて確認 

気密性能 シール健全性確

保 

気密性能試験 

（建物） 

・あらかじめ定めた施設定期検査時

に，BOP閉止装置を閉状態とし，

原子炉建物原子炉棟気密性能検査

と同様の手法で気密性能試験を実

施 

外観目視 

（シール部） 

・構造健全性確認検査として，シー

ル部に異常がないことを目視にて

確認 

パッキン取替 ・定期的な交換 

構造健全性 構造健全性確認 外観目視試験 ・構造・機能に影響を及ぼすような

損傷，異常のないことを目視にて

確認 
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 4－18 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の機能確認試験要領について 

 

1. 目的 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置（以下「BOP閉止装置」という。）に

要求される機能を確認するため，実機規模の試験体を用いた加振試験を行い，重大事故等

時におけるBOP閉止装置の機能維持確認を実施する。 

 

2. 試験場所 

場 所：鹿島建設株式会社 技術研究所 西調布実験場 

 

3. 試験項目 

3.1 BOP閉止装置に要求される機能について 

BOP閉止装置は，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（以下「オペフロBOP」と

いう。）が開放状態で炉心損傷が発生した場合に，運転員等の中央制御室での居住性確

保のため，オペフロBOPの開放部を速やかに閉止し，原子炉建物気密性を維持することが

求められる。具体的には下記の機能が求められる。 

• 地震後においても，容易かつ確実に閉止でき，また現場において人力による操作でき

る動作性を確保し，原子炉建物原子炉棟を負圧に維持できる気密性を確保しているこ

と。 

• 開放したオペフロBOPを復旧するまでの期間においてBOP閉止装置を使用するため，重

大事故後，一定期間内に想定される地震が発生した場合においても，原子炉建物原子

炉棟を負圧に維持できる気密性を確保していること。 

 

3.2 加振条件 

(1) 基準適合性を確認するための加振（基準地震動Ｓｓに基づき設定した加振波による加

振） 

BOP閉止装置の設置位置（最も高所の設置位置）における基準地震動Ｓｓ＊に対する

設計用震度を上回るように設定された加振波を用いて加振を行う。 

注記＊：閉止状態のBOP閉止装置は，オペフロBOPと同等の弾性設計用地震動Ｓｄに

よる荷重が作用した場合の気密性確保が求められるが，耐震裕度を確認す

るため，基準地震動Ｓｓに基づき設定した加振波を用いて加振を行う。 
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(2) BOP閉止装置の耐震裕度を確認するための加振（振動台性能限界加振波による加振） 

BOP閉止装置の耐震裕度を確認するため，振動台の性能限界（基準地震動Ｓｓのα倍

相当＊）での加振波を用いて加振を行う。 

注記＊：振動台を動かす油量等の制限により数値が上下する可能性がある。 
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3.3 試験項目 

基準地震動Ｓｓに基づき設定した加振波及び振動台性能限界加振波による加振を行い，

BOP閉止装置に要求される機能が確保されていることを確認する。 

・加振後の動作確認    ：BOP閉止装置が開放状態又は閉止状態において，加振後の羽根

本体およびシャフトの作動性が確保されていることを確認する。 

・加振後の気密性能試験：BOP閉止装置が開放状態又は閉止状態において，加振後の気密

性を確保していることを確認する。 

 

図3－1に試験治具概念図を示す。 

 

【羽根開放状態】 

 

【羽根閉止状態】 

 

 

 

加振試験（開放状態） 

動作試験（羽根／シャフト） 

（電動・手動／開放→閉止） 

気密試験 

加振試験（閉止状態） 

動作試験（羽根／シャフト） 

（電動・手動／閉止→開放） 

気密試験 
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図3－1 試験治具概念図 
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4 加振試験 

4.1 加振装置（三次元振動台）の概要 

（1）鹿島建設株式会社 技術研究所 西調布実験場 

振動台の上に試験体を設置し，X,Y,Z方向の単軸加振を実施する。表4－1に振動台

の仕様，図4－1に三次元振動台の概要図を示す。 

 

表4－1 三次元振動台の仕様 

テーブル 大きさ 5 m × 7 m 

重量 380 kN 

搭載荷重 定格 600 kN 

最大 1000 kN 

加振力 水平 2171 kN 

上下 3880 kN 

最大加速度 

（定格搭載時） 

水平 ± 2 g 

上下 ± 2 g 

最大速度 水平 ± 2.0 m/s 

上下 ± 1.0 m/s 

最大変位 水平 X ± 0.5 m 

Y ± 0.7 m 

上下 Z ± 0.3 m 

加振振動数範囲 DC ～ 50 Hz 

加振方式 電気・油圧サーボ方式 

制御方式 デジタル TVC 方式 

 

 

図4－1 三次元振動台の概要図（出典元：鹿島建設（株）技術研究所パンフレット） 
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4.2 加振波 

加振試験用の模擬地震波は以下のとおりとする。Ⅵ-2-1-7 「設計用床応答スペクト 

ルの作成方針」に基づき作成した設計用床応答スペクトルⅠを包絡する模擬地震波の時

刻歴波形を図4－2，応答スペクトルを図4－3に示す。 

・最大加速度及び応答スペクトルはBOP閉止装置の設置高さより上方の原子炉建物

EL.63.5 mの床応答に基づき設定

・応答スペクトルは，基準地震動Ｓｓの設計用床応答スペクトルⅠを上回るように

設定

図4－2 模擬地震波の時刻歴波形 
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図4－3 模擬地震波の応答スペクトル 
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4.3 加振試験項目及び内容 

加振試験の項目，概要は以下の通りである。各試験項目，加振波等を表4－2に示す。 

(1) 計測系確認試験

計測機器の動作確認を行うために，入力加速度2m/s2の正弦波により各方向の単軸加

振を行う。

(2) 振動特性把握試験

試験体の共振振動数を確認するため， Hz～ Hzの振動数範囲でフーリエスペク

トル一定となるランダム波を用いて，各方向の単軸加振を行う。

(3) 地震波加振試験

「4.2 加振波」にて設定した模擬地震波を用いて，X,Y,Z方向の単軸加振にて，地

震波加振試験を実施する。島根２号機は，目標とする加振レベルが高いこと及び試験

装置の加振限界から3方向（X,Y,Z）各方向の単軸加振試験を実施する。地震波加振試

験の入力レベルは，図4-2及び図4-3に示す模擬地震波の0.5倍，1.0倍及びα倍（振動

台の加振限界）とする。振動台の加振限界における加振波の入力倍率（α）について

は，模擬地震波の入力レベル 1.0倍の振動台応答の実績から， X(NS)=1.15

倍,Y(EW)=1.20倍,Z(UD)=1.25倍とする。また，BOP閉止装置の３次元応答の確認を目的

として，模擬地震波の0.5倍でのX,Y,Z方向の単軸加振及び3方向（X，Y，Z）同時の3次

元加振試験を実施し，単軸加振試験の妥当性を確認する。
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表4－2 2連ダンパ（開） 試験項目一覧（1/4） 

No. 試験項目 入力波 加振方向 
入力加速度 

入力倍率 

1 

計測系確認試験 正弦波（ Hz） 

X 

2m/s2 2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験 ランダム波＊1

X 

6m/s2 5 Y 

6 Z 

7 

地震波加振試験 

（3次元応答確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 0.50 倍 

8 模擬地震波 EW＊2 Y 0.50 倍 

9 模擬地震波 UD＊2 Z 0.50 倍 

10 模擬地震波 NS,EW,UD＊2 X,Y,Z 0.50 倍 

11 

地震波加振試験 

（基準適合性，耐震裕度確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 
1.00 倍 

1.15 倍 

12 模擬地震波 EW＊2 Y 
1.00 倍 

1.20 倍 

13 模擬地震波 UD＊2 Z 
1.00 倍 

1.25 倍 

＊1： Hzの振動数範囲でフーリエスペクトル一定となるランダム波 

＊2：水平，鉛直方向毎に基準地震動Ｓｓの設計用床応答スペクトルⅠを包絡する模擬地震

波を作成して加振。 
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表4－2 2連ダンパ（閉） 試験項目一覧（2/4） 

No. 試験項目 入力波 加振方向 
入力加速度 

入力倍率 

1 

計測系確認試験 正弦波（ Hz） 

X 

2m/s2 2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験 ランダム波＊1

X 

6m/s2 5 Y 

6 Z 

7 

地震波加振試験 

（3次元応答確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 0.50 倍 

8 模擬地震波 EW＊2 Y 0.50 倍 

9 模擬地震波 UD＊2 Z 0.50 倍 

10 模擬地震波 NS,EW,UD＊2 X,Y,Z 0.50 倍 

11 

地震波加振試験 

（基準適合性，耐震裕度確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 
1.00 倍 

1.15 倍 

12 模擬地震波 EW＊2 Y 
1.00 倍 

1.20 倍 

13 模擬地震波 UD＊2 Z 
1.00 倍 

1.25 倍 

＊1： Hzの振動数範囲でフーリエスペクトル一定となるランダム波 

＊2：水平，鉛直方向毎に基準地震動Ｓｓの設計用床応答スペクトルⅠを包絡する模擬地震

波を作成して加振。 
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表4－2 3連ダンパ（開） 試験項目一覧（3/4） 

No. 試験項目 入力波 加振方向 
入力加速度 

入力倍率 

1 

計測系確認試験 正弦波（ Hz） 

X 

2m/s2 2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験 ランダム波＊1

X 

6m/s2 5 Y 

6 Z 

7 

地震波加振試験 

（3次元応答確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 0.50 倍 

8 模擬地震波 EW＊2 Y 0.50 倍 

9 模擬地震波 UD＊2 Z 0.50 倍 

10 模擬地震波 NS,EW,UD＊2 X,Y,Z 0.50 倍 

11 

地震波加振試験 

（基準適合性，耐震裕度確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 
1.00 倍 

1.15 倍 

12 模擬地震波 EW＊2 Y 
1.00 倍 

1.20 倍 

13 模擬地震波 UD＊2 Z 
1.00 倍 

1.25 倍 

＊1： Hzの振動数範囲でフーリエスペクトル一定となるランダム波 

＊2：水平，鉛直方向毎に基準地震動Ｓｓの設計用床応答スペクトルⅠを包絡する模擬地震

波を作成して加振。 
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表4－2 3連ダンパ（閉） 試験項目一覧（4/4） 

No. 試験項目 入力波 加振方向 
入力加速度 

入力倍率 

1 

計測系確認試験 正弦波（ Hz） 

X 

2m/s2 2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験 ランダム波＊1

X 

6m/s2 5 Y 

6 Z 

7 

地震波加振試験 

（3次元応答確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 0.50 倍 

8 模擬地震波 EW＊2 Y 0.50 倍 

9 模擬地震波 UD＊2 Z 0.50 倍 

10 模擬地震波 NS,EW,UD＊2 X,Y,Z 0.50 倍 

11 

地震波加振試験 

（基準適合性，耐震裕度確認） 

模擬地震波 NS＊2 X 
1.00 倍 

1.15 倍 

12 模擬地震波 EW＊2 Y 
1.00 倍 

1.20 倍 

13 模擬地震波 UD＊2 Z 
1.00 倍 

1.25 倍 

＊1： Hzの振動数範囲でフーリエスペクトル一定となるランダム波 

＊2：水平，鉛直方向毎に基準地震動Ｓｓの設計用床応答スペクトルⅠを包絡する模擬地震

波を作成して加振。 

293



4-18-13

4.4 計測要領 

(1) 計測項目

試験体の主要な挙動を評価するための項目を計測する。計測項目を表4－3に示す。

表4－3 計測項目 

項目 計測点 

加速度 

・振動台

・支持架台

・羽根

・ケーシング

・ギアボックス

・アクチュエータ

・リミットスイッチ

・羽根回転軸

・羽根回転軸継手

ひずみ 

・ケーシング

・羽根

・羽根回転軸

・羽根回転軸継手

(2) 計測位置

計測点は，試験体の主要な挙動を評価できる位置に設置する。表4－4に計測項目の

一覧表を示す。なお，振動台座標系（X,Y,Z）と計測座標系（X,Y,Z）は，羽根開，閉

のいずれの状態においても一致している。

① 加速度

図4－4から図4－6に加速度計の設置位置を示す。

② ひずみ

図4－7，図4－8にひずみゲージの設置位置を示す。

(3) 測定計器

試験に使用する測定計器を表4－5に示す。

294



  

4-18-14 

表
4－

4 
2連

ダ
ン
パ
 
計
測
項
目
の
一
覧
表
（
1/
2）

 

 
N
o
.

項
目

記
号

計
測

位
置

備
考

4
3

A
1
8
X

4
4

A
1
8
Y

4
5

A
1
8
Z
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根

（
弁

体
）

中
央

上
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

5
9

A
3
0
X

6
0

A
3
0
Y

6
1

A
3
0
Z

6
6

S
7

第
１

羽
根

シ
ャ

フ
ト

近
傍

6
7

S
8

ケ
ー

シ
ン

グ
回

転
軸

先
端

近
傍

・
第

１
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
加

振
時

の
ダ

ン
パ

ケ
ー

シ
ン

グ
，

開
閉

機
構

の
変

形
の

確
認

が
目

的

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

リ
ブ

付
根

・
第

１
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
第

２
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
羽

根
回

転
軸

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

5
2

A
2
2
X

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

上
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

5
3

A
2
3
X

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

下
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

6
4

第
２

羽
根

（
弁

体
）

中
央

下
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

6
2

S
1

第
１

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
固

定
部

5
8

A
2
6
X

ひ
ず

み

6
5

S
5

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

1
/
第

2
羽

根
）

6
3

第
１

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
羽

根
端

部

S
2

第
２

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
固

定
部

第
１

羽
根

端
部

補
強

リ
ブ

中
間

S
4

加
速

度

第
２

羽
根

（
弁

体
）

中
央

リ
ブ

付
根

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

1
/
第

2
羽

根
）

羽
根

回
転

軸
先

端

N
o
.

項
目

記
号

計
測

位
置

備
考

1
A
1
X

2
A
1
Y

3
A
1
Z

4
A
2
Y

5
A
2
Z

6
A
3
X

7
A
3
Z

8
A
5
X

9
A
5
Y

1
0

A
5
Z

1
1

A
6
X

1
2

A
6
Y

1
3

A
6
Z

1
4

A
7
X

1
5

A
7
Y

1
6

A
7
Z

1
7

A
8
X

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

側
　

上
端

1
8

A
9
X

1
9

A
9
Y

2
0

A
9
Z

2
1

A
1
0
X

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

の
反

対
側

　
上

端

2
2

A
1
1
X

2
3

A
1
1
Y

2
4

A
1
1
Z

2
5

A
1
2
X

2
6

A
1
2
Y

2
7

A
1
2
Z

2
8

A
1
3
X

2
9

A
1
3
Y

3
0

A
1
3
Z

3
1

A
1
4
X

3
2

A
1
4
Y

3
3

A
1
4
Z

3
4

A
1
5
X

3
5

A
1
5
Y

3
6

A
1
5
Z

3
7

A
1
6
X

3
8

A
1
6
Y

3
9

A
1
6
Z

4
0

A
1
7
X

4
1

A
1
7
Y

4
2

A
1
7
Z

加
速

度

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

羽
根

端
部

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

（
シ

ャ
フ

ト
高

さ
）

ギ
ア

ボ
ッ

ク
ス

ア
ク

チ
ュ

エ
ー

タ
中

間
部

モ
ー

タ
ー

ア
ク

チ
ュ

エ
ー

タ
頂

部

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

の
反

対
側

中
央

高
さ

ダ
ン

パ
支

持
架

台
中

央
　

上
端

振
動

台
（

中
央

）

振
動

台
（

搬
入

口
側

）

振
動

台
（

制
御

室
側

）

ダ
ン

パ
支

持
架

台
中

央
　

下
端

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

側
中

央
高

さ

・
振

動
台

上
加

速
度

を
計

測
・

設
計

用
床

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
Ⅰ

以
上

で
加

振
試

験
が

実
施

さ
れ

た
こ

と
の

確
認

が
目

的

・
ダ

ン
パ

ケ
ー

シ
ン

グ
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
駆

動
装

置
お

よ
び

付
属

機
器

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
ダ

ン
パ

支
持

台
上

加
速

度
を

計
測

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
ダ

ン
パ

支
持

台
上

加
速

度
を

計
測

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
ダ

ン
パ

支
持

台
上

加
速

度
を

計
測

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的
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N
o
.

項
目

記
号

計
測

位
置

備
考

4
3

A
1
8
X

4
4

A
1
8
Y

4
5

A
1
8
Z

4
6

A
1
9
X

4
7

A
1
9
Y

4
8

A
1
9
Z

4
9

A
2
0
X

5
0

A
2
0
Y

5
1

A
2
0
Z

5
2

A
2
1
X

5
3

A
2
1
Y

5
4

A
2
1
Z

5
7

A
2
4
X

5
8

A
2
4
Y

5
9

A
2
4
Z

6
1

A
2
6
X

第
２

羽
根

（
弁

体
）

中
央

下
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

6
2

A
2
7
X

6
3

A
2
7
Y

6
4

A
2
7
Z

7
4

S
7

第
2
羽

根
シ

ャ
フ

ト
近

傍

7
5

S
8

第
３

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

回
転

軸
近

傍

・
第

１
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
第

１
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
第

３
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
加

振
時

の
ダ

ン
パ

ケ
ー

シ
ン

グ
，

開
閉

機
構

の
変

形
の

確
認

が
目

的

・
羽

根
回

転
軸

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
第

２
羽

根
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

2
/
第

3
羽

根
）

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

1
/
第

2
羽

根
）

羽
根

回
転

軸
先

端

6
9

第
１

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
固

定
部

第
２

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
固

定
部

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

リ
ブ

付
根

6
5

A
2
8
X

第
３

羽
根

（
弁

体
）

中
央

上
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

6
6

A
2
9
X

第
３

羽
根

（
弁

体
）

中
央

下
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

5
5

A
2
2
X

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

上
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

5
6

A
2
3
X

第
１

羽
根

（
弁

体
）

中
央

下
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

第
３

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
固

定
部

6
0

A
2
5
X

第
２

羽
根

（
弁

体
）

中
央

リ
ブ

付
根

第
３

羽
根

（
弁

体
）

中
央

リ
ブ

付
根

第
２

羽
根

（
弁

体
）

中
央

上
端

部
・

補
強

リ
ブ

付
根

6
7

A
3
0
Z

第
１

羽
根

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

　
上

端

6
8

7
3

S
6

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

2
/
第

3
羽

根
）

加
速

度

ひ
ず

み
7
1

S
4

第
２

羽
根

端
部

補
強

リ
ブ

中
間

7
2

S
5

羽
根

回
転

軸
継

手
部

（
第

1
/
第

2
羽

根
）

7
0

S
1

S
2

S
3

表
4－

4 
3連

ダ
ン
パ

 
計
測

項
目

の
一
覧

表
（
2/
2
）
 

N
o
.

項
目

記
号

計
測

位
置

備
考

1
A
1
X

2
A
1
Y

3
A
1
Z

4
A
2
Y

5
A
2
Z

6
A
3
X

7
A
3
Z

8
A
5
X

9
A
5
Y

1
0

A
5
Z

1
1

A
6
X

1
2

A
6
Y

1
3

A
6
Z

1
4

A
7
X

1
5

A
7
Y

1
6

A
7
Z

1
8

A
9
X

1
9

A
9
Y

2
0

A
9
Z

2
1

A
1
0
X

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

の
反

対
側

　
上

端
2
2

A
1
1
X

2
3

A
1
1
Y

2
4

A
1
1
Z

2
5

A
1
2
X

2
6

A
1
2
Y

2
7

A
1
2
Z

2
8

A
1
3
X

2
9

A
1
3
Y

3
0

A
1
3
Z

3
1

A
1
4
X

3
2

A
1
4
Y

3
3

A
1
4
Z

3
4

A
1
5
X

3
5

A
1
5
Y

3
6

A
1
5
Z

3
7

A
1
6
X

3
8

A
1
6
Y

3
9

A
1
6
Z

4
0

A
1
7
X

4
1

A
1
7
Y

4
2

A
1
7
Z

加
速

度

1
7

A
8
X

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

側
　

上
端

ギ
ア

ボ
ッ

ク
ス

ア
ク

チ
ュ

エ
ー

タ
中

間
部

モ
ー

タ
ー

ア
ク

チ
ュ

エ
ー

タ
頂

部

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

・
振

動
台

上
加

速
度

を
計

測
・

設
計

用
床

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
Ⅰ

以
上

で
加

振
試

験
が

実
施

さ
れ

た
こ

と
の

確
認

が
目

的

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

上
加

速
度

を
計

測
・

ダ
ン

パ
支

持
架

台
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

・
ダ

ン
パ

支
持

台
上

加
速

度
を

計
測

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
ダ

ン
パ

ケ
ー

シ
ン

グ
の

振
動

特
性

，
地

震
応

答
の

確
認

が
目

的

ダ
ン

パ
支

持
架

台
ア

ク
チ

ュ
エ

ー
タ

側
中

央
高

さ
ダ

ン
パ

支
持

架
台

ア
ク

チ
ュ

エ
ー

タ
の

反
対

側
中

央
高

さ

ダ
ン

パ
支

持
架

台
中

央
　

上
端

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

（
シ

ャ
フ

ト
高

さ
）

ダ
ン

パ
ケ

ー
シ

ン
グ

上
端

振
動

台
（

中
央

）

振
動

台
（

搬
入

口
側

）

振
動

台
（

制
御

室
側

）

ダ
ン

パ
支

持
架

台
中

央
　

下
端

・
ダ

ン
パ

支
持

台
上

加
速

度
を

計
測

・
ダ

ン
パ

支
持

架
台

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的

・
駆

動
装

置
お

よ
び

付
属

機
器

の
振

動
特

性
，

地
震

応
答

の
確

認
が

目
的
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表
4－

5 
測
定
計
測
器
一
覧
表
 

No
. 

用
途
 

計
測
器
名
称
 

メ
ー
カ
（
型
式
）

仕
様
 

1 
動
作
確
認
 

（
変
圧
器
電
圧
値
測
定
）
 

デ
ジ
タ
ル
ク
ラ

ン
プ
メ
ー
タ

2 

動
作
確
認
 

（
開
閉
試
験
，
気
密
試
験
 

保
持
時
間
測
定
）
 

ス
ト
ッ
プ
ウ
ォ

ッ
チ
 

3 

気
密
試
験
 

面
積
流
量
計
 

4 
バ
ー
ジ
メ
ー
タ
 

5 
質
量
流
量
計
 

6 

加
振
試
験
 

加
速
度
計
 

7 
ひ
ず
み
ゲ
ー
ジ
 

注
記

＊
：
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4-18-17

図4－4 加速度計の設置位置（振動台，支持架台） 

図4－5 加速度計の設置位置（2連ダンパ） 
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図4－6 加速度計の設置位置（3連ダンパ） 

図4－7 ひずみゲージの設置位置（2連ダンパ） 
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4-18-19

図4－8 ひずみゲージの設置位置（3連ダンパ） 

300



4-18-20

5 試験要領 

5.1 試験手順 

試験体を振動台に搭載し，下記の手順で加振及び加振後の動作試験，気密性能試験を

実施する。 

【BOP閉止装置の羽根開放状態における加振試験（2連，3連ダンパ）】 

(1) 加振試験の準備として，センサ（加速度計及びひずみゲージ）が所定の位置に設置さ

れていることを確認する。また，測定計器の仕様が適切であることを確認する。

(2) 計測系確認試験を以下の手順で実施する。

① BOP閉止装置の羽根が開放状態であることを確認する。

② 試験体の共振振動数より十分に離れた低振動数（ Hz）にて，加速度振幅2m/s2の

連続正弦波でX,Y,Z方向の単軸加振を行う。

③ 各加速度計の振幅レベルと位相関係から，極性の確認とセンサ出力の異常の有無

を確認する。

(3) 振動特性把握試験を以下の手順で実施する。

① BOP閉止装置の羽根が開放状態であることを確認する。

② Hz～ Hzの振動数範囲でフーリエスペクトル一定となるランダム波を用いて，

ランダム波の継続時間は約64秒，最大入力加速度は6m/s2とし，X,Y,Z方向の単軸

加振を行う。 

③ 試験体の固有振動数を測定し，入力波の主要な振動数成分の範囲における固有振

動数の有無を確認する。

(4) 地震波加振試験（0.5倍及び1.0倍）を以下の手順で実施する。

① BOP閉止装置の羽根が開放状態であることを確認する。

② 模擬地震波にて，入力レベル0.5倍及び1.0倍でX，Y，Z方向の単軸加振を行う。

③ 加振後，採取データを確認する。

④ 取付及び外観確認を実施する。

(5) 地震波加振試験（α倍）を以下の手順で実施する。

(4) ① ～ ④と同じ。ただし，下記に読み替える。

・入力レベルをX(NS)=1.15倍,Y(EW)=1.20倍,Z(UD)=1.25倍

【BOP閉止装置の羽根閉止状態における加振試験（2連，3連ダンパ）】 

BOP閉止装置の羽根を閉止状態とし，加振試験を実施する。試験内容については，5.1 

(1)～(5)と同様である。 
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5.2 気密性能試験について 

(1) 気密性能試験 

ＡＳＴＭ Ｅ283-4（Standard Test Method for Determining Rate of Air Leakage 

Through Exterior Windows, Curtain Walls, and Doors Under Specified Pressure 

Differences Across the Specimen）に準じた装置を用いて実施する。送風機により試

験容器内へ空気を給気することにより試験体前後に圧力差を生じさせ，試験体のシー

ル部から試験容器へ流入する通気量を測定する。 

図5－1に気密性能試験装置図を示す。 

 

 
図5－1 気密性能試験装置図 

 

試験手順は，「ＪＩＳ Ａ 1516（建具の気密性試験方法）6.3 試験手順」に準じて

（ただし，予備加圧後の開閉確認は省略する。），予備加圧を圧力500Pa×3回実施し，

圧力差 Pa， Pa， Pa， Pa， Pa， Pa， Paと上げ， Pa， Pa，

Pa， Pa， Pa， Paと下げていく（保持時間2分）。通気方向は1方向（加圧）

とする。（図5－2 差圧試験線図） 
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図5－2 差圧試験線図 

試験により得られた試験体を通過した空気量Ｑ（m3/h）を，標準状態（20℃，

1013hPa）に換算し，ダンパの流路面積（m2）で除すことにより，単位面積当たり，１

時間当たりの通気量（m3/h・m2）として算出する。 

ｑ＝Ｑ’／Ａ 

ここで， 

ｑ ：通気量（m3/h・m2） 

Ａ ：ダンパの流路面積（m2） 

Ｑ’：通過した空気量（20℃，1013hPa）（m3/h） 

Ｑ’＝Ｑ×
Ｐ

1013
×
273 + 20

273 +Ｔ

Ｐ ：試験容器内の気圧（hPa） 

Ｔ ：試験時の空気温度（℃） 

(2) 判定基準

差圧 63 Pa時の漏えい量が，許容漏えい量（  m3/ h・m2）以下であること。ダ

ンパ寸法と流路面積を図5－3に示す。

なお，流量計単位 L/min から m3 / h・m2 への換算は以下による。
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［単位換算式］ Ｘ＝Ｖ÷Ａ×60÷1000 

Ｘ：漏えい量（m3/h・m2） 

Ｖ：流量計読み値（L/min） 

1 [h] = 60 （min） 

1 [m3] = 1000 （L） 

Ａ：ダンパの流路面積 (= ) （m2） 

ダンパの流路面積Ａの算出方法を以下に示す。上記［単位換算式］より，流路面積

Ａが小さくなった場合に漏えい量Ｘが大きい値として算出され，判定をする上で保守

的となることから，流路面積Ａは小数点第二位以下を切り捨てて算出した。 

図5－3 ダンパ寸法と流路面積 
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5.3 動作試験について 

(1) 動作試験

【電動動作確認】

操作箱のスイッチで全閉操作・全開操作を行い，リミットスイッチにて羽根が全閉

位置・全開位置で自動停止することを確認する。なお，開閉の動作時間は，操作箱の

スイッチ操作から，羽根が全開位置・全閉位置となるまでの時間とする。併せて仮設

電源盤の電圧値および参考として開動作・閉動作の時間，電流値を測定する。 

【手動動作確認】 

ハンドルを回し，開閉がスムーズに行えることを確認し，ハンドルが回らなくなっ

たときに羽根が全閉位置・全開位置にあることを確認する。図5－4に手動操作の概念

図を示す。 

図5－4 手動操作の概念図 

(2) 判定基準

【電動動作確認】

・電動駆動により開閉できること。

・リミットスイッチにて羽根が全閉位置・全開位置にて自動停止すること。

・変圧器出口側の電圧を測定し，定格電圧値440V以下であること。

（動作試験時の動作時間および電流値は，動作不具合が発生した場合に，原因特

定するための参考情報として取得する。）

【手動動作確認】 

・開閉時に引っ掛かりがなく，スムーズに行えること。
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4－19 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の機能確認試験結果について 

1. 試験結果

「試験要領」に基づき実施した試験結果概要を以下の表1－1に示す。 

表1－1 試験結果概要（1/2） 

No. 試験項目 試験体状態 目的 結果 

1 

計測系確認試験 

2 連ダンパ 

（開） 

計測機器の動作確認 

異常なし 

2 
2 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

3 
3 連ダンパ 

（開） 
異常なし 

4 
3 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

5 

振動特性把握試験 

2 連ダンパ 

（開） 

試験体の共振振動数確

認 

共振点なし 

6 
2 連ダンパ 

（閉） 
共振点なし 

7 
3 連ダンパ 

（開） 
共振点なし 

8 
3 連ダンパ 

（閉） 
共振点なし 
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表1－1 試験結果概要（2/2） 

No. 試験項目 試験体状態 目的 結果 

9 

地震波加振試験 

（入力レベル 1.0 倍） 

2 連ダンパ 

（開） 

基準適合性確認 

異常なし 

10 
2 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

11 
3 連ダンパ 

（開） 
異常なし 

12 
3 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

13 

地震波加振試験 

（入力レベルα倍） 

2 連ダンパ 

（開） 

耐震裕度確認 

異常なし 

14 
2 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

15 
3 連ダンパ 

（開） 
異常なし 

16 
3 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

17 

気密性能試験 

2 連ダンパ 

（開） 

機能維持確認 

（加振後の気密性能確

認） 

異常なし 

18 
2 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

19 
3 連ダンパ 

（開） 
異常なし 

20 
3 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

21 

動作試験 

2 連ダンパ 

（開） 

機能維持確認 

（電動及び手動での羽

根開閉確認） 

異常なし 

22 
2 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 

23 
3 連ダンパ 

（開） 
異常なし 

24 
3 連ダンパ 

（閉） 
異常なし 
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2. 計測系確認試験結果（2連ダンパ，3連ダンパ） 

2連ダンパ，3連ダンパ共に，計測機器の動作確認のため，試験体の共振振動数より

十分に離れた低振動数（ Hz）にて，加速度振幅2m/s2の連続正弦波でX,Y,Z方向の単軸

加振を行った。各加速度計の振幅レベルと位相関係から，極性の確認を行うととも

に，センサ出力の異常が無いことを確認した。 

 

3. 振動特性把握試験結果（2連ダンパ，3連ダンパ） 

主要な加速度計測点として，2連ダンパについては第1羽根（弁体）中央リブ付根

（記号：A21），3連ダンパについては第2羽根（弁体）中央リブ付根（記号：A24）の

振動台（中央）（記号：A1）に対する伝達関数を図3－1～3－2に示す。2連ダンパ，3

連ダンパ共に，各方向においてランダム波の入力振動数範囲である Hzまで緩やかに

応答倍率が増加するものの，明確な共振点は確認されなかった。 

本結果から，2，3連ダンパの固有振動数は Hz以上であり，十分剛な構造であるこ

とを確認した。 
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図3-1 振動特性把握試験結果 2連ダンパ 
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図3-2 振動特性把握試験結果 3連ダンパ 
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4. 地震波加振試験結果（2連ダンパ，3連ダンパ）

2連ダンパについて，振動台限界となるα倍地震波加振時の最大加速度及び加速度応

答スペクトルと設計用震度Ⅰ及び設計用床応答スペクトルⅠの比較を実施した結果，

加振実績の振動台最大加速度は設計用震度Ⅰを上回った。また，加振実績はほぼ全て

の振動数域で設計用床応答スペクトルⅠを上回ることを確認した。 

3連ダンパについて，振動台限界となるα倍地震波加振時の最大加速度及び加速度応

答スペクトルと設計用震度Ⅰ及び設計用床応答スペクトルⅠの比較を実施した結果，

加振実績の振動台最大加速度は設計用震度Ⅰを上回った。また，加振実績はほぼ全て

の振動数域で設計用床応答スペクトルⅠを上回ることを確認した。 

最大加速度の比較を表4－1，応答スペクトルの比較を図4－1～4－4に示す。 

表4－1 地震波加振試験結果（2連ダンパ，3連ダンパ） 

試験対象 
開閉

状態 
方向 

設計用震度Ⅰ 

（×9.8m/s2） 

（基準地震動Ｓｓ） 

加振実績 

（×9.8m/s2） 
判定結果 

2 連ダンパ 

開 

X ○ 

Y ○ 

Z ○ 

閉 

X ○ 

Y ○ 

Z ○ 

3 連ダンパ 

開 

X ○ 

Y ○ 

Z ○ 

閉 

X ○ 

Y ○ 

Z ○
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図4－1 地震波加振試験結果（2連ダンパ（開）） 加速度応答スペクトルの比較 
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図4－2 地震波加振試験結果（2連ダンパ（閉）） 加速度応答スペクトルの比較 
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図4－3 地震波加振試験結果（3連ダンパ（開）） 加速度応答スペクトルの比較 
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図4－4 地震波加振試験結果（3連ダンパ（閉）） 加速度応答スペクトルの比較 
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主要な加速度計測点として，2連ダンパについては第1羽根（弁体）中央リブ付根

（記号：A21），3連ダンパについては第2羽根（弁体）中央リブ付根（記号：A24）の

最大加速度と振動台（中央）（記号：A1）の最大加速度の関係を図4－5～図4－8に示

す。加振方向以外の応答が小さく応答軸が明確であることが確認された。また，入力

レベル0.50倍の3方向（X，Y，Z）同時の3軸加振試験結果からも単軸加振と3方向（X，

Y，Z）同時の3次元加振試験での顕著な差がないことが確認された。本結果から，3次

元加振試験と単軸加振試験は同等な試験方法であり，島根２号機BOP閉止装置の加振試

験として，単軸で加振試験を実施することは妥当であることを確認した。 
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図4－5 2連ダンパ（開）地震波加振時の代表点最大加速度 
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図4－6 2連ダンパ（閉）地震波加振時の代表点最大加速度 
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図4－7 3連ダンパ（開）地震波加振時の代表点最大加速度 
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図4－8 3連ダンパ（閉）地震波加振時の代表点最大加速度 
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5. 健全性確認結果

5.1 気密性能試験結果 

気密性能試験の初期状態及び加振後については表5－1に示す。加振後の漏えい量も十

分に小さく，原子炉建物燃料取替階のブローアウトパネル部に適用し，既設原子炉建物

のインリーク量を考慮した場合でも,原子炉建物としての気密性能（負圧）は十分に確保

できることを確認した。ここで，漏えい量についてはダンパ1台毎に確認しており

m3/h・m2未満～ m3/h・m2とばらつきがあるが，加振後の漏えい量は加振前

の漏えい量と比較して増加あるいは減少しているもの（例：ダンパ2Bでは，加振倍率

1.0倍及び羽根開状態で加振した場合の漏えい量が増加していたが，加振倍率α倍及び

羽根開状態で加振した場合の漏えい量は減少していた。）が混在しており，一定の傾

向は確認できない事から，漏えい量のばらつきは加振に起因するものではなく，加振

前又は気密性能試験前に行う開閉動作によって，パッキンの圧着状態が変わるために

発生したものと考える。なお，許容漏えい量（ m3/h・m2）に対して非常に少ない

範囲でのばらつきであり問題はないと考える。シール方法の概要については図5－1に

示す。 

表5－1 加振後の気密性能試験 

試験対象 
加振 

倍率 

加振時の 

羽根開閉状態 
ダンパ＊2 

通気量＠63Pa 

（m3/h・m2） 

加振による 

通気量の増減 
備考 

2 連ダンパ 

事前確認 
－ － 

2A － 加振前に羽根を 

閉止して試験 2B － 

2 連ダンパ 

1.0 倍 

開 
2A 変化なし 加振後に羽根を 

閉止し試験 2B 通気量増加 

閉 
2A 変化なし 羽根閉止状態での

加振後に試験 2B 通気量増加 

α倍＊1 

開 
2A 通気量増加 加振後に羽根を 

閉止し試験 2B 通気量減少 

閉 
2A 変化なし 羽根閉止状態での

加振後に試験 2B 通気量増加 

3 連ダンパ 

事前確認 
－ － 

3A － 
加振前に羽根を 

閉止して試験 
3B － 

3C － 

3 連ダンパ 

1.0 倍 

開 

3A 変化なし 
加振後に羽根を 

閉止し試験 
3B 通気量増加 

3C 通気量増加 

閉 

3A 変化なし 
羽根閉止状態での

加振後に試験 
3B 通気量減少 

3C 通気量増加 

α倍＊1 

開 

3A 変化なし 
加振後に羽根を 

閉止し試験 
3B 変化なし 

3C 通気量増加 

閉 

3A 変化なし 
羽根閉止状態での

加振後に試験 
3B 通気量減少 

3C 通気量増加 
注記＊1：入力倍率(α)については，模擬地震波の入力レベル1.0倍の振動台応答の実績から，X(NS)=1.15倍,Y(EW)=1.20倍,Z(UD)=1.25倍 

＊2：ダンパ1台毎に漏えい量を確認しているため，表中は2連ダンパは2A／2B，3連ダンパは3A／3B／3Cとダンパ1台毎の表記とする。 

＊3：流量計の検出限界未満の漏えい量 
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図5－1 シール方法の概要 

羽根の淵に取り付けられたパッ

キン（シリコーンタイプ）が，

羽根を閉めることでケーシング

に押し付けられる構造。

パッキンは柔軟性があり，閉止

の都度，同じようにはケーシン

グに圧着されず，漏えい量にば

らつきはあるものの，許容漏れ

量に比べれば非常に小さく問題

はない。

ケーシングパッキン 

羽根 

ダンパ開放時断面概要 

羽根の回転により閉止してシール

するため，上下のパッキンでケー

シングへの押し付けられ方が対称

関係となるが，左右は全面開口の

構造であり，上下どちらかのみに

圧力が加わることはなく，ダンパ

の加圧側の全面に均一に圧力が加

わるため，気密性に影響はない。

上 

下 

左 右

シャフト

羽根 パッキン 

ケーシング

閉止動作 

ダンパ閉止時断面概要 

上 

下 

左 右

羽根回転方向 

（ダンパ閉止時断面概要の 

「左」からみた写真） 

加圧方向 

左：建物屋内側 

右：建物屋外側（加圧側） 

Ａ 

ケーシングと羽根のクリアランス

mmに対して羽根以降のパッキン

長さは mmとなっているため、 

mm分の潰れ代を有しており、 

ケーシングと面タッチする構造と

なっている。

また、左記の構造で気密試験を実

施し、過度な漏えいが発生しない

ことを確認している。

羽根高さ： mm 

ケーシング開口高さ： mm 

パッキン高さ： mm 
Ａ部拡大図 
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＜原子炉建物としての負圧達成について＞ 

今回の BOP 閉止装置（ダンパ）単体での気密性能試験結果から，本装置を原子炉建物燃料

取替階のブローアウトパネル部に設置した場合の原子炉建物の負圧達成可否について評価し

た結果，非常用ガス処理系定格容量（4400m3/h/台）は，推定インリーク量 m3/h を十

分に上回るため，非常用ガス処理系にて 63Pa 以上の負圧達成可能である。 

・既設原子炉建物原子炉棟の推定インリーク量：約2035m3/h（63Pa時の漏えい量） 

・BOP閉止装置（ダンパ）の合計台数：48台 

・BOP閉止装置（ダンパ）48台設置時の推定インリーク量： 

m2×48台× m3/h･m2≒ m3/h（63Pa時の漏えい量） 

・非常用ガス処理系定格容量：4400m3/h/台（63Pa時の通気量） 

・BOP 閉止装置設置を含めた原子炉建物原子炉棟の推定漏えい量：2035m3/h＋ m3/h＝

m3/h（63Pa 時の漏えい量）＜4400m3/h/台（63Pa 時の通気量）（非常用ガス処理系定格

容量） 

仮に気密性能試験上の判定基準としている許容漏えい量 m3/h・m2がダンパ 1 台あたり

から漏えいした場合を想定しても， m2×48 台× m3/h･m2≒ m3/h（63Pa 時の漏えい

量）となり，原子炉建物原子炉棟の推定漏えい量 2035m3/h と足し合わせても m3/h で

あり，非常用ガス処理系定格風量 4400m3/h/台（63Pa 時の通気量）を大きく下回っており，

原子炉建物原子炉棟は負圧に保たれることから余裕のある許容漏えい量を設定している。 
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5.2 動作試験結果 

動作試験の結果を表5－2，表5－3に示す。操作箱のスイッチで全閉操作・全

開操作を行い，リミットスイッチにて羽根が全閉位置・全開位置で問題なく自

動停止することを確認した。 
 

表5－2 加振後の動作試験（開閉動作） 

試験対象 加振倍率 開閉状態 
試験結果 

判定 
手動操作 電動操作 

事前確認 － 
開放→閉止 

閉止→開放 
異常なし 異常なし 合格 

2連ダンパ 

1.0倍 
開放→閉止 異常なし 異常なし 合格 

閉止→開放 異常なし 異常なし 合格 

α倍＊ 
開放→閉止 異常なし 異常なし 合格 

閉止→開放 異常なし 異常なし 合格 

事前確認 － 
開放→閉止 

閉止→開放 
異常なし 異常なし 合格 

3連ダンパ 

1.0倍 
開放→閉止 異常なし 異常なし 合格 

閉止→開放 異常なし 異常なし 合格 

α倍＊ 
開放→閉止 異常なし 異常なし 合格 

閉止→開放 異常なし 異常なし 合格 

  

表 5－3 加振後の動作試験（動作時間および電流値） 

試験対象 加振倍率 開閉状態 

電動操作（参考値）＊2 

時間

（秒） 

電流値

（A） 

事前確認 － 開放→閉止 45.53 0.7 

2 連ダンパ 

1.0 倍 
開放→閉止 45.36 0.7 

閉止→開放 45.28 0.7 

α倍＊1 
開放→閉止 45.30 0.7 

閉止→開放 45.36 0.7 

事前確認 － 開放→閉止 47.21 0.7 

3 連ダンパ 

1.0 倍 
開放→閉止 46.96 0.7 

閉止→開放 47.19 0.7 

α倍＊1 
開放→閉止 47.05 0.7 

閉止→開放 46.96 0.7 

 

 

 

 

注記＊1：入力倍率（α）については，模擬地震波の入力レベル1.0倍の振動台応答の実績から，X(NS)=1.15

倍,Y(EW)=1.20倍,Z(UD)=1.25倍 

注記＊2：動作試験時の動作時間および電流値は，動作不具合が発生した場合に原因特定するための参考情 

報として取得した。 

 

注記＊：入力倍率（α）については，模擬地震波の入力レベル1.0倍の振動台応答の実績から，X(NS)=1.15倍,Y(EW)=1.20倍, 

Z(UD)=1.25倍 
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5.3 外観目視点検結果 

実施した加振試験後の点検結果を表5－4に示す。基準地震動Ｓｓを包絡する

加振でも設備に損傷はなく，ひずみ測定による有意なひずみも確認されなかっ

たことから，健全であることを確認した。 

 
表 5－4 BOP 閉止装置加振試験後の外観点検結果 

試験条件 外観目視点検結果 

加振条件 開閉状態 
羽根 

（パッキン含む） 
シャフト ケーシング その他 

Ｓｓ包絡波 
開 異常なし 異常なし 異常なし 異常なし 

閉 異常なし 異常なし 異常なし 異常なし 
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4－21 

ブローアウトパネル関連設備の先行電力との差異について 

1．概要 

ブローアウトパネル（以下「BOP」という。）関連設備の先行電力との差異について説明する。 

 

2．BOP 関連設備の構成比較 

BOP 関連設備の構成比較について表 2－1に示す。 

 

表 2－1 BOP 関連設備の構成比較 

東海第二 柏崎 7号 女川２号 島根２号 差異の有無 

原子炉建屋外側

BOP 
燃料取替床 BOP 原子炉建屋 BOP 

原子炉建物燃料

取替階 BOP 
無 

― 
主蒸気配管トン

ネル室 BOP 
― 

原子炉建物主蒸

気管トンネル室

BOP 

有 

BOP 閉止装置 
燃料取替床 BOP

閉止装置 

原子炉建屋 BOP

閉止装置 

原子炉建物燃料

取替階 BOP 閉止

装置 

無 

BOP 強制開放装

置（自主対策設

備） 

燃料取替床 BOP

強制開放装置（自

主対策設備） 

― 

原子炉建物燃料

取替階 BOP 強制

開放装置（自主対

策設備）* 

有 

注記 *：重大事故等時に静的触媒式水素処理装置，格納容器フィルタベント系により原子炉建物内

の水素濃度が低下しなかった場合に，強制的に開放する設備（「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則」第 68条「原子炉建屋等の水素爆発を防止するため

の設備」）である。 

 

2.1 差異箇所の詳細について 

柏崎刈羽７号機及び島根２号機には主蒸気管トンネル室に BOP が設置されているが，東海第

二及び女川２号機には設置されていない。東海第二と女川２号機では，主蒸気管破断事故時に

発生する蒸気を全て原子炉建物から屋外へ通ずる BOP により，原子炉建物外へ逃がす設計とし

ているが，柏崎刈羽７号機と島根２号機は原子炉建物燃料取替階から屋外へ通ずる BOP に加え

主蒸気管トンネル室からタービン建物等へ通ずる BOP により，主蒸気管破断事故時に発生する

蒸気を原子炉建物外へ逃がす設計としていることから，相違しているものである。 

また，島根２号機の原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置は，屋内に設置されており，原子炉

建物燃料取替階 BOP の開放状態によらず閉止動作が可能な設計のため，東海第二および柏崎刈

羽７号機と同じ目的での強制開放装置は設置していない。 
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3．原子炉建物燃料取替階 BOP の詳細設計に関する比較 

  先行電力で設置されている原子炉建屋 BOP 等と島根２号機で設置する原子炉建物燃料取替階

BOP の設備詳細比較を表 3－1に示す。 

表 3－1 原子炉建物燃料取替階 BOP の詳細設備比較 

項目 東海第二 柏崎７号 女川２号 島根２号 差異の

有無 

パネル枚数 2 枚 有 

設計差圧 6.9kPa 有 

材料 SS400，SUS304 有 

作動方式 

クリップ式

個数：16個

（幅約 140 ㎜

／パネル） 

有 

材質：SUS304 

幅：約 140 ㎜ 

厚さ：約 mm 

すべり台，

車輪 

無 すべり台 車輪 すべり台 
有 

コーキング

有無

パネル 4辺を

シール材によ

りコーキング 

パネル上部及

び左右に水切

り板を設置

し，その周辺

3辺をコーキ

ング

パネル上下部

及び左右に水

切り板を設置

し，コーキン

グはしない 

パネル上下部

及び左右に水

切り板を設置

し，コーキン

グはしない。 

有 
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3.1 差異箇所の詳細について 

（1）パネル枚数及び設計差圧について 

パネルの枚数及び設計差圧については，主蒸気管破断事故等が発生した際に，原子炉格納

容器の外側に作用する圧力が設計外圧以下となるよう，プラント毎に設定しているため，相

違しているものである。 

（2）作動方式について 

では としているが，島根２号機では 及び

と同様にクリップ式としている。 

クリップの個数については，弾性設計用地震動による地震力や設計差圧を考慮してクリッ

プを左右対称に上部 個（幅約 140 ㎜），下部 個（幅約 140 ㎜）としている。 

クリップ材質については では材質を としているが，耐食性

の向上を目的として島根２号機では と同様に SUS304 としている。 

（3）すべり台，車輪について 

パネルと躯体の摩擦力を低減させるため，柏崎刈羽７号機と同様にパネル及び躯体にステ

ンレス製のすべり台を設置している。

（4）コーキングについて 

パネル周囲と躯体との隙間の雨水浸入の防止処置について東海第二及び柏崎刈羽７号機で

は，シール材によるコーキングとしているが，島根２号機ではコーキングに変えて女川２号

機と同様に水切り板を設置することとしている。なお，水切り板はパネルと躯体とを接着等

でつなぐものではなく，開放時，付着や摩擦による抗力は発生せずパネルの開放挙動に影響

するものではない。また，パネルと枠との隙間には気密性を確保するためパッキンを設置し

ているが，パッキンは枠側にのみ接着固定されるため，開放時，付着や摩擦による抗力は発

生せずパネルの開放挙動への影響はない。 
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4．クリップ引張試験に関する比較 

先行電力で実施されているクリップ引張試験等と島根２号機で実施しているクリップ引張試験

の比較を表 4－1に示す。 

表 4－1 クリップ引張試験等の比較 

項目 東海第二 柏崎７号 女川２号* 島根２号 
差異の 

有無 

試験 

方法 

オートグラフ試

験機 

変位制御（引張

速度 1㎜/min） 

変位：

変位計にて測定 

ひずみ：ひずみ

ゲージにて測定 

オートグラフ試

験機 

変位制御（引張

速度 2㎜/min） 

変位：

変位計にて測定 

ひずみ：ひずみ

ゲージにて測定 

定速型万能試験

機 

変位制御（載荷

速度 5㎜/min） 

変位：変

位計にて測定 

オートグラフ試

験機 

変位制御（引張

速度 2mm/min） 

クリップ変位：

変位計にて測定 

有 

試験 

体数 
30 体 

幅約 75 ㎜:3 体 

幅約 37.5 ㎜:3

体 

15 体 30 体 有 

注記 *：女川２号機は，

4.1 差異箇所の詳細について 

（1）試験方法について 

であるため曲げ試験を実施しているが，島根２号機は と

と同じクリップ式であるため引張試験を実施している。 

（2）試験体数について 

試験体数は島根２号機では，ばらつきを考慮して 30 体としている。 
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5．原子炉建物燃料取替階 BOP の試験に関する比較 

先行電力で実施されている BOP の開放確認試験と島根２号機で実施した原子炉建物燃料取替階

BOP の開放確認試験に関する比較を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 原子炉建物燃料取替階 BOP の開放確認試験比較 

項目 東海第二 柏崎７号 女川２号 島根２号 差異の有無 

試験装置 

油圧ジャッ

キ 4体にて

加力 

油圧ジャッ

キ 4体にて

加力 

油圧ジャッ

キ 4体にて

加力 

油圧ジャッ

キ 4体にて

加力 

無 

試験回数 2 回 3 回 3 回 3 回 有 

試験体数 3 体 3 体 3 体 3 体 無 

試験用 

パネル 

実機に設置

されている

パネルのう

ち，最大の

物と同一 

実機と同一 実機と同一 実機と同一 

有 

動作確認 目視にて開

放を確認 

目視にて開

放を確認 

目視にて開

放を確認 

目視にて開

放を確認 
無 

 

5.1 差異箇所の詳細について 

（1）試験回数について 

東海第二では，開放試験の 1回とその再現性を確認するための 1回の合計 2回としてい

る。島根２号機では柏崎刈羽７号機及び女川２号機と同様に 3回の試験を実施している。 

 

（2）試験用パネルについて 

東海第二では，実機に設置されているパネルサイズが数種類あり，そのうちの最大のもの

を採用しているのに対して，島根２号機ではパネルサイズが 1種類であることから実機と同

一としている。 
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6．原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の設計に関する比較 

先行電力で設置されている BOP 閉止装置と島根２号機で設置する原子炉建物燃料取替階 BOP 閉

止装置の設計比較を表 6－1に示す。 

表 6－1 原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の設備設計比較 

項目 東海第二 柏崎７号 女川２号 島根２号 
差異の 

有無 

方式 スライド扉方式 扉方式 ダンパ方式 有 

設置場所 屋外 屋内 屋内 有 

閉維持機構 閂 
ウォームギアによ

るセルフロック
有 

作動方式 電動（手動） 電動（手動） 無 

手動操作 

方式 
ワイヤー

クランク

ハンドル
レンチ ハンドル 有 

6.1 差異箇所の詳細について 

（1）方式及び設置場所について 

東海第二及び柏崎７号機では屋外にスライド扉方式の BOP 閉止装置を設置するが，島根２

号機は女川２号機と同様に原子炉建物原子炉棟内の BOP への蒸気流路上に設置する。設置に

あたっては，BOP の開放機能へ悪影響を及ぼさないよう，蒸気流路の確保に対する考慮に加

え，欧州の原子力発電所（EPR）にて原子炉格納容器のバウンダリに使用されているダンパを

ベースとしたダンパ方式の BOP 閉止装置とした。 

EPR では LOCA 等の事故時においてダンパを開放させることに対し，BOP 閉止装置は SA 時に

ダンパを閉止させるため開閉動作方向に相違はあるものの，事故時環境において動作機能を

期待しているという共通点から，当該ダンパを BOP 閉止装置設計のベースとすることは妥当

と考えており，BOP 閉止装置として，島根２号機における事故時環境にて閉止動作及び気密

性能が維持されるよう設計している。島根２号機の原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の概

要を図 6－1に示す。 

図 6－1 原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の概要図 

3 連ダンパ 

2 連ダンパ 
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（2）閉維持機構について 

先行電力では，BOP 閉止装置を閉止後に扉に対して閂を挿入することにより，閉状態を維

持する設計としている。一方で，島根２号機の原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置は，駆動

機構にあるウォームギアによりセルフロックがかかる設計となっている。構造の概要を図 6

－2に示す。 

島根２号機の基準地震動Ｓｓ相当による加振試験の際も，このセルフロックによって加振

中にダンパが開方向へ動くことなく，閉維持されていたことを目視で確認している。 

図 6－2 ウォームギアによるセルフロックの概要 

（3）手動操作方式について 

東海第二では BOP 閉止装置近傍にアクセスが難しいことからワイヤーを用いた遠隔操作に

よる手動操作方式としているが，島根２号機は柏崎７号機及び女川２号機と同様に，BOP 閉

止装置の近傍へアクセスし，アクチュエータ（以下「駆動部」という。）に設置されたハンド

ルにて操作する手動操作方式としている。BOP 閉止装置のハンドル設置箇所を図 6－3に示

す。 

ウォームギアの構造について

ネジ型の歯があるウォームが回転することで，かみ合っているウォームホイールが従動する仕組み。
逆にウォームホイールから駆動させてウォームを従動させることは，摩擦の関係により出来ない構造と

なる（セルフロック）。
島根2号のBOP閉止装置の場合，ウォームが電動又は手動により回転させる軸で，ウォームホイール側が

ダンパの軸となる。このため，地震等でダンパへ開方向の力が加わったとしてもセルフロックにより開放
しない。

ウォーム（駆動側）

ウォームホイール
（従動側）

回転

ウォーム回転によりかみ合っているネジ山に
沿ってウォームホイールも回転

図１ ウォームギア通常動作 図２ セルフロック状態

ウォーム

ウォームホイール

ウォームホイールから駆動させようとしても，
摩擦によりウォームのネジ山を押す方向に力
が働き，ウォームを回転させる方向に力が働
かずウォームホイールも回らない。

回転しない

ウォームのネジ山を
押す方向に力が伝わ
るだけ
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図 6－3 BOP 閉止装置のハンドルの設置位置 

ハンドルを使用した手動による閉止操作時間は駆動部 1つあたり約 2分／人で実施可能な

設計としている。オペフロ BOP1 箇所あたりに取り付けられる BOP 閉止装置のハンドルは 10

個（2連ダンパ 6台及び 3連ダンパ 4台の駆動部毎に設置）であることから，想定される手

動操作時間は約 20分／人となる。 

BOP 閉止装置の手動による閉止操作は，現場へのアクセス 1時間を含め，オペフロ BOP1 箇

所あたり緊急時対策要員 2名で 2時間以内に対応することとしており，オペフロ BOP１箇所

あたりの閉操作に約 20分／人を要しても問題ない。 

オペフロ BOP1 箇所あたりの BOP 閉止装置手動操作による閉止時間を図 6－4に示す。

図 6－4 オペフロ BOP1 箇所あたりの BOP 閉止装置手動操作による閉止時間 

手順の項目

　移動

　原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置操作

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考20 40 60 80 100 120 140 180 200 220 240 260

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル部の
閉止手順

（現場での原子炉建物燃料取替階ブローアウト
パネル部の閉止）

緊急時対策要員 ２

120分 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル部の閉止完了

（１個あたり）
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7．原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の加振試験・気密性能試験に関する比較 

先行電力で実施されている BOP 閉止装置の加振試験及び気密性能試験と島根２号機で実施した

原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の加振試験及び気密性能試験に関する比較を表 7－1に示す。 

 

表 7－1 原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の加振試験・気密性能試験比較 

項目 
東海第二 

柏崎７号 
女川２号 島根２号 

差異の

有無 

試験装置 3 次元振動台 

（兵庫耐震工学研究セ

ンター） 

3 次元振動台（清水建設

株式会社 技術研究所 

先端耐震防災研究棟 

3 次元振動台（鹿島建設

株式会社 技術研究所 

西調布実験場） 

有 

加振波 

①BOP 閉止装置設置高さ

より上方の床応答 

②建屋影響等のばらつ

きを包絡 

①最大加速度はBOP閉止

装置と同程度の設置

高さ，床応答スペクト

ルはBOP閉止装置設置

高さより上方の床応

答 

②建屋影響評価等のば

らつきを包絡 

①BOP 閉止装置設置高さ

より上方の床応答 

②建物影響評価等のば

らつきを包絡 

有 

振動特性 

把握試験 
実施 実施 実施 無 

加振試験 

方法 

（開状

態） 

【３次元加振】 

①扉開状態加振後に扉

閉動作 

②扉閉状態で気密性能 

試験 

③扉開動作・閉動作 

【３次元加振】 

①扉開状態加振後に扉

閉動作 

②扉閉状態で気密性能 

試験 

③扉開動作・閉動作 

【単軸加振】 

①羽根開状態加振後に

羽根閉動作 

②羽根閉状態で気密性

能試験 

③羽根開動作・閉動作 

有 

加振試験 

方法 

（閉状

態） 

【３次元加振】 

①扉閉状態加振 

②気密性能試験 

③扉開動作・閉動作 

【３次元加振】 

①扉閉状態加振 

②気密性能試験 

③扉開動作・閉動作 

【単軸加振】 

①羽根閉状態加振 

②気密性能試験 

③羽根開動作・閉動作 

有 

加速度 

測定箇所 

①振動台 

②支持架台 

③扉 

④駆動装置 

①振動台 

②支持架台 

③扉 

④駆動装置 

①振動台 

②支持架台 

③ダンパ 

④駆動装置 

無 

ひずみ 

測定箇所 

①プッシュローラ 

②レール 

③チェーン 

④閂周辺 

― 

①ダンパケーシング 

②羽根 

③ダンパ連結継手 

有 
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項目 
東海第二 

柏崎７号 
女川２号 島根２号 

差異の

有無 

加振後の

作動確認

(電動) 

・扉の開閉，閂の引抜/挿

入を確認 

・電動機の電流値，扉及

び閂の動作時間を測

定 

・扉の開閉，閂の引抜/挿

入を確認 

・電動機の電流値，扉及

び閂の動作時間を測

定 

・ダンパの開閉を確認 

・電動機の電流値，ダン

パ動作時間を測定 

有 

加振後の

作動確認

(手動) 

・扉の開閉，閂の引抜/挿

入を確認 

・扉の開閉，閂の引抜/挿

入を確認 
・ダンパの開閉を確認 有 

加振後の

気密性能

試験方法 

・ASTM E283-4 に準じた

装置を用いる。 

・排風機により試験容器

内の空気を排出する

ことにより試験体前

後に圧力差を生じさ

せ，試験体のシール部

から試験容器へ流入

する通気量を測定す

る。 

・ASTM E283-4 に準じた

装置を用いる。 

・排風機により試験容器

内の空気を排出する

ことにより試験体前

後に圧力差を生じさ

せ，試験体のシール部

から試験容器へ流入

する通気量を測定す

る。 

・ASTM E283-4 に準じた

装置を用いる。 

・送風機により設置架台

とダンパ間の空間を

加圧することにより

ダンパ前後に圧力差

を生じさせ，ダンパの

シール部から漏えい

する通気量を測定す

る。 

有 

 

7.1 差異箇所の詳細について 

（1）試験装置について 

島根２号機は試験体重量等を考慮した結果，先行電力と異なる鹿島建設株式会社 技術研

究所 西調布実験場の試験装置を用いて加振試験を実施している。 

 

（2）加振波について 

東海第二，柏崎 7号機及び島根２号機は BOP 閉止装置の設置高さより上方の床応答を目標

として設定している。女川２号機の BOP 閉止装置は設置高さより上方の床応答を目標とした

場合，振動台性能の制約から加振試験が不可能であったことから，支持架台の応答増幅を考

慮して設計用震度を超えるように加振波を設定している。 

 

（3）加振試験方法について 

東海第二，柏崎 7号機及び女川２号機は，3方向（X,Y,Z）同時の 3次元加振試験を実施し

ている。島根２号機は，目標とする加振レベルが高いこと及び試験装置の加振限界から 3方

向（X,Y,Z）各方向の単軸加振試験を実施している。BOP 閉止装置の機能確認試験結果に示す

とおり，島根２号機の BOP 閉止装置は剛構造であり，かつ応答軸が明確であることから，3

次元加振試験と単軸加振試験は同等な試験方法である。 
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（4）ひずみ測定箇所について 

6.1 項で先述のとおり，BOP 閉止装置の方式が異なり，島根２号機の原子炉建物燃料取替階

BOP 閉止装置の構造上，ひずみの発生が考えられる位置にひずみゲージを設置している。 

 

（5）加振後の作動確認について 

6.1 項で先述のとおり，島根２号機は原子炉建物燃料取替階 BOP 閉止装置の閉維持機構に

閂を用いていないため，ダンパの作動確認に関するもののみとなる。 

 

（6）加振後の気密性能試験方法について 

先行電力の排風機によって試験装置内を負圧とする方法と異なり，島根２号機は「ＪＩＳ 

Ａ 1516（建具の気密性試験方法）」に示されている試験構成が加圧式であることに倣い，試

験装置内を送風機によって加圧する方法を採用している。なお，図 7－1に示すとおり，当該

試験は試験体前後に発生させた圧力差による漏えい量を測定するものであり，試験体に対し

て加圧する方向（現場取付状態で屋外から屋内方向）及び試験圧力を試験体前後の差圧で管

理することに先行電力との相違はなく，試験結果の妥当性に影響を与えるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－1 気密性能試験装置図 

  

試験体に対する加圧方向（先行と同様に屋外⇒屋内方向） 

試験体（羽根） 

試験体前後の差圧を試験圧力とする 

（先行と同様） 

下流側で漏えい量測定 

（先行と同様） 

屋内 屋外 
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8．原子炉建物燃料取替階 BOP 強制開放装置（自主対策設備）に関する比較 

先行電力で実施されている BOP 強制開放装置と島根２号機で設置されている原子炉建物燃料取

替階 BOP 強制開放装置に関する比較を表 8－1に示す。 

表 8－1 強制開放装置の仕様比較 

項目 東海第二 柏崎７号 女川２号 島根２号 
差異の

有無 

作動方式 油圧 電動駆動 － 手動 有 

設置場所 屋内 屋外 － 屋外 有 

 

8.1 差異箇所の詳細について 

（1）作動方式について 

   島根２号機は，全交流動力電源喪失時に操作ができ，かつ，通常時の誤動作防止を考慮

し，レバーブロック及びワイヤーロープ等の開放治具を用いた手動方式による設計としてい

る。 

   なお，本装置は，重大事故等対処設備である静的触媒式水素処理装置及び格納容器ベント

により水素の処理又は排出を行っても原子炉建物内の水素濃度が低下しない場合に，オペフ

ロ BOP を開放し，原子炉建物内の水素を排出することを目的として設置している。 

 

 (2) 設置場所について 

    島根２号機の開放治具は，通常時は原子炉建物屋外外壁の保管箱に収納する設計としてい

る。 
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非常用ガス処理系吸込口の位置変更について 
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1 

1. はじめに 

島根原子力発電所第２号機の非常用ガス処理系は，よう素用チャコールフィルタ等を含む

非常用ガス処理系前置ガス処理装置フィルタ及び非常用ガス処理系後置ガス処理装置フィ

ルタ並びに非常用ガス処理系排風機等から構成される。放射性物質の放出を伴う設計基準事

故時には，非常用ガス処理系で原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）内を負圧（約 6mmAq）

に保ちながら，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質をガス処理装置フィルタに通して

除去・低減した後，排気筒（非常用ガス処理系用）より放出できる設計としている。また，

重大事故等時には，非常用ガス処理系排風機により原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）内

を負圧（約 6mmAq）に維持するとともに，原子炉格納容器から原子炉建物原子炉棟（二次格

納施設）内に漏えいした放射性物質を含む気体を排気筒（非常用ガス処理系用）から排気し，

原子炉格納容器から漏えいした空気中の放射性物質の濃度を低減させることで，中央制御室

にとどまる運転員の被ばくを低減することができる設計としている。 

そのうち，非常用ガス処理系の吸込口については，空気の流れを適切に保ち原子炉建物原

子炉棟内の汚染拡大を防止する観点から，原子炉棟空調換気系排気ダクトに接続し，原子炉

建物原子炉棟全体から空気を吸引する構成としていたが，重大事故等時にトーラス室が

100℃以上の高温となった場合＊，内部流体温度が非常用ガス処理系の設計温度（66℃）を超

える可能性があることから，吸込口を当該ダクトから切り離し，トーラス室の高温の空気を

直接吸引しないよう変更することとした。非常用ガス処理系の系統概要図を図 1に，差圧計

の検出点配置を図 2に示す。 

吸込口を原子炉棟空調換気系排気ダクトから切り離す変更により，非常用ガス処理系の系

統機能に影響がないことを以下に示す。 

注記＊：重大事故等時の温度については「Ⅵ-1-1-7 安全設備及び重大事故等対処設備が

使用される条件の下における健全性に関する説明書」にて説明 
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注：差圧計は原子炉建物原子炉棟 4階と大気との差圧を監視するものであり，4個設置している。 

図 1 非常用ガス処理系系統概要図 

 

 

原子炉建物 4階 
 

図 2 原子炉建物原子炉棟-大気間の差圧計検出点 配置概要図 

 

2. 変更概要 

非常用ガス処理系の吸込口は，原子炉建物原子炉棟 2階（周回通路）にある原子炉棟空調

換気系排気ダクトに接続していたが，当該ダクトから切り離し，原子炉建物原子炉棟 2 階

（周回通路）天井付近（設置レベルは原子炉建物原子炉棟中 2階）から直接吸引する構成に

変更した。見直し前後の吸込口の構造を図 3に示す。 

 

 

排
気
筒 

MO 

MO 

AO 

AO 

窒素ガス制御系から 
窒素ガス制御系から 

トーラス室 

原子炉建物原子炉棟（地上階） 

トーラス室上部ハッチ 

（開口部） 

 

排風機 
前置ガス処理装置 後置ガス処理装置 

吸込口 

原子炉棟空調換気系 

ダクト 

原子炉格納容器 

：既設        ：撤去          ：新設 

××× 

dPX 

××××× 
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【変更前】 

 

【変更後（外観）】 

 

【変更後】 

 

図 3 非常用ガス処理系吸込口の位置変更前後の構造及び外観 

 

3. 系統機能の整理 

技術基準規則第 26 条（燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備），44 条（原子炉格納施設）及び

74 条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備）において，非常用ガス処理系に要求

される系統機能を表 1に示す。 

表 1 非常用ガス処理系の系統機能 

系統機能 

①原子炉建物原子炉棟内の

負圧維持機能 

原子炉冷却材喪失事故時等に，原子炉建物原子炉棟内の

圧力を規定の負圧（約 6mmAq）に維持する。 

②放出放射能低減機能 原子炉冷却材喪失事故時等に，原子炉棟からの放出空気

中に含まれる放射性物質を除去＊し，環境への放出放射

能を低減する。 

注記＊：重大事故等時においては，高所放出による大気拡散効果のみを期待している。 

 

4. 系統機能への影響 

吸込口の位置変更に伴う各系統機能への影響について，以下のとおり評価した。 

 

① 原子炉建物原子炉棟内の負圧維持 

吸込口の位置変更前における原子炉建物原子炉棟内の負圧維持については，原子炉建物

原子炉棟内の空気を原子炉棟空調換気系排気ダクト及びトーラス室上部ハッチ等を経由

し，非常用ガス処理系により排出することで原子炉建物原子炉棟内は規定負圧を達成する。

原子炉棟空調換気系
排気ダクト

非常用ガス処理系
吸込口(取合い部)

非常用ガス処理系
排風機・ガス処理装置へ

閉止フランジ

原子炉棟空調換気系
排気ダクト

非常用ガス処理系
吸込口

非常用ガス処理系
排風機・ガス処理装置へ

吸込口 

（異物混入防止用の網含む） 
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規定負圧達成後については，排出された空気に相当するインリークが躯体開口部（大物搬

入口扉等）の隙間から発生し，排出量とインリーク量のバランスにより，原子炉建物原子

炉棟全体の負圧が一定範囲に維持される。 

図 4 に示すとおり，原子炉建物原子炉棟 2 階は大物搬入口へ向かう周回通路で構成さ

れ，大物搬入口は原子炉建物原子炉棟 1階から 4階（燃料取替階）までの吹き抜け構造で

あり，原子炉建物原子炉棟 1 階と原子炉建物原子炉棟地下階は開口部であるトーラス室

上部ハッチで連絡されている（図 5，6参照）。 

このため，原子炉棟空調換気系排気ダクトから切り離し，原子炉建物原子炉棟 2階（周

回通路）に吸込口の位置を変更した場合においても，原子炉建物原子炉棟地上階の空気は

周回通路及び大物搬入口を経由し，地下階の空気はトーラス室上部ハッチ（図 5 参照），

周回通路及び大物搬入口を経由することにより，原子炉建物原子炉棟全体の空気を排出で

き，吸込口の位置変更前と同様に原子炉建物原子炉棟の負圧化及び負圧維持可能である。 

ここで，原子炉棟空調換気系排気ダクトからの切り離しに伴い，地下階から地上階への

開口総面積としては，原子炉棟空調換気系排気ダクトの面積分小さくなることで，規定負

圧達成時間及び規定負圧達成後の負圧維持への影響が考えられる。 

非常用ガス処理系起動による規定負圧達成時間については，机上評価では起動後約 250

秒と評価しているのに対して，実機においては，吸込口の位置変更によらず約 5 分であ

り，影響がないことを確認しており（図 7 参照），吸込口の位置変更前後で，圧力挙動に

大きな差がないことから，開口総面積減少による規定負圧達成時間への影響はない。規定

負圧達成後の負圧維持についても，図 7に示すとおり，吸込口位置変更前後で規定負圧達

成後の圧力挙動に大きな差がなく，また，非常用ガス処理系排風機は十分な容量を有して

おり，必要に応じて電動弁により流量調整ができることから，開口総面積減少による負圧

維持への影響はない。なお，図 7の圧力挙動は，原子炉建物原子炉棟 4階と外気の差圧を

示しているが，原子炉建物原子炉棟地上階（1階から 4階）は大物搬入口で，地上階と地

下階はトーラス室上部ハッチで連絡されており，原子炉建物原子炉棟内で生じた圧力変動

はトーラス室上部ハッチ等を介し遅滞なく均圧されるため，検出位置によらず，原子炉建

物原子炉棟全体と外気との差圧を確認することができることから，原子炉建物原子炉棟地

下階の圧力挙動も図 7で示す挙動と同様であると考える。 

以上より，吸込口の位置変更による原子炉建物原子炉棟内の負圧維持機能への影響はな

い。 

なお，非常用ガス処理系排風機が 2台起動した場合であっても，原子炉建物原子炉棟 2

階（周回通路）の大物搬入口へ向かう通路の最も狭隘な箇所（図 4参照）に発生する気流

は風速 0.5m/s 未満＊であり，設備へ影響を与えることはない。 

注記＊：「建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令」の居室における気流の基準値 

 

《気流の評価》 

・狭隘部の開口面積 8.1(m2)（＝幅 3.0(m)×高さ 2.7(m)） 

・非常用ガス処理系排風機流量（2台起動時）8,800(m3/h) 

8,800(m3/h)÷8.1(m2)÷3600(s/h)≒0.3(m/s)＜0.5(m/s) 
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② 放出放射能低減

非常用ガス処理系は，原子炉建物原子炉棟内の空気を吸込口から吸引したのち，排風機，

ガス処理装置フィルタ及び排気管を経由し放出する系統構成のため，吸込口を原子炉棟空

調換気系排気ダクトから切り離しても系統構成の変更はないため，放出放射能の低減機能

に影響を与えることはない。 

図 4 原子炉建物 2階 配置図 

大物搬入口開口面積：約 39m2 

トーラス室上部ハッチ開口面積：約 3.24m2

原子炉棟空調換気系排気ダクト流路面積：約 1.02m2 

図 5 原子炉建物１階 配置図 
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注記＊：トーラス室上部ハッチは，機器搬入を目的に設置したグレーチングハッチであり，

コンクリートハッチ等により閉止することはない。

図 6 原子炉建物原子炉棟 断面図 

吸込口変更前 圧力変動グラフ 吸込口変更後 圧力変動グラフ 

注：原子炉棟空調換気系（HVR）停止から非常用ガス処理系（SGTS）起動までの操作時間が異なるため，圧力挙動に多少 

の相違はあるものの，変動傾向は同様であり吸込口変更による影響はない 

図 7 非常用ガス処理系の吸込口変更前後の圧力挙動比較 

344



7 

5. 構造健全性への影響

吸込口は非常用ガス処理系の主配管の一部であり，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備としての機能を有する。 

表 2に示すとおり，それぞれの設備分類や評価条件を踏まえ，吸込口の構造強度に影響が

ないことを，耐震計算書及び強度計算書にて示すこととしている。 

表 2 非常用ガス処理系吸込口（主配管）の設備区分 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度分類 機器クラス 設備分類 
重大事故等 

機器クラス 

Ｓクラス クラス４管 常設重大事故緩和設備 重大事故等クラス２管 

6. 添付資料

(1) 非常用ガス処理系の吸引温度について
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添付資料(1) 

非常用ガス処理系の吸引温度について 

 

非常用ガス処理系の吸込口については，空気の流れを適切に保ち原子炉建物原子炉棟内の汚

染拡大を防止する観点から，原子炉棟空調換気系排気ダクトに接続し，原子炉建物原子炉棟全

体から空気を吸引する構成としていたが，重大事故等時にトーラス室が 100℃以上の高温とな

った場合，内部流体温度が非常用ガス処理系の設計温度（66℃）を超える可能性があることか

ら，吸込口を当該ダクトから切り離し，トーラス室の高温の空気を直接吸引しないよう変更す

ることとした。 

そのため，吸込口位置変更後に非常用ガス処理系が吸引する温度について，以下のとおり確

認した。 

 

1. 重大事故等時における原子炉建物原子炉棟内の環境条件（温度）の設定について 

1.1 環境条件（温度）の設定の考え方 

重大事故等時における原子炉建物原子炉棟内（原子炉格納容器内を除く）の環境条件（温

度）は，代表的な事故シナリオにおける環境評価結果（汎用熱流体解析コード（GOTHIC）

による温度評価）を包絡する条件を設定している。なお，発熱体があるエリアについては，

熱収支による重大事故等時の温度を確認し，一律の環境条件または個別の環境条件を設定

している。 

 

1.2 想定するシナリオについて 

環境評価における代表的な事故シナリオは，最も過酷な環境が想定される事故として

「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」を選定している。 

なお，格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時，使用済燃料プールにお

ける事故時及び主蒸気破断事故起因の重大事故等時に使用する設備の環境条件について

は，それぞれの事故シナリオにおける環境評価結果を実施し，この結果を包絡する条件を

設定している。 

 

1.3 環境条件（温度）の設定 

環境評価結果を図 1，原子炉建物原子炉棟内（原子炉格納容器内を除く）の環境条件（温

度）を表 1に示す。 
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図 1 環境評価結果（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

表 1 原子炉建物原子炉棟内の環境条件（温度） 

重大事故等対処設備の設置エリア 環境条件 

原子炉建物原子炉棟地上階（1～4階） 66℃ 

原子炉建物原子炉棟地下階（トーラス室） 
100℃ 

（最高 120℃） 

2. 非常用ガス処理系吸引温度について

非常用ガス処理系吸込口は，原子炉建物原子炉棟 2階に位置変更することとしており，原

子炉建物原子炉棟地上階（1～4 階）の環境温度は 66℃と設定していることから，非常用ガ

ス処理系の設計温度（66℃）を超える空気を吸引することない。

なお，重大事故等時における非常用ガス処理系は，炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて，運転員の被ばくを低減するために使用するものであり，炉心損傷事象ではない格納容

器バイパス時等の環境条件は考慮不要である。 

また，1.3 項に示す環境評価結果及び一律の環境条件（温度）は，非常用ガス処理系によ

る換気機能に期待しない条件での保守的な結果であり，非常用ガス処理系起動により排出さ

れた空気に相当する外気のインリークにより冷却され，環境温度は低下傾向となることか

ら，非常用ガス処理系起動に伴う環境条件（温度）への影響はない。 
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1. 概要

重要安全施設（「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則（平成 25 年 6 月 28 日原子力規制委員会規則第 5号）」第 2条第 2項第 9号に規定す

る重要安全施設をいう。以下同じ。）への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与

えるおそれのある電気盤（安全施設（重要安全施設を除く。）への電力供給に係るものに限

る。）について，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年

6 月 28 日原子力規制委員会規則第 6号）」（以下「技術基準規則」という。）に基づき，遮断

器の遮断時間の適切な設定及び非常用ディーゼル発電機（以下「D/G」という。）の停止によ

り，高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止することができる

設計としている。 

本資料では，重要安全施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそ

れのある電気盤を整理し，試験体電気盤に対する電気盤設計の妥当性及び遮断時間の適切な

設定等により，高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止するこ

とができることを補足説明するものである。 

1
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2. 基本方針 

  重要安全施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電

気盤について，アーク火災による電気盤の損壊の拡大を防止することができるよう，「高エ

ネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイド（平成 29 年 7 月 19

日原規技発第 1707196 号）」（以下「審査ガイド」という。）に基づき，上流の遮断器等によ

りアーク放電を遮断することとし，アーク放電の遮断時間を適切に設定するなどの対策を行

う。 

設定した遮断時間と短絡電流等により求められるアークエネルギーが，試験により求めら

れたしきい値を超えないことを評価することにより，HEAF 対策が適切に実施されているこ

とを説明する。 

 

  

2

351



 

3. 技術基準規則への適合が必要な電気盤

HEAF 対策が必要な電気盤は，技術基準規則の解釈第 45条第 4項にて「重要安全施設への

電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤」と定められてい

る。 

重要安全施設は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則（平成 25 年 6月 28 日原子力規制委員会規則第 5号）」第 12 条第 6項に記載され，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈（平

成 25 年 6 月 19 日原規技発第 1306193 号）」第 12条第 11 項において重要度分類ＭＳ－１に

分類される下記の機能を有する構築物等が対象と定義されている。 

・原子炉の緊急停止機能

・未臨界維持機能

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能

・原子炉停止後の除熱機能

・炉心冷却機能

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出低減機能

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能

・安全上特に重要な関連機能

上記を基に，図 3-1 のフローにて HEAF 対策が必要な電気盤を整理し，その結果を表 3-1

に示す。図 3-2 に電気盤系統図における HEAF 対策が必要な電気盤を示す。 

また，HEAF 対策の具体的な対策内容を表 3-2 に示し，その系統図を図 3-3 に示す。 

図 3-1 HEAF 対策が必要な電気盤フロー図 
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表 3-2 HEAF 対策が必要な電気盤の抽出結果（1/5） 

給電 

条件 

アーク放電発生箇所 
アーク放電を遮断するために 

開放する遮断器 電気盤 

名称 
遮断器名称 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
時
以
外 

メ
タ
ル
ク
ラ
ッ
ド
開
閉
装
置
（
非
常
用
） 

2C- 

M/C 

2C-M/C-2B＊1 

(2C-M/C 受電遮断器) 

2A-M/C-2B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(予備変圧器)) 

2A-M/C-4B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(起動変圧器)) 

2A-M/C-5B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(所内変圧器)) 

2C-M/C に接続される遮断器＊1 

(2C-M/C-2B(2C-M/C 受電遮断器)，

2C-M/C-8B(2A-D/G 受電遮断器)を

除く) 

2C-M/C-2B＊1 

(2C-M/C 受電遮断器) 

2D- 

M/C 

2D-M/C-2B＊1 

(2D-M/C 受電遮断器) 

2B-M/C-2B＊1 

(2B-M/C 受電遮断器(予備変圧器)) 

2B-M/C-3B＊1 

(2B-M/C 受電遮断器(起動変圧器)) 

2B-M/C-4B＊1 

(2B-M/C 受電遮断器(所内変圧器)) 

2D-M/C に接続される遮断器＊1 

(2D-M/C-2B(2D-M/C 受電遮断器)，

2D-M/C-8B(2B-D/G 受電遮断器)を

除く) 

2D-M/C-2B＊1 

(2D-M/C 受電遮断器) 

注記＊1：遮断器の種類は真空遮断器である。 
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表 3-2 HEAF 対策が必要な電気盤の抽出結果（2/5） 

給電 

条件 

アーク放電発生箇所
アーク放電を遮断するために

開放する遮断器 電気盤 

名称 
遮断器名称 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
時
以
外

メ
タ
ル
ク
ラ
ッ
ド
開
閉
装
置
（
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
用
） 

2HPCS- 

M/C 

2HPCS-M/C-2B＊1 

(2HPCS-M/C 受電遮断器) 

2A-M/C-2B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(予備変圧器)) 

2A-M/C-4B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(起動変圧器)) 

2A-M/C-5B＊1 

(2A-M/C 受電遮断器(所内変圧器)) 

2HPCS-M/C に接続される遮断

器＊1 

(2HPCS-M/C-2B(2HPCS-M/C 受

電遮断器)，

2HPCS-M/C-4B(2HPCS-D/G 受

電遮断器)を除く) 

2HPCS-M/C-2B＊1 

(2HPCS-M/C 受電遮断器) 

注記＊1：遮断器の種類は真空遮断器である。 
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表 3-2 HEAF 対策が必要な電気盤の抽出結果（3/5） 

給電 

条件 

アーク放電発生箇所 
アーク放電を遮断するために 

開放する遮断器 電気盤 

名称 
遮断器名称 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
時
以
外 

ロ
ー
ド
セ
ン
タ
（
非
常
用
） 

2C- 

L/C 

2C-L/C-3B＊2 

(2C-L/C 受電遮断器) 

2C-M/C-8A＊1 

(2C-動力変圧器遮断器) 

2C-L/C に接続される遮断器＊2 

(2C-L/C-3B(2C-L/C 受電遮 断

器)を除く) 

2C-L/C-3B＊2 

(2C-L/C 受電遮断器) 

2D- 

L/C 

2D-L/C-3B＊2 

(2D-L/C 受電遮断器) 

2D-M/C-8A＊1 

(2D-動力変圧器遮断器) 

2D-L/C に接続される遮断器＊2 

(2D-L/C-3B(2D-L/C 受電遮 断

器)を除く) 

2D-L/C-3B＊2 

(2D-L/C 受電遮断器) 

注記＊1：遮断器の種類は真空遮断器である。 

＊2：遮断器の種類は気中遮断器である。 
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表 3-2 HEAF 対策が必要な電気盤の抽出結果（4/5） 

給電 

条件 

アーク放電発生箇所
アーク放電を遮断するために

開放する遮断器 電気盤 

名称 
遮断器名称 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
時
以
外

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
（
非
常
用
）

C 系- 

C/C 

2C1-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-5A＊2 

（2C1-R/B-C/C 遮断器） 

2C2-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-5B＊2 

(2C2-R/B-C/C 遮断器) 

2C3-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-5C＊2 

(2C3-R/B-C/C 遮断器) 

2A-D/G-C/C に接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-10B＊2 

(2A-D/G-C/C 遮断器) 

2A-計装-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-10A＊2 

(2A-計装-C/C 遮断器) 

D 系- 

C/C 

2D1-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2D-L/C-5A＊2 

(2D1-R/B-C/C 遮断器) 

2D2-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2D-L/C-5B＊2 

(2D2-R/B-C/C 遮断器) 

2D3-R/B-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2D-L/C-5C＊2 

(2D3-R/B-C/C 遮断器) 

2B-D/G-C/C に接続され

る遮断器＊3 

2D-L/C-9B＊2 

(2B-D/G-C/C 遮断器) 

2B-計装-C/Cに接続され

る遮断器＊3 

2D-L/C-9A＊2 

(2B-計装-C/C 遮断器) 

その他- 

C/C 

2S-R/B-C/C に接続され

る遮断器＊3 

2C-L/C-7A＊2 

(2S-R/B-C/C（常用）遮断器) 

2D-L/C-7A＊2 

(2S-R/B-C/C（非常用）遮断器) 

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ 

（
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
用
） 

HPCS 系- 

C/C 

2HPCS-C/Cに接続される

遮断器＊3 

2HPCS-M/C-3A＊1 

(2HPCS-動力変圧器遮断器) 

注記＊1：遮断器の種類は真空遮断器である。 

＊2：遮断器の種類は気中遮断器である。 

＊3：遮断器の種類は配線用遮断器である。 
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表 3-2 HEAF 対策が必要な電気盤の抽出結果（5/5） 

給電 

条件 

アーク放電発生箇所 
アーク放電を遮断するために 

開放する遮断器 電気盤 

名称 
遮断器名称 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
時 

メ
タ
ル
ク
ラ
ッ
ド
開
閉
装
置
（
非
常
用
） 

2C- 

M/C 

2C-M/C-8B＊1 

(2A-D/G 受電遮断器) 

 

― ＊2 

2C-M/C に接続される遮断器＊1 

(2C-M/C-8B(2A-D/G 受電遮断

器)を除く) 

2C-M/C-8B＊1 

(2A-D/G 受電遮断器) 

2D- 

M/C 

2D-M/C-8B＊1 

(2B-D/G 受電遮断器) 

 

― ＊2 

2D-M/C に接続される遮断器＊1 

(2D-M/C-8B(2B-D/G 受電遮断

器)を除く) 

2D-M/C-8B＊1 

(2B-D/G 受電遮断器) 

メ
タ
ル
ク
ラ
ッ
ド
開
閉
装
置 

（
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
用
） 

2HPCS- 

M/C 

2HPCS-M/C-4B＊1 

(2HPCS-D/G 受電遮断器) 
― ＊2 

2HPCS-M/C に接続される遮断

器＊1 

(2HPCS-M/C-4B(2HPCS-D/G 受

電遮断器)を除く) 

2HPCS-M/C-4B＊1 

(2HPCS-D/G 受電遮断器) 

注記＊1：遮断器の種類は真空遮断器である。 

＊2：メタルクラッド開閉装置におけるアーク放電を遮断するため，非常用ディーゼル

発電機又は高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を停止する。 
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【
例

：
図
の
読
み
方
】


2
D

-M
/C
母
線
の
遮
断
器
④
で

H
E
A
F
が

発
生
（
故
障
に
よ
り
開
放
不
可
と
な
る
場
合

を
想
定
，
以
下
も
同
様
。
）
し
た
場
合
，
起

動
変
圧
器
か
ら
受
電
時
は
上
流
の
遮
断
器

①
に
よ
り
，
所
内
変
圧
器
か
ら
受
電
時
は
上

流
の
遮
断
器
②
に
よ
り
，
予
備
変
圧
器
か
ら

受
電
時
は
上
流
の
遮
断
器
③
に
よ
り
短
絡

電
流
を
遮
断
す
る
。


2
D

-M
/C
母
線
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遮
断
器
⑤
又
は
⑥
で

H
E
A
F
が
発
生
し
た
場
合
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上
流
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遮
断
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④
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り
短
絡
電
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
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⑤
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
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又
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⑨
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場
合
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流
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⑦
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
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⑩
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合
，
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器
⑧
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。

④
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れ
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れ
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台
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台
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：
図
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読
み
方
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
2
D

-M
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母
線
の
遮
断
器
①
又
は
②
で

H
E
A
F
が
発
生
（
故
障
に
よ
り
開
放
不
可
と

な
る
場
合
を
想
定
，
以
下
も
同
様
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）
し
た

場
合
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上
流
の
遮
断
器
③
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よ
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短
絡
電

流
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遮
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す
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D
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の
過
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流
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器
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発
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停
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
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③
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④
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流
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4. アーク放電を発生させる試験 

メタルクラッド開閉装置，ロードセンタ及びコントロールセンタ（以下それぞれ「M/C」，

「L/C」，「C/C」という。また，メタルクラッド開閉装置のうち非常用ディーゼル発電機又は

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（以下「D/G」という。）に接続される電気盤について

は「M/C(D/G)」という。）において，アーク放電が発生した際にアーク火災が発生するアー

クエネルギーのしきい値を求めることを目的とし，アーク放電を発生させる試験（以下

「HEAF 試験」という。）を実施した。 

M/C と M/C(D/G)のそれぞれの短絡電流領域によるアーク火災のアークエネルギーのしき

い値を求めるため，M/C の HEAF 試験では，アーク放電が発生した直後の高電流・短時間電

流領域の短絡電流のアーク火災を確認し，M/C(D/G)の HEAF 試験では，アーク放電が発生し

た際の低電流・長時間電流領域の短絡電流によるアーク火災を確認した。 

  

4.1 電気盤の選定 

（審査ガイド抜粋【2.1 電気盤の選定】） 

 実用発電用原子炉施設内の電気は、原子炉運転中においては主発電機からの電力の一

部が変圧器によって降圧された後、高圧電源盤及び低圧電源盤を介してモータ等に供給

されている。HEAF 試験に用いられる電気盤は、実際に所内で使用されているものと同等

の高圧電源盤及び低圧電源盤が選定されていることを確認する。 

アーク火災は，添付資料 1に示すメカニズムにより発生することから，アーク火災発

生の有無は，①非密閉性の程度，②高温ガスの滞留場所，③可燃物及び④アークエネル

ギーによるものと考えられる。試験に用いられる電気盤については，これら４つのパラ

メータを踏まえて，実際に所内で使用されているもの（以下「実機」という。）と同等の

高圧電気盤及び低圧電気盤を選定した（表 4-1-1 参照）。 

なお，M/C(D/G)試験と M/C(D/G)以外の試験（以下「M/C 試験」という。）で用いられる

電気盤は，ＪＥＭ－１４２５及びＪＥＣ－２３００に基づき製造された同等の高圧電気

盤である。 
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表 4-1-1 試験で用いた電気盤及び実機の電気盤のスペック一覧表（1/4） 

種類 電気盤 
試験で用いた電気盤及び実機の 

電気盤のスペック 
電気盤の概況 

M/C 試験体

① 

遮断方式 VCB（真空遮断器） 

 

系統 定格電圧：7.2kV 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：

40kA/2 秒 

概略寸法 高さ 2.7m（含上部ダク

ト 0.4m）×幅 1.0m×

奥行き 2.6m 

 

 

 

試験体

② 

遮断方式 VCB（真空遮断器） 

 

系統 定格電圧：7.2kV 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：

63kA/2 秒 

概略寸法 高さ 2.6m（含上部ダク

ト 0.3m）×幅 1.0m×

奥行き 2.5m 

 

 

 

実機 

(参考) 

遮断方式 VCB（真空遮断器） 

 

系統 定格電圧：7.2kV 

定格周波数：60Hz 

定格短絡時間電流：

63kA/2 秒 

概略寸法 高さ 2.6m（含上部ダク

ト 0.3m）×幅 1.0m×

奥行き 2.7m 
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表 4-1-1 試験で用いた電気盤及び実機の電気盤のスペック一覧表（2/4） 

種類 電気盤 
試験で用いた電気盤及び実機の 

電気盤のスペック 
電気盤の概況 

L/C 試験体

③ 

遮断方式 ACB（気中遮断器） 

 

系統 定格電圧：AC480V 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：50kA/1 秒 

概略寸法 高さ 2.6m（含上部ダクト 0.3m）

×幅 0.65m×奥行き 1.8m 

 

 

 

試験体

④ 

遮断方式 ACB（気中遮断器） 

 

系統 定格電圧：AC480V 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：50kA/0.5 秒 

概略寸法 【受電盤】高さ 2.3m×幅 0.8m

×奥行き 2.0m 

【フィーダ盤】高さ 2.3m×幅

0.6m×奥行き 2.0m 

 

試験体

⑤ 

遮断方式 ACB（気中遮断器） 

 

系統 定格電圧：AC420V 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：40kA/1 秒 

概略寸法 【受電盤】高さ 2.3m×幅 0.8m

×奥行き 2.2m 

【フィーダ盤】高さ 2.3m×幅

0.7m×奥行き 2.2m 

 

実機 

(参考) 

遮断方式 ACB（気中遮断器） 

 

系統 定格電圧：AC460V 

定格周波数：60Hz 

定格短絡時間電流：50kA/1 秒 

概略寸法 高さ 2.5m×幅 0.8m×奥行き

2.1m 
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表 4-1-1 試験で用いた電気盤及び実機の電気盤のスペック一覧表（3/4） 

種類 電気盤 
試験で用いた電気盤及び実機の 

電気盤のスペック 
電気盤の概況 

C/C 試験体

⑥ 

遮断方式 MCCB（配線用遮断器） 

 

系統 定格使用電圧：AC460V 

定格周波数：50Hz 

定格遮断電流：50kA 

概略寸法 高さ 2.3m×幅 0.6m×奥行き

0.6m 

実機 

(参考) 
遮断方式 MCCB（配線用遮断器） 

 

系統 定格使用電圧：AC460V 

定格周波数：60Hz 

定格遮断電流：15kA,50kA 

概略寸法 高さ 2.5m×幅 0.6m×奥行き

0.7m 
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表 4-1-1 試験で用いた電気盤及び実機の電気盤のスペック一覧表（4/4） 

種類 電気盤 
試験で用いた電気盤及び実機の 

電気盤のスペック 
電気盤の概況 

M/C 

(D/G) 

試験体 

⑦ 

遮断方式 VCB（真空遮断器） 

 

系統 定格電圧：6.9kV 

定格周波数：50Hz 

定格短絡時間電流：40kA/1 秒 

概略寸法 高さ 2.3m×幅 1.0m×奥行き

2.5m（天井に換気口あり） 

 

 

実機 

(参考) 

遮断方式 VCB（真空遮断器） 

 

系統 定格電圧：7.2kV 

定格周波数：60Hz 

定格短時間電流：63kA/2 秒 

概略寸法 高さ 2.6m（含上部ダクト

0.3m）×幅 1.0m×奥行き 2.7m 
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4.1.1 同等性に影響を与えるおそれのあるパラメータについて 

①非密閉性の程度，②高温ガスの滞留場所，③可燃物及び④アークエネルギーの

４つのパラメータについて，電気盤選定の同等性に影響を与えるおそれのあるパラ

メータを整理すると以下のとおりである。よって，②高温ガスの滞留場所及び③可

燃物に対する電気盤選定の同等性について検証する。 

なお，同等性の検証にあたっては，「5.3 アーク火災が発生しないアークエネル

ギーのしきい値に係る評価」にて設定したしきい値以上のアークエネルギーで，ア

ーク火災が発生しなかった試験体（M/C：試験体②，L/C：試験体⑤，C/C：試験体⑥，

M/C(D/G)：試験体⑦）を代表として比較・評価を行う。 

表 4-1-2 同等性に影響を与えるおそれのあるパラメータの整理 

主要パラメータ 影響の有無 電気盤選定の同等性に関する考察 

①非密閉性の

程度
無 

HEAF 試験の結果や，添付資料 1のとおり，電気盤は密

閉構造ではなく開口部を有する構造であり，電気盤の開

口部や盤内仕切板の変形により高温ガスは電気盤外に抜

けることから，電気盤選定の同等性に影響を与えるおそ

れはない。 

また，M/C(D/G)試験に用いる電気盤は，M/C 試験で用い

た電気盤と同等の構造であることから密閉構造ではなく

開口部を有する。したがって，M/C(D/G)試験と M/C 試験

では，ピーク圧力に違いはあるものの同様の波形形状を

示しており開口部から高温ガスが電気盤外に抜けてい

る。このことより M/C 試験と同様であり電気盤選定の同

等性に影響を与えるおそれはない。 

なお，試験結果を比較するとピーク圧力に差がみられ

ることについては，M/C(D/G)試験の方が電流値の試験条

件が小さくアークパワーに差があるためである。

詳細は，添付資料 1参照。 

・M/C(D/G)試験：ピーク圧力 2.98kPa

・M/C 試験  ：ピーク圧力 62.5kPa

さらに，規格類（ＪＥＭ－１４２５等）に基づき，遮

断器，母線，ケーブルをそれぞれ区分したコンパートメ

ントに収納する構造となっている。また，ＪＥＭ－１４

２５には換気に対する規定もありコンパートメント構造

というものの開口部があってもいいとされていることか

ら，換気のための開口や隙間は存在するため，電気盤選

定の同等性に影響を与えるおそれはない。。 
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②高温ガスの

滞留場所
有 

HEAF 試験時は審査ガイド 2.5 章に沿って，遮断器の受

電側及び配電側で銅線をワイヤリングすることによって

アーク放電を発生させるため，発生した高温ガスは遮断

器付近に滞留し易くなる。 

HEAF 試験の結果や，添付資料 1のとおり，高温ガスの

滞留場所の可燃物が主要な燃焼物となっていることか

ら，盤の構造等の差異により電気盤選定の同等性に影響

を与えるおそれがある。なお，M/C(D/G)試験に用いた電

気盤は，M/C 試験で用いた電気盤と同様の構造である。 

③可燃物 有 

HEAF 試験の結果や，添付資料 1 のとおり，高温ガスの

滞留場所の可燃物が主要な燃焼物となっていることか

ら，可燃物の種類の差異により電気盤選定の同等性に影

響を与えるおそれがある。 

なお，M/C(D/G)試験に用いた電気盤は，M/C 試験で用いた

電気盤と同様の構造である。 

④アークエネル

ギー
無 

アークエネルギーについては，審査ガイド 2.6 章に沿

って，アーク放電の継続時間を段階的に変化させて HEAF

試験を実施しているものである。このパラメータは，同

等性を有する電気盤に対する試験条件であることから，

電気盤選定の同等性に影響を与えるおそれはない。 
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②高温ガスの滞留場所に対する同等性

高温ガスの滞留場所は，電気盤の構造及び盤サイズに左右される。盤サイズ

については，定格電圧が決まれば，概略の盤サイズが決定されることを踏まえ，

実機と同等の盤構造及び定格電圧の電気盤を試験体として選定した。 

a． M/C 

  実機の盤については，ＪＥＭ－１４２５（日本電機工業会規格 金属閉鎖

形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）に基づき製造されており，盤構造は

「分類」のうちメタルクラッド形スイッチギヤ（遮断器，母線及びケーブル

をそれぞれ区分したコンパートメントに収納する構造）を採用している。ま

た，定格電圧は，「定格」のうち 7.2kV を採用している。さらに，「設計及び

構造」の要求事項を満足するような構造となるように設計している。（表

4-1-3 参照）

また，実機の遮断器については，ＪＥＣ－２３００（電気学会 電気規格調

査会標準規格 交流遮断器）に基づき製造されており，定格電圧は「定格」の

うち 7.2kV を採用し，「一般構造」の要求事項を満足する設計としている。（表

4-1-4 参照）

このため，試験体についても，ＪＥＭ－１４２５及びＪＥＣ－２３００に

基づき製造され，盤構造がメタルクラッド形スイッチギヤとなっており，定

格電圧が 7.2kV の電気盤を採用した。 

  表 4-1-12 に示すとおり，実機及び試験体の盤構造は，遮断器，母線及びケ

ーブルをそれぞれ区分したコンパートメントに収納する構造となっており，

盤サイズも同等となっている。 

なお，M/C(D/G)試験の試験体についても前述と同様にＪＥＭ－１４２５及

びＪＥＣ－２３００に基づき製造されたものであることから同等である。 

また，コンパートメントに収納する構造であることから，隣接した盤から

のアーク放電の影響を受けにくい構造となっている。 

表 4-1-3 ＪＥＭ－１４２５における実機及び試験体の電気盤との比較・評価 

ＪＥＭ－１４２５の主要な項目 比較・評価 

4.分類 ・メタルクラッド形スイッチギヤ

・コンパートメント形スイッチギヤ

・キュービクル形スイッチギヤ

実機及び試験体の電気盤とも

に，メタルクラッド形スイッチ

ギヤを使用している。 

6.定格 定格電圧 

3.6kV,7.2kV,12kV,17.5kV,24kV,36kV 

実機及び試験体の電気盤とも

に，7.2kV の定格電圧である。 

7.設計及び

構造

スイッチギヤは，通常運転，保守点検

作業及び主回路の無電圧確認が安全

にできるように設計しなければなら

ない。（以下略）

実機及び試験体の電気盤とも

に，本要求に基づき設計されて

いる。 
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   表 4-1-4 ＪＥＣ－２３００における実機及び試験体の電気盤との比較・評価 

ＪＥＣ－２３００の主要な項目 比較・評価 

4.定格 4.2 定格電圧 

3.6kV，7.2kV，12kV，24kV，36kV，72kV，

84kV，120kV・・・・ 

実機及び試験体の電気盤

ともに，7.2kV の定格電圧

である。 

5.動作責務

と構造 

5.5 一般構造 5.5.1 遮断器の構造は

電気的および機械的に十分な耐久性を有

し，操作は円滑確実で衝撃が少なく，保守

点検は，安全かつ容易にできるよう，製作

されなければならない。（以下略） 

実機及び試験体の電気盤

ともに，本要求に基づき設

計された構造となってい

る。 

 

b. L/C 

実機の盤については，ＪＥＭ－１２６５（日本電機工業会規格 低圧金属

閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ）に基づき製造されており，盤構

造は，「低圧スイッチギヤの形」のうち，接地された金属閉鎖箱内に装置が一

括して収納された構造（以下「金属閉鎖形構造」という。）を採用している。

また，定格絶縁電圧は，「定格」のうち 600V を採用している。さらに，「閉鎖

箱」の要求事項を満足するような構造となるように設計している。（表 4-1-5

参照） 

また，実機の遮断器については，ＪＥＣ－１６０（電気学会 電気規格調査

会標準規格 気中しゃ断器）に基づき製造されており，定格絶縁電圧は「定格」

のうち 600V を採用し，「構造及び性能」の要求事項を満足する設計としてい

る。（表 4-1-6 参照） 

このため，試験体についても，ＪＥＭ－１２６５及びＪＥＣ－１６０に基

づき製造され，盤構造が金属閉鎖形構造となっており，定格絶縁電圧が 600V

の電気盤を採用した。 

表 4-1-12 に示すとおり，実機及び試験体の盤構造は，金属閉鎖形構造とな

っており，盤サイズも同等となっている。 

 

 表 4-1-5 ＪＥＭ－１２６５における実機及び試験体の電気盤との比較・評価 

ＪＥＭ－１２６５の主要な項目 比較・評価 

5.定格 定格絶縁電圧  

250V，500V，600V 

実機及び試験体の電気盤とも

に，600V の定格絶縁電圧であ

る。 

6.9 低圧スイッチ

ギヤの形 

接地された金属閉鎖箱内に装置

が一括して収納されていなけれ

ばならない。 

実機及び試験体の電気盤とも

に，接地された金属閉鎖箱内に

装置が一括して収納されてい

る。 

6.5 閉鎖箱 閉鎖箱は，金属製とする。（略）

低圧スイッチギヤは，通常の使用

状態で起こり得る機械的，電気的

及び熱的応力に耐え，同時に温度

変化にも耐え得る材料だけで構

成しなければならない。（以下略） 

実機及び試験体の電気盤とも

に，本要求に基づき設計された

構造となっている。 
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表 4-1-6 ＪＥＣ－１６０における実機及び試験体の電気盤との比較・評価 

ＪＥＣ－１６０の主要な項目 比較・評価 

4.定格 定格絶縁電圧 

600V 

実機及び試験体の

電気盤ともに，600V

の定格絶縁電圧で

ある。 

6.構造及び性能 6.1 構造 6.1.1 構造一般 

遮断器は，良質の材料を用いて丈夫に作ら

れ，操作は安全・円滑・確実で，保守点検

は安全・容易にでき，取替えを必要とする

部品は互換性を有し，できるだけ簡単に取

替えられなければならない。（以下略） 

実機，試験体の電気

盤ともに，本要求に

基づき設計されて

いる。 

c. C/C

実機については，ＪＥＭ－１１９５（日本電機工業会規格 コントロールセ

ンタ）に基づき製造されており，C/C とは，「主回路開閉器・保護装置及び監視・

制御器具などを単位回路ごとにまとめた単位装置を，閉鎖した外箱に集合的に

組み込んだ装置」と定義されていることから，盤構造は，ＪＥＭ－１１９５に

基づき製造された C/C であれば同様である。また，定格絶縁電圧は，「定格」の

うち 600V を採用している。さらに，「構造」の要求事項を満足するような構造

となるように設計している。（表 4-1-7 参照） 

 このため，試験体についても，ＪＥＭ－１１９５に基づき製造された C/C で

あり，定格絶縁電圧が 600V の電気盤を採用した。 

 表 4-1-12 に示すとおり，実機及び試験体の盤構造及び盤サイズは，同等とな

っている。 

表 4-1-7 ＪＥＭ－１１９５における実機及び試験体の電気盤との比較・評価 

ＪＥＭ－１１９５の主要な項目 比較・評価 

5.定格 定格絶縁電圧 

250V，600V 

実機及び試験体の電気盤と

もに，600V の定格絶縁電圧

である。 

8.構造 8.1 構造一般 

a） 外箱は堅ろうな金属製とし，収納機

器の重量，動作による衝撃などに十分耐

える構造でなければならない。（以下略） 

実機及び試験体の電気盤と

もに，本要求に基づき設計さ

れている。 

以上のとおり，選定した試験体の高温ガスの滞留場所については，実機に対

して同等性を有している。 

③可燃物に対する同等性

高温ガスの滞留場所にある可燃物は，主に通電部まわりの絶縁物である。当

該箇所に使用される絶縁物の材料の耐熱温度が，実機と同等の電気盤を試験体
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として選定した。（表 4-1-8～表 4-1-11 参照） 

具体的には，M/C 及び M/C(D/G)については，実機と同じ絶縁物の材料を使用

している電気盤を採用し， L/C 及び C/C については，実機と同じ絶縁物の材料

及び，保守的に，実機より耐熱温度の低い絶縁物の材料を使用している電気盤

を試験体として採用した。 

このため，選定した試験体の可燃物は，実機に対して同等性を有している。 

表 4-1-8 M/C における実機及び試験体の絶縁物の材料の比較・評価 

M/C の絶縁物の材料 比較・評価 

試験体 エポキシ樹脂（耐熱温度：150～200℃）

・ブッシング

実機及び試験体ともに，絶縁物

は，エポキシ樹脂が使用されて

いる。 実機 エポキシ樹脂（耐熱温度：150～200℃）

・モールドフレーム（実機①）

・ブッシング（実機①）

・支持サポート（実機①）

表 4-1-9  L/C における実機及び試験体の絶縁物の材料の比較・評価 

L/C の絶縁物の材料 比較・評価 

試験体 フェノール樹脂（耐熱温度：150℃）

・支持サポート

試験体の絶縁物は，耐熱温度

150℃の材料であり，実機の絶

縁物は，試験体と同等以上の

耐熱温度 150℃及び 150～

200℃の材料が使用されてい

る。 

実機 エポキシ樹脂（耐熱温度：150～200℃）

・支持サポート（実機①）

フェノール樹脂（耐熱温度：150℃）

・支持サポート（実機②，③）

表 4-1-10  C/C における実機及び試験体の絶縁物の材料の比較・評価 

C/C の絶縁物の材料 比較・評価 

試験体 変性ポリフェニレンエーテル（耐熱温度：

90～105℃） 

・母線絶縁カバー

試験体の絶縁物は，耐熱温度

90～105℃の材料であり，実機

の絶縁物は，試験体と同等以

上の耐熱温度120～130℃の材

料が使用されている。 

実機 ポリカーボネイト（耐熱温度：120～130℃） 

・母線絶縁カバー（実機①）

表 4-1-11 M/C(D/G)における実機及び試験体の絶縁物の材料の比較・評価 

M/C(D/G)の絶縁物の材料 比較・評価 

試験体 不飽和ポリエステル樹脂（耐熱温度：130

～150℃） 

・モールドフレーム

試験体の絶縁物は，耐熱温度

130～150℃の材料であり，実

機の絶縁物は，試験体と同等

以上の耐熱温度150～200℃の

材料が使用されている。 

実機 エポキシ樹脂（耐熱温度：150～200℃）

・モールドフレーム（実機①）

・ブッシング（実機①）

・支持サポート（実機①）
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4.1.2 まとめ 

アーク火災発生の有無は，①非密閉性の程度，②高温ガスの滞留場所，③可燃物

及び④アークエネルギーによるが，試験に用いられる電気盤については，これら４

つのパラメータの内，②及び③が実際に所内で使用されているものとの同等性に影

響を与えるおそれがあることから，②及び③の観点で実機と同等の電気盤を試験体

として選定した。 

このため，試験に用いられる電気盤と実際に所内で使用されているものとは同等

性がある。 
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電気盤構造を分類した結果について，以下の表に示す。 

表 4-1-12 HEAF 試験に使用した電気盤及び実機で使用している電気盤構造の分類（1/5） 

種類 電気盤 盤構造＊ 

M/C 試験体

② 

実機① 

＊盤を側面から見た図  
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表 4-1-12 HEAF 試験に使用した電気盤及び実機で使用している電気盤構造の分類（2/5） 

種類 電気盤 盤構造＊ 

L/C 試験体

⑤ 

＊盤を側面から見た図 
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表 4-1-12 HEAF 試験に使用した電気盤及び実機で使用している電気盤構造の分類（3/5） 

種類 電気盤 盤構造＊ 

L/C 実機① 

実機② 

＊盤を側面から見た図 
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表 4-1-12 HEAF 試験に使用した電気盤及び実機で使用している電気盤構造の分類（4/5） 

種類 電気盤 盤構造＊ 

C/C 試験体

⑥ 

実機① 

＊盤を側面から見た図 
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表 4-1-12 HEAF 試験に使用した電気盤及び実機で使用している電気盤構造の分類（5/5） 

種類 電気盤 盤構造＊ 

M/C 

(D/G) 

試験体

⑦ 

実機① 

＊盤を側面から見た図 
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表 4-1-13 実機及び試験体の可燃物に対する同等性（1/5） 

種類 遮断器 
遮断器に使用されている 

主な絶縁物 
外形図 

M/C 試験体

② 

エポキシ樹脂

（耐熱温度：150～200℃） 

・ブッシング

実機① エポキシ樹脂

（耐熱温度：150～200℃） 

・モールドフレーム

・ブッシング

・支持サポート
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表 4-1-13 実機及び試験体の可燃物に対する同等性（2/5） 

種類 遮断器 
遮断器に使用されている 

主な絶縁物 
外形図 

L/C 試験体

⑤ 

フェノール樹脂

（耐熱温度：150℃）

・支持サポート
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表 4-1-13 実機及び試験体の可燃物に対する同等性（3/5） 

種類 遮断器 
遮断器に使用されている 

主な絶縁物 
外形図 

L/C 実機① エポキシ樹脂

（耐熱温度：150～200℃） 

・支持サポート

実機② フェノール樹脂

（耐熱温度：150℃）

・支持サポート

実機③ フェノール樹脂

（耐熱温度：150℃）

・支持サポート
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表 4-1-13 実機及び試験体の可燃物に対する同等性（4/5） 

種類 遮断器 
遮断器に使用されている 

主な絶縁物 
外形図 

C/C 試験体

⑥ 

変性ポリフェニレンエー

テル

（耐熱温度：90～105℃）

・母線絶縁カバー

実機① ポリカーボネイト 

（耐熱温度：120～130℃） 

・母線絶縁カバー
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表 4-1-13 実機及び試験体の可燃物に対する同等性（5/5） 

種類 遮断器 
遮断器に使用されている 

主な絶縁物 
外形図 

M/C 

(D/G) 

試験体 

⑦ 

不飽和ポリエステル樹脂 

（耐熱温度：130～150℃） 

・モールドフレーム

実機① エポキシ樹脂（耐熱温

度：150～200℃）

・モールドフレーム

・ブッシング

・支持サポート
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4.2 短絡電流の目標値 

（審査ガイド抜粋【2.2 短絡電流の目標値】） 

 HEAF 試験において電気盤にアーク放電を発生させる電流の目標値として、短絡電流値

を設定する必要がある。各電気盤の短絡電流値は、電気系統の設計時に設定されている

値を踏まえて、設定されていることを確認する。（解説-2） 

 なお、HEAF 試験に用いる電気盤の受電側に印加する電圧については、電気盤の実使用

条件である定格電圧値を踏まえて、初期の印加電圧を設定していることを確認する。 

（解説-2）一般的な電気盤における短絡電流値の算出方法について 

 短絡電流値は、評価対象とする電気盤の受電側に接続している変圧器の二次側定格電

流と当該変圧器の短絡インピーダンスによって算出される。 

 まず、変圧器二次側の定格電流Ｉ０は、三相短絡容量Ｗ及び定格電圧Ｖ０から次のよう

に求められる。 

   Ｉ０ ＝ Ｗ /（√3 × Ｖ０）                                        式(1) 

Ｉ０：変圧器二次側の定格電流[A]、Ｗ：三相短絡容量[VA]、Ｖ０：定格電圧[V] 

 また、計算上最大の三相の短絡電流Ｉｂは、短絡インピーダンスＺ及び定格電流Ｉ０か

ら次のように求められる。 

Ｉｂ ＝Ｉ０ × 100 / Ｚ                                             式(2) 

Ｉｂ：三相の短絡電流[A]、Ｉ０：定格電流[A]、Ｚ：短絡インピーダンス[%] 

ここで、短絡インピーダンスとは、変圧器の二次側を短絡させた状態で一次側に電圧

を印加し、二次側の電流が定格電流になった時の一次側の電圧と二次側の定格電圧との

比を百分率で表したもので、短絡電流の計算に使用されるものである。 

HEAF 試験における短絡電流値の目標値は，実機プラントにて使用している電気盤の

三相短絡電流値を踏まえて，表 4-2-1 のとおり設定している。 

なお，各電気盤の短絡電流を求めるための三相短絡容量及び短絡インピーダンスにつ

いては，表 6-3 に示す。 

D/G 給電時の短絡電流については，6.(1).c に示す算出式より算出した。 

表 4-2-1 HEAF 試験時における短絡電流値の目標値 

電気盤 短絡電流目標値 
【参考】島根原子力発電所第２号機の HEAF

対策対象の電気盤の短絡電流値 

M/C 18.9kA 又は 40.0kA*1 32.2kA,38.6kA,41.3kA＊2 

L/C 45.0kA 35.2kA＊3 

C/C 45.0kA 12.6kA 又は 15.0kA＊4 

M/C(D/G) 5kA＊5 
2.89kA(A 及び B-D/G) 

4.82kA(HPCS-D/G) 

注記 ＊1 ：短絡電流の違いによる傾向を確認するため 2パターン設定して試験を実施した。 

＊2 ：C,D 及び HPCS-M/C で発生する短絡電流値を記載 
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（予備変圧器からの給電時：32.2kA，所内変圧器からの給電時：38.6kA，起動変

圧器からの給電時：41.3kA） 

＊3 ：C 及び D-L/C で発生する短絡電流値を記載 

＊4 ：C 系,D 系及び HPCS-C/C で発生する短絡電流値を記載 

（C系及び D系-C/C への給電時：15.0kA，HPCS-C/C への給電時：12.6kA） 

 ＊5 ：「第 3 回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会(2018 年 10 月 15 日)」

での試験条件設定の考え方詳細(補 6)に示すとおり，M/C(D/G)試験については，

低電流が長時間流れる領域である初期ピーク後の低電流・長時間電流領域を短

絡電流とする（図 4-2-1 参照）。 

図 4-2-1 M/C(D/G)の短絡電流特性イメージ図 

また，HEAF 試験における初期の印加電圧は，島根原子力発電所第２号機において使用

している電気盤の定格使用電圧値を踏まえて表 4-2-2 のとおり設定している。 

表 4-2-2 HEAF 試験時における試験初期の印加電圧 

電気盤 試験初期の印加電圧 

【参考】島根原子力発電所第２号機

の HEAF 対策対象の電気盤

の定格使用電圧 

M/C 6.9kV 又は 8.0kV*1 6.9kV*2 

L/C 504V 460V*3 

C/C 504V 460V*4 

M/C(D/G) 6.9kV 6.9kV*5 

注記*1：試験設備の都合により，短絡電流目標値 18.9kA に対しては 6.9kV で実施し， 

40kA に対しては 8.0kV で実施した。 

*2：C,D 及び HPCS-M/C の定格使用電圧を記載

*3：C 及び D-L/C の定格使用電圧を記載

*4：C 系,D 系及び HPCS-C/C の定格使用電圧を記載

*5：M/C(D/G)の定格使用電圧を記載

なお，アーク火災発生の有無は，電流及び電圧の積をアーク放電の継続時間で積分し

て算出するアークエネルギーに依存しており（「5. アーク火災発生の評価」参照），短絡

電流値及び印加電圧の違いは，試験結果に影響を及ぼすものではない。 

このことから，実機プラント相当の短絡電流値及び定格使用電圧を用いて，アーク放

電の継続時間を変えることで，火災が発生するアークエネルギーのしきい値を求める試

験を実施した。 

短絡初期に高い電流が
短時間に発生し流れる領域

低電流が長時間流れる領域

M/C(D/G)試験電流： 5.0kA

時間

電
流
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4.3 HEAF 試験に用いる電気回路 

（審査ガイド抜粋【2.3 HEAF試験に用いる電気回路】） 

HEAF試験に用いる電気回路は、付録Aに示す電気回路又は同等の電気回路を用いているこ

とを確認する。 

付録A HEAF試験に用いる電気回路の一例 

HEAF 試験に用いる電気回路は，短絡発電機，主遮断器，投入器，限流リアクトル，計

器用変圧器及び変流器等で構成されており，審査ガイドに示されているものと同等であ

る。M/C，L/C，C/C 及び M/C(D/G)それぞれについて電気回路を以下に示す。 

図 4-3-1 M/C 試験回路 

図 4-3-2 L/C 試験回路 

GEN
Rn
MB
MS
L
Cg

短絡発電機
中性点抵抗
主遮断器
投入器
限流リアクトル
サージ吸収用コンデンサ

Tr
VT1
VT2
CT
F

変圧器（15kV / 12kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（33kV / 110V）
変流器（4kA / 1A, max 63kA）
直径0.5mmの銅線

GEN
Rn
MB
MS
L
Cg

短絡発電機
中性点抵抗
主遮断器
投入器
限流リアクトル
サージ吸収用コンデンサ

Tr
VT1
VT2
Sh
F

変圧器（12kV / 0.6kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（2.2kV / 110V）
変流器（170kA, 20μΩ, 同軸形）
直径0.5mmの銅線（8本撚り）
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図 4-3-3  C/C 試験回路 

図 4-3-4 M/C(D/G)試験回路 

GEN
Rn
MB
MS
L
Cg

短絡発電機
中性点抵抗
主遮断器
投入器
限流リアクトル
サージ吸収用コンデンサ

Tr
VT1
VT2
Sh
F

変圧器（12kV / 0.6kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（2.2kV / 110V）
変流器（170kA, 20μΩ, 同軸形）
直径0.5mmの銅線（8本撚り）

GEN
Rn
MB
MS
L
Cg

短絡発電機
中性点抵抗
主遮断器
投入器
限流リアクトル
サージ吸収用コンデンサ

Tr
VT1
VT2
CT
F

変圧器（15kV / 24kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（33kV / 110V）
変流器（4kA / 1A, max 63kA）
直径0.5mmの銅線
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 4.4 測定項目 

（審査ガイド抜粋【2.4 測定項目】） 

 HEAF 試験において電圧電流波形が測定されていることを確認する。具体的な測定項目、

測定目的及び測定方法を表 1に示す。（参考-1） 

表１ HEAF 試験の測定項目等 

測定項目 測定目的 測定方法 

電圧電流波形 
アークパワー及びアークエ

ネルギーを計算する。

電圧及び電流の波形を記録す

る。 

（参考-1）その他の測定項目 

 本ガイドの適用範囲である、遮断器の遮断時間の設計に用いるものではないが、HEAF

試験において、火災の影響と同時に爆発の影響も評価する場合には、表１の測定項目の

ほか、HEAFを詳細に把握するため、電気盤周囲の熱流束（ＮＵＲＥＧ/ＣＲ－６８５０に

規定されるZOI（電気盤の上部では1.5m、前面及び側面では0.9m 離れた位置（付録B参照））

の境界線上を含む複数箇所に熱流束計を設置して測定する。）、電気盤内圧力、電極の

損耗量（例えば、電極の重量減）、衝撃波（例えば、電気盤内の圧力及び電気盤外の音

圧）、電磁力、電気盤内温度、赤外線カメラや高速度カメラによる動画等のデータも同

時に取得していることが望ましい。 

HEAF 試験においては，「4.3 HEAF 試験に用いる電気回路」に示す変流器（CT）又は分

流器（Sh）により電流波形を測定し、計器用変圧器（VT2）により電圧波形を測定してい

る。 

アークエネルギーのしきい値の評価に使用した試験について表 4-4-1 にまとめ，測定

した電流及び電圧波形を図 4-4-1～図 4-4-4 に示す。電流波形については，アーク放電

の発生直後，設定位相による直流成分が加わる（図 4-4-1～図 4-4-4 ①参照）が，時間

経過とともに短絡電流目標値に近い値となっている（図 4-4-1～図 4-4-4 ②参照）。電圧

波形については，アーク放電による短絡状態であり，三相合計値＊で M/C：約 1.3kV，L/C：

約 0.5kV，C/C：約 0.7kV，M/C(D/G)：約 1.3kV 程度で推移している（図 4-4-1～図 4-4-4 

③参照）。これら電圧と電流の積（アークパワー）をアーク放電の継続時間で積分し，ア

ークエネルギーを算出している（「4.8 アークエネルギー計算」参照）。 

また，審査ガイドの「（参考-1）その他の測定項目」に記載されている電気盤周囲の熱

流束及び電気盤内圧力の測定ならびに高速度カメラによる動画撮影等を実施している。 

HEAF 試験時の測定項目について，表 4-4-2 に示す。 

注記＊：アークエネルギーの算出は三相合計値を用いることから，三相合計値を説明。 
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表 4-4-1 しきい値に係る HEAF 試験一覧表 

種類 

試験条件 試験結果 【参考】 

電中研 

試験番号 
試験初期の 

印加電圧 

短絡電流 

目標値 

アーク

エネルギー
測定波形 

M/C 8.0kV 40.0kA 25.3MJ 図 4-4-1 5-3＊

L/C 504V 45.0kA 18.9MJ 図 4-4-2 7-5＊

C/C 504V 45.0kA 4.49MJ 図 4-4-3 10-3＊

M/C(D/G) 6.9kV 5.0kA 16.6MJ 図 4-4-4 9-2＊

注記＊：火災が発生しない最大のアークエネルギーが得られた HEAF 試験 

  表 4-4-2 HEAF 試験時の測定項目 

電気盤 測定項目 

M/C 電圧波形，電流波形，電気盤内圧力，高速度カメラによる動画撮影 

L/C 
電圧波形，電流波形，電気盤内圧力，電気盤周囲の熱流束， 

高速度カメラによる動画撮影 

C/C 
電圧波形，電流波形，電気盤内圧力，電気盤周囲の熱流束， 

高速度カメラによる動画撮影 

M/C 

(D/G) 

電圧波形，電流波形，電気盤内圧力，電気盤周囲の熱流束， 

高速度カメラによる動画撮影 
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①：アーク放電の発生直後，設定位相による直流成分が加わる。

②：時間経過とともに短絡電流目標値に近い値となっている。

③：アーク放電による短絡状態であり，三相合計値で約 1.3kV 程度で推移している。

図 4-4-1 HEAF 試験時の電圧・電流波形（M/C） 

①

②

③

アーク消弧点

t1=630ms
700ms

短
絡
電
流

ア
ー
ク
電
圧

直流成分により上方向へシフト

GEN
Rn
MB
MS
L
Cg

短絡発電機
中性点抵抗
主遮断器
投入器
限流リアクトル
サージ吸収用コンデンサ

Tr
VT1
VT2
CT
F

変圧器（15kV / 12kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（33kV / 110V）
変流器（4kA / 1A, max 63kA）
直径0.5mmの銅線

試験初期の印加電圧(8.0kV)を測定

短絡電流の電流波形を測定

アーク電圧の電圧波形を測定

41

390



 

①：アーク放電の発生直後，設定位相による直流成分が加わる。

②：時間経過とともに短絡電流目標値に近い値となっている。

③：アーク放電による短絡状態であり，三相合計値で約 0.5kV 程度で推移している。

図 4-4-2 HEAF 試験時の電圧・電流波形（L/C） 
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F

変圧器（12kV / 0.6kV）
計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（2.2kV / 110V）
変流器（170kA, 20μΩ, 同軸形）
直径0.5mmの銅線（8本撚り）

試験初期の印加電圧(504V)を測定 アーク電圧の電圧波形を測定

短絡電流の電流波形を測定
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①：アーク放電の発生直後，設定位相による直流成分が加わる。

②：時間経過とともに短絡電流目標値に近い値となっている。

③：アーク放電による短絡状態であり，三相合計値で約 0.7kV 程度で推移している。

図 4-4-3 HEAF 試験時の電圧・電流波形（C/C） 
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計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（2.2kV / 110V）
変流器（170kA, 20μΩ, 同軸形）
直径0.5mmの銅線（8本撚り）

試験初期の印加電圧(504V)を測定 アーク電圧の電圧波形を測定

短絡電流の電流波形を測定
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①：アーク放電の発生直後，設定位相による直流成分が加わる。

②：時間経過とともに短絡電流目標値に近い値となっている。

③：アーク放電による短絡状態であり，三相合計値で約 1.3kV 程度で推移している。

図 4-4-4 HEAF 試験時の電圧・電流波形（M/C(D/G)） 
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計器用変圧器（15kV / 100V）
計器用変圧器（33kV / 110V）
変流器（4kA / 1A, max 63kA）
直径0.5mmの銅線

試験初期の印加電圧(6.9kV)を測定 アーク電圧の電圧波形を測定

短絡電流の電流波形を測定
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4.5 アーク放電の発生方法 

（審査ガイド抜粋【2.5 アーク放電の発生方法】） 

アーク放電を発生させる試験が、電気盤の遮断器の受電側及び配電側で実施されてい

ることを確認する。アーク放電は、ＩＥＥＥ Ｃ３７.２０.７－２００７等に基づき、母

線に導電性針金をワイヤリングした後、2.2 から 2.4 の試験条件で大電流を流し三相短絡

させて発生させていることを確認する。 

参考 ： ＩＥＥＥ Ｃ３７.２０.７－２００７の該当箇所抜粋 

5.3 Arc initiation 

For equipment defined by IEEE Std C37.20.1-2002: The arc shall be initiated by 

means wire 2.6 mm in diameter or 10 AWG. 

For equipment defined by IEEE Std C37.20.2-1999 and IEEE Std C37.20.3-2001: The 

arc shall be initiated by means of a metal wire 0.5 mm in diameter or 24 AWG. 

IEEE C37.20.1-2002（Low-voltage switchgear AC254V～635V）で定義されている装置

に関して，アークは直径 2.6mm または 10AWG の金属線によって発弧されなければならな

い。 

IEEE C37.20.2-1999（metal-clad switchgear AC5kV～35kV)で定義されている装置に

関して，アークは直径 0.5mm 又は 24AWG の金属線によって発弧されなければならない。 

電気盤の遮断器の受電側及び配電側でアーク放電を発生させて試験を実施している。

（図 4-5-1～図 4-5-4 参照）なお，C/C については，遮断器の配電側でアーク放電を発生

させた場合，当該遮断器によって，0.1 秒以下で遮断され，審査ガイドに基づき適切に HEAF

対策ができているものと判断されることから，配電側でアーク放電を発生させての試験は

実施していない。 

図 4-5-1 遮断器の短絡箇所（M/C 試験時） 

遮断器の配電側短絡の例遮断器の受電側短絡の例
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図 4-5-2 遮断器の短絡箇所（L/C 試験時） 

図 4-5-3 遮断器の短絡箇所（C/C 試験時） 

図 4-5-4 遮断器の短絡箇所（M/C(D/G)試験時） 

L/C遮断器（全景）
遮断器の受電側短絡の例

遮断器の配電側短絡の例

遮断器の受電側短絡の例

遮断器の配電側短絡の例
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ワイヤリングは，直径 0.5mm の銅線（M/C 及び M/C(D/G)：1本撚り，L/C 及び C/C：

8 本撚り）を張り，試験電流を通電することで溶断発弧させた。銅線の選定は以下の

規格を参考に決定した。 

・M/C 及び M/C(D/G)・・・ＪＥＭ－１４２５（２０１１），

ＩＥＣ６２２７１－２００（２０１１） 

・L/C 及び C/C・・・・・ ＩＥＣ/ＴＲ６１６４１（２００８）

図 4-5-5 発弧線の設置状況（遮断器 2次側端子） 

・ＪＥＭ－１４２５（２０１１）の該当箇所抜粋

 アークは，直径約 0.5mm の金属線によって相間（相分割導体の場合は，一相と接地

との間）で点弧することが望ましい。 

・ＩＥＣ６２２７１－２００（２０１１）の該当箇所抜粋

 The arc shall be initiated between all the phases under test by means of a metal 

wire of about 0.5mm in diameter… 

 （アークは，直径約 0.5mm の金属線によって試験対象となる全ての相間で点弧する

ものとする。） 

・ＩＥＣ/ＴＲ６１６４１（２００８）の該当箇所抜粋

 The arc is initiated between the phases without connection to earth by means 

of a bare copper ignition wire connecting the adjacent conductors across the 

shortest distance, and connected to three phases. 

（裸銅線によって隣接導体を最短距離で接続することにより，接地されていない相

間にアークを点弧させる。） 
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 With regard to the test current, the sizes of the copper ignition wire given 

in Table1 should be used. 

（試験電流に関しては，表 1に示される銅線のサイズを使用すべき。） 

Table1 - Sizes of the cooper ignition wire 

without current limiting protection device 

Test current (rms value) 

kA 

Wire size 

mm2 

≦25 0.75 

>25 ≦40 1.0 

>40 1.5 

（＊L/C の試験電流は 45kA なので，銅線の太さは 1.5mm2となる。直径 0.5mm

の銅線を使用した場合，1.5mm2を確保するために 8本撚りとしている。 

  （0.5×0.5×π÷4×8本＝1.57mm2）） 
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4.6 アーク放電の継続時間 

（審査ガイド抜粋【2.6 アーク放電の継続時間】） 

アーク放電の継続時間を設定する際には、所内で実際に使用している継電器の設定時間

を踏まえ、目標とするアークエネルギーの値が得られるよう、設定されていることを確認

する。また、HEAF 試験により得られた電圧電流波形から、アーク放電の継続時間を求めて

いることを確認する。 

アーク放電の継続時間については，島根原子力発電所第２号機で使用している保護継

電器の対策後の設定値を踏まえたアークエネルギーの最大値（目標とするアークエネル

ギー）以上のアークエネルギーが得られるよう，段階的にアーク放電の継続時間を設定

している。（表 4-6-1 参照） 

また，HEAF 試験で得られた電圧電流波形から，三相短絡が継続している間をアーク放

電の継続時間（t1）として求めている。（図 4-4-1～図 4-4-4 参照） 
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表 4-6-1 HEAF 試験条件及び試験結果（1/2） 

種類 電気盤 

試験初

期の印

加電圧 

試験初

期の印

加電流 

アーク放電の

継続時間（sec） アークエ

ネルギー

（MJ）

アーク

火災有

無 

目標とするアー

クエネルギー

（島根原子力発

電所第２号機の

最大値）（MJ）＊

【参考】 

電中研 

試験番号 設定値 実測値 

M/C 試験体

① 

6.9kV 18.9kA 0.1 0.103 3.09 無 24 1-1

0.3 0.302 8.17 無 1-2

0.5 0.527 12.9 無 2-1

0.5 0.526 10.4 無 2-2

1.0 1.23 24.7 無 3-1

1.0 1.23 20.3 無 3-2

1.0 1.23 27.6 有 3-3

2.0 2.18 41.8 有 3-4

2.0 2.39 44.6 有 4-1

1.0 1.23 17.7 無 4-2

試験体

② 

8.0kV 40.0kA 0.2 0.22 12.8 無 5-1

0.2 0.21 8.68 無 5-2

0.6 0.63 25.3 無 5-3

L/C 試験体

③ 

504V 45kA 0.2 0.20 2.49 無 11 6-1

0.5 0.51 6.34 無 6-2

1.5 1.53 19.8 有 6-3

1.0 0.18 2.91 無 6-4

試験体

④ 

1.3 0.43 5.76 無 7-1

1.3 0.06 0.88 無 7-2

1.3 0.02 0.34 無 7-3

1.3 1.32 18.5 無 7-4

1.4 1.43 18.9 無 7-5

試験体

⑤ 

1.3 1.32 17.4 無 8-1

1.3 1.32 17.3 無 8-2

1.4 1.44 18.7 無 8-3

C/C 試験体

⑥ 

504V 45kA 0.1 0.06 0.9 無 4.1 10-1

0.5 0.52 7.56 有 10-2

0.3 0.32 4.49 無 10-3

0.21 0.07 1.02 無 11-1

0.28 0.15 2.24 無 11-2

0.28 0.05 0.80 無 11-3

0.28 0.28 3.94 無 11-4

＊：表 6-3 の誤差を考慮した場合における最大のアークエネルギー値を記載 

:火災が発生した最小のアークエネルギー ：火災が発生しない最大のアークエネルギー 
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表 4-6-1 HEAF 試験条件及び試験結果（2/2） 

種類 電気盤 

試験初

期の印

加電圧 

試験初

期の印

加電流 

アーク放電の

継続時間（sec） アークエ

ネルギー

（MJ）

アーク

火災

有無

目標とするアー

クエネルギー（島

根原子力発電所

第２号機の最大

値）（MJ）＊

【参考】 

電中研 

試験番号 設定値 実測値 

M/C 

(D/G) 

試験体

⑦ 

6.9kV 5kA 
2.65 2.69 14.7 無 

15.4 

（A 及び B-D/G） 

15.3 

（HPCS-D/G） 

9-1

3.00 3.05 16.6 無 9-2

6.10 6.27 32.3 有 9-3

＊：表 6-3 の誤差を考慮した場合における最大のアークエネルギー値を記載 

:火災が発生した最小のアークエネルギー ：火災が発生しない最大のアークエネルギー 
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4.7 HEAF 試験の実施 

（審査ガイド抜粋【2.7 HEAF 試験の実施】） 

 HEAF 試験は 2.1 で選定した電気盤を用いて実施されていることを確認する。初期の電

圧及び電流値として 2.2 で設定した値が用いられていることを確認する。また、HEAF 試

験時の電圧及び電流値は電気盤よりも受電側で測定されていることを確認する。さらに、

アーク放電の継続時間を変化させ、アーク火災が発生する場合としない場合の、それぞれ

のアーク放電の継続時間が得られていることを確認する。 

HEAF 試験は，「4.1 電気盤の選定」にて選定した電気盤を用いて実施した。 

HEAF 試験の初期の電圧及び電流値として「4.2 短絡電流の目標値」にて設定した値を

用いて，以下のとおり試験を実施した。 

表 4-7-1 電力中央研究所 HEAF 試験結果（M/C の一例） 

：火災が発生しない最大のアークエネルギーが得られた HEAF 試験 
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表 4-7-2 電力中央研究所 HEAF 試験結果（L/C の一例） 

表 4-7-3 電力中央研究所 HEAF 試験結果（C/C の一例） 

：火災が発生しない最大のアークエネルギーが得られた HEAF 試験 

：火災が発生しない最大のアークエネルギーが得られた HEAF 試験 
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 表 4-7-4 電力中央研究所 HEAF 試験結果（M/C(D/G)の一例） 

また，図 4-4-1～図 4-4-4 に示すとおり，HEAF 試験時の電圧及び電流値は，電気盤よ

りも受電側の電圧計（図中の VT2）及び電流計（図中の CT又は Sh）で測定している。 

さらに，表 4-6-1 に示すとおり，M/C，L/C，C/C 及び M/C(D/G)のぞれぞれに対して，

アーク火災が発生する場合としない場合の，それぞれのアーク放電の継続時間が得られて

いる。 

：火災が発生しない最大のアークエネルギーが得られた HEAF 試験 
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4.8 アークエネルギーの計算 

（審査ガイド抜粋【2.8 アークエネルギーの計算】） 

 HEAF 試験におけるアークエネルギー（J）は、アークパワー（W）をアーク放電の継続時

間（s）で積分した値としていることを確認する。 

HEAF 試験におけるアークエネルギーは，アークパワーをアーク放電の継続時間で積分

した値としており，以下の式にて算出している。 

Ｅ０ ＝ ∫
t0

0
Ｗ０ dt 

Ｅ０：三相のアークエネルギー Ｗ０：アークパワー ｔ０：アーク放電の継続時間 

しきい値の決定に係る HEAF 試験のアークパワー，アークエネルギーの算出結果（M/C，

L/C，C/C 及び M/C(D/G)）を表 4-7-1～表 4-7-4 に示す。 

アークエネルギーの算出過程について，M/C を例に以下に示す。

図 4-8-1 に M/C の HEAF 試験の電圧・電流波形とアークパワー，アークエネルギーの波

形を示しており，アークパワーは電圧・電流波形の積により算出している。 

さらに，アークパワーをアーク放電の継続時間で積分し，アークエネルギーを算出し

ている。M/C のアークエネルギーＥ１の算出式は以下のとおりである。 

Ｅ１ ＝ ∫
t1

0
Ｗ１ dt ＝ ∫

t1

0
(Ｖ１・Ｉ１) dt ＝ 25.3 [MJ] 

Ｗ１：アークパワー 

Ｉ１：アーク電流 

Ｖ１：アーク電圧 

ｔ１：アーク放電の継続時間(630ms) 

図 4-8-1 M/C のアークエネルギー算定例 
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5. アーク火災発生の評価

 5.1 アーク火災発生の評価の概要 

電気盤においてアーク火災が発生する場合には，アーク放電発生の数十秒から数分後

に目視によりアーク火災発生状況を確認できる。また，電気盤周囲の熱流束を測定する

ことによってもアーク火災の発生を確認できる。 

アーク火災発生の有無とアークエネルギーの関係を評価することにより，アーク火災

が発生する場合の電気盤固有のアークエネルギーのしきい値を求めることができる。 

 5.2 評価に用いる必要なデータ 

（審査ガイド抜粋【3.2 評価に用いる必要なデータ】） 

アーク火災評価には、アークエネルギー［J］及びア－ク放電の継続時間［s］を用い

る。なお、これらのデータについては、信頼性のある試験（事業者自らが直接行った試

験に限らない。）に基づくものであることを確認すること。（解説-1） 

HEAF 試験は，電力中央研究所に委託して実施しており，試験を実施した大電力試験所

は，ＩＳＯ/ＩＥＣ１７０２５（ＪＩＳ Ｑ １７０２５）（校正機関および試験所能力に

関する一般要求事項）に適合する試験所として，公益財団法人 日本適合性認定協会か

ら「試験所認定」を取得していることから，評価に用いたデータは，信頼性のある試験

に基づくものである。 

【参考】電力中央研究所ホームページより抜粋 

(https://criepi.denken.or.jp/jp/hptl/quality.html） 
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 5.3 アーク火災が発生しないアークエネルギーのしきい値に係る評価 

（審査ガイド抜粋【3.3 アーク火災が発生しないアークエネルギーのしきい値に係る評

価】） 

 電気盤においてアーク火災が発生しないアークエネルギーのしきい値（以下単に「し

きい値」という。（解説-3）を求める際には、アーク火災発生の有無とその時のアークエ

ネルギーとの関係を評価する。しきい値が、HEAF 試験においてアーク火災が発生しなか

った場合の最大のアークエネルギー値となっていること及びアーク火災が発生した全て

のアークエネルギー値を下回っていることを確認する。ただし、HEAF 試験の結果、火災

の発生に至らないと判断された場合は、しきい値の算定は不要である。（解説-4） 

（解説-3）しきい値 

アーク火災が発生する場合の電気盤固有の真のしきい値（実際に火災が発生するしき

い値）は、アーク火災が発生した時の値と発生しなかった時の値の間に存在する。（付録

D参照） 

付録 D アーク火災が発生しないアークエネルギーのしきい値に係る評価の例 

（解説-4）火災の発生に至らないと判断された場合について 

 HEAF 試験の結果、アーク火災の発生に至らない場合がある（例えば、小型の電気盤な

どにおいて内部の構成部品が吹き飛び、通電できなくなることでアークエネルギーが比

較的小さい値になる等）。このような場合には、しきい値が存在しないことから、その算

定は不要とする。 

HEAF 試験により，M/C，L/C，C/C 及び M/C(D/G)の電気盤において，それぞれ図 5-3-1

～図 5-3-4 に示す試験結果が得られ，しきい値の設定については，それぞれの測定誤差

を保守的に考慮した上で，さらに端数を切り捨てて，それぞれの電気盤においてしきい

値（M/C:25MJ，L/C:18MJ，C/C:4.4MJ 及び M/C(D/G)：16MJ）を決定した。（表 5-3-1 参照） 

また，しきい値が，HEAF 試験においてアーク火災が発生しなかった場合の最大のアー

クエネルギー値より保守的な値となっていること（表 5-3-1②及び③参照）及びアーク

火災が発生した全てのアークエネルギー値を下回っていること（表 5-3-1①及び③参照）

を確認した（HEAF 試験によって得られた全てのアークエネルギー及び火災の発生有無に

ついては，表 4-6-1 参照）。 

なお，アーク火災発生の判定については，以下の方法により実施した。 

 アーク放電後，電気盤の盤外に対する炎の有無を目視により確認
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 盤外に炎が見られない時は

(1) 盤の扉を開けて内部を目視にて直接確認

⇒M/C，L/C 耐震盤

(2) 電気盤の発熱速度（HRR）の測定により，発熱速度の継続的な上昇の有無を

確認

⇒(1)以外 

図 5-3-1 M/C 試験結果 

図 5-3-2 L/C 試験結果 

図 5-3-3  C/C 試験結果 

25.3MJ：アーク火災無（目視）
・・・表5-3-1②

25MJ：しきい値
・・・表5-3-1③

27.6MJ：アーク火災有（目視）
・・・表5-3-1①
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図 5-3-4 M/C(D/G)試験結果 

表 5-3-1 測定誤差を考慮したしきい値の設定 

①アーク火

災が発生し

た最小のア

ークエネル

ギー（MJ）

②アーク火災が

発生しなかった 

最大のアーク 

エネルギー

（MJ）

測定誤差 

（%） 

測定誤差を

含む②の値 

（MJ） 

③しきい値

（MJ）

M/C＊1 27.6 25.3 0.8 25.09 25 

L/C＊2 19.8 18.9 0.6 18.78 18 

C/C＊3 7.56 4.49 0.6 4.46 4.4 

M/C(D/G) ＊4 32.3 16.6 0.8 16.46 16 

注記＊1 ：①，②及び③の図示については図 5-3-1 参照 

＊2 ：①，②及び③の図示については図 5-3-2 参照 

＊3 ：①，②及び③の図示については図 5-3-3 参照 

＊4 ：①，②及び③の図示については図 5-3-4 参照 

≪しきい値設定の例示（M/C）≫ 

・しきい値【表 5-3-1③】が，HEAF 試験においてアーク火災が発生しなかった場合の最

大のアークエネルギー値【表 5-3-1②】より保守的な値となっている。

25.3MJ×(1-0.008)＝25.09MJ≒25MJ 

25MJ【表 5-3-1③】＜25.3MJ【表 5-3-1②】 

・しきい値【表 5-3-1③】が，アーク火災が発生した全てのアークエネルギー値（最小

値は【表 5-3-1①】）を下回っている。

25MJ【表 5-3-1③】＜27.6MJ【表 5-3-1①】 

16.6MJ：アーク火災無
・・・表5-3-1②

32.3MJ：アーク火災有・・・表5-3-1①

16MJ：しきい値・・・表5-3-1③
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・・・表5-3-1②
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27.6MJ：アーク火災有（目視）
・・・表5-3-1①
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5.4 しきい値に係る解析による評価 

（審査ガイド抜粋【3.4 しきい値に係る解析による評価】） 

 しきい値については、HEAF 試験の結果に基づく解析によって評価してもよい。その際に

は、電気盤内の空間容積や密閉性、定格電圧や短絡電流値の大小等を考慮した条件設定が

行われていることを確認する。（解説-5） 

（解説-5）空間容積や密閉性の考慮の必要性 

 過去に原子力規制庁が実施した HEAF 試験において、電気盤内の空間容積や密閉性によっ

て、アーク火災の発生に必要なアークエネルギーが大きく異なることが示された。これよ

り、アーク火災の発生に必要なアークエネルギーは、電気盤内の空間容積の大小や密閉性

の高低と関係するといえる。（付録 E参照） 

付録 E 原子力規制庁の HEAF 試験結果の一例 

しきい値については，解析による評価は用いず，HEAF 試験の結果により評価し決定した。 

なお，解説-5「空間容積や密閉性の考慮の必要性」については，M/C，L/C 及び C/C のそれ

ぞれにおいて電気盤内の空間容積や密閉性の差があることから，それぞれ HEAF 試験を実施し，

その結果より評価し，アークエネルギーのしきい値を決定した。 

また，M/C(D/G)試験についても，「4.1 電気盤の選定」の記載のとおり，電気盤内の空間容

積や密閉性において，M/C(D/G)試験と M/C 試験で明確な差はなく，アークメカニズムも同様

であることから，M/C 試験と同様に解析による評価は用いず，HEAF 試験の結果により評価し，

アークエネルギーのしきい値を決定した。
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6. HEAF に係る対策の判断基準

（審査ガイド抜粋【4. HEAF に係る対策の判断基準】） 

 実用発電用原子炉施設の保安電源設備のうち、重要安全施設への電力供給に係る電気盤

及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤（例えば、2.5m 以内にあるもの（解説

-6））の遮断器の遮断時間が、3.3 又は 3.4 において評価したしきい値に対応するアーク放

電の継続時間と比べ、小さい値となっていることを確認する。 

ただし、短絡等が起きたとしても非常に短時間（例えば、0.1 秒以下）で電気盤への電

力供給を止めることができる場合（例えば、受電側に短絡継電器が設置されている等）や、

火災の発生に至らないと判断された場合は、適切に遮断されていると判断してもよい。（解

説-4） 

また、その際に、当該電気盤内の遮断器だけでなく、当該電気盤の受電側の遮断器につ

いても、同様にその他必要な対策（参考-2）を含め、確認する。 

（解説-6）電気盤に影響を与えるおそれのある範囲について 

 米国においては、火災防護の要求として、ケーブル処理室でのケーブルトレイの水平距

離を 0.9m 以上離すとしている。また、平成 23 年の東北地方太平洋沖地震の際に女川原子

力発電所において発生したアーク火災において、水平距離2.5mより離れた電気盤にはHEAF

の影響が及んでいなかったことを踏まえ、影響を与えるおそれのある範囲の目安として、

2.5m 以内にあるものとした。ただし、実験等によりアーク火災の影響範囲が特定できる場

合は、その結果を考慮する必要がある。 

（解説-4）火災の発生に至らないと判断された場合について 

 HEAF 試験の結果、アーク火災の発生に至らない場合がある（例えば、小型の電気盤など

において内部の構成部品が吹き飛び、通電できなくなることでアークエネルギーが比較的

小さい値になる等）。この様な場合には、しきい値が存在しないことから、その算定は不要

とする。 

（参考-2）火災感知設備及び消火設備 

火災防護審査基準は、 

・火災感知設備について、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や予想される

火災の性質を考慮して型式を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置すること。

・消火設備について、火災の火炎、熱による直接的な影響のみならず、煙、流出流体、

断線、爆発等による二次的影響が安全機能を有する構築物、系統及び機器に悪影響を

及ぼさないように設置すること

を求めている。火災感知設備及び消火設備については、HEAF が発生した場合を配慮して

配置されていることを確認する必要がある。 
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(1) アーク放電の遮断時間の設定

実用発電用原子炉施設の保安電源設備のうち，重要安全施設への電力供給に係る電気

盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤に発生するアークエネルギーが，

「5.3 アーク火災が発生しないアークエネルギーのしきい値に係る評価」にて評価した

アークエネルギーのしきい値以下となるよう，アーク放電の遮断時間を設定する（図

6-1（1/2）参照）。

電気盤に発生するアークエネルギーは，電気盤に発生する三相短絡電流及び HEAF 試

験の結果から得られたアーク電圧の積により算出したアークパワーをアーク放電の遮

断時間で積分した値としており，以下の式にて算出した。 

Ｅ３φ ＝ Ｖａｒｃ ×Ｉａｒｃ ×ｔａｒｃ

＝ 0.9 ×Ｖａｒｃ ×Ｉｒｍｓ ×ｔａｒｃ 

Ｅ３φ  ：三相のアークエネルギー 

Ｖａｒｃ ：HEAF 試験の結果から得られたアーク電圧 

Ｉａｒｃ ：三相短絡電流の平均値 

Ｉｒｍｓ ：三相短絡電流の実効値 

ｔａｒｃ ：アーク発生時のアーク放電の遮断時間 

図 6-1 アーク放電の遮断時間イメージ図（1/2） 

図 6-1 アーク放電の遮断時間イメージ図（2/2） 

変更前 変更後

遮断時間をしきい値
未満に短縮

現状の遮断時間では
しきい値を超える

遮断時間の短縮検討

事故電流に対する遮断器の
遮断時間特性曲線

事故電流に対する遮断器の
遮断時間特性曲線

しきい値
しきい値

事故電流
事故電流

電流（kA） 電流（kA）

時
間
（

s）

時
間
（

s）

アークエネルギーのしきい値

保護継電器及びタイマーの動作時間誤差を
含むアークエネルギー

設計値

保護継電器の動作時間等の
積み上げ

0s

保護継電器，タイマー等の
動作時間誤差
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a. HEAF 試験の結果から得られたアーク電圧について

アークエネルギーの算出時に使用するアーク電圧は，HEAF 試験の結果から表 6-3

に示すアーク電圧を用いた。 

b. 各電気盤に発生する三相短絡電流について

アークエネルギーの算出時に使用する三相短絡電流は，実機で発生する三相短絡電

流値に近い値を算出するため，電源から短絡箇所までの電路インピーダンス％Ｚ（発

電機，変圧器含む）を用いて，以下の式にて算出した。なお，%Ｚには保守性を考慮

し，ケーブルは含まない。 

短絡電流(A) =
基準容量(VA)

√3 × 基準電圧(V)
×

100

%Ｚ

c. アーク放電の遮断時間について

アークエネルギーの算出時に使用するアーク放電の遮断時間は，保護継電器及び補

助リレーの動作時間ならびに遮断器の開極時間等を積み上げた値を設定し，さらに保

護継電器等の誤差を考慮したアーク放電遮断時間までに発生するアークエネルギー

がアークエネルギーのしきい値以下となるよう設計している。（図 6-1（2/2）参照） 

なお，設計および工事計画認可申請書に記載しているアーク放電の遮断時間につ

いては，表 6-3 に示すとおり誤差を考慮しないアーク放電の遮断時間を記載している。 

 また，M/C(D/G)については，D/G から非常用母線へ給電中に D/G 受電遮断器で HEAF

が発生した場合，D/G 受電遮断器と D/G の間にアーク放電を遮断するための遮断器が

ないことから，HEAF 発生時には D/G の保護継電器により D/G の発電を停止し，D/G

からの給電が停止するまでの期間に発生するアークエネルギーがアークエネルギー

のしきい値以下となるよう設計している（図 6-2 参照）。 

図 6-2 D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合のイメージ図 

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

51

ONのまま

87

OFF

短絡電流

保護リレー動作するが
D/G受電遮断器開放に失敗

保護リレー動作により
D/G機関停止

D/G受電遮断器で
HEAF発生

【凡例】
49：過負荷継電器
50：過電流（瞬時）継電器
51：過電流（限時）継電器
87：比率差動継電器

49,50,51
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D/G の短絡電流（発電機停止による電流減衰過程含む）は，文献[1]に基づく一般

的な以下の①及びメーカ知見に基づく以下の②の算出式を用いて計算した。ただし，

過渡段階以降の同期インピーダンスにより算出される短絡電流（以下「持続短絡電流」

という。）を求める際の励磁特性に関する係数については，実際の D/G に則したメー

カ知見による係数を採用している。

この式に用いた定数は表 6-1 に，計算結果を表 6-3(5/5)，図 6-7 に示す。

①の算出式は，界磁開閉器（消磁コンタクタと同じ機能を持つ機器であり，界磁

開閉器を投入することにより界磁回路が短絡され，発電機の励磁が停止する。）が投

入されるより前の短絡電流の計算式であり，界磁開閉器（消磁コンタクタ）投入によ

り消磁された後は，②の式のとおり短絡回路の時定数によって電流が減衰する。 

①消磁前（持続短絡電流がある場合）の三相突発短絡電流

Irms1 = √Iac1
    2 + Idc1

    2

Iac1 = Id + (Id
′ − Id)e

−
t

Td
′

+ (Id
′′ − Id

′ )e
−

t

Td
′′
 

Idc1 = −√2I" cos α × e
−

t
Tdc 

②消磁後（持続短絡電流がない場合）の三相突発短絡電流

Irms2 = √Iac2
    2 + Idc2

    2

Iac2 = (Id + (Id
′ − Id)e

−
t

Td
′

+ (Id
′′ − Id

′ )e
−

t

Td
′′

)e
−

T41

Td
′

Idc2 = (−√2I" cos α × e
−

t
Tdc) e

−
T41

Td
′

Ｔ４１は界磁開閉器（消磁コンタクタ）投入後の減衰時間 

[1]参考文献：新田目 倖造『電力系統技術計算の応用』（1981），P.84～P.88

表 6-1 短絡電流算出式定数一覧 

記号 定数 

Ｉｒｍｓ 短絡電流の実効値 

Ｉａｃ 短絡電流の交流分の実効値 

Ｉｄｃ 短絡電流の直流分 

Ｉｄ 短絡電流持続電流 

Ｉｄ′ 短絡電流交流分の過渡電流 

Ｉｄ″ 短絡電流交流分の初期過渡電流 

Ｔｄ′ 短絡電流の過渡時定数 

Ｔｄ″ 短絡電流の初期過渡時定数 

Ｔｄｃ 短絡電流直流分の時定数 

α 短絡瞬時の電圧の位相角 
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アーク放電の遮断時間に含まれる誤差の考え方を図 6-3 に，考慮した誤差につい

て表 6-2 に示す。 

図 6-3 アーク放電の遮断時間に含まれる誤差の考え方（1/2） 

（遮断器開放によるアーク放電遮断時） 

図 6-3 アーク放電の遮断時間に含まれる誤差の考え方（2/2） 

（D/G 停止によるアーク放電遮断時） 

アーク放電の遮断時間

HEAF
発生

過電流継電器
(51) 動作

補助リレー等
動作

遮断器
開放

①保護継電器の動作時間 ②誤差 ③遮断器の開極時間等（誤差を含んだ最大値）

＊図6-5,図6-6と同色の箇所は同じ機器であることを示している。

HEAF
発生

過電流継電器
(51) 動作

補助リレー等
動作

D/G

停止

④保護継電器の動作時間 ⑤誤差
⑧保護継電器，タイマー動作後の電流供給

停止までの時間（誤差を含んだ最大値）

アーク放電の遮断時間

タイマ動作

⑥タイマの
動作時間

⑦誤差

＊図6-5,図6-6と同色の箇所は同じ機器であることを示している。

65

414



 

図 6-3 に示す時間の考え方については以下のとおり。 

①過電流継電器(51)の動作時間

（HEAF 発生から過電流継電器(51)が過電流を検知し，信号を発するまでの時間） 

②誤差

（過電流継電器(51)の動作時間に対する誤差） 

③過電流継電器(51)動作後の電流供給停止までの時間

（誤差を含んだ最大値） 

④過電流継電器(51)の動作時間

 （HEAF 発生から過電流継電器(51)が過電流を検知し，信号を発するまでの時間） 

⑤誤差

（過電流継電器(51)の動作時間に対する誤差） 

⑥タイマの動作時間

（過電流継電器(51)から信号を受けて，タイマが信号を発するまでの時間） 

⑦誤差

（タイマの動作時間に対する誤差）

⑧過電流継電器(51)，タイマ動作後の電流供給停止までの時間

（誤差を含んだ最大値）

表 6-2 アーク放電の遮断時間に関する誤差 

(1)保護継電器に関する誤差

誤差

ﾊﾟﾀｰﾝ

使用する保護継電器 
誤差 備考 

機種 保護要素 

1 製品 A 51（過電流継電器） 

2 製品 B 51（過電流継電器） 

3 製品 C タイマ   [sec] 

(2)その他機器に関する誤差

使用する機器 誤差の考え方 誤差を含んだ最大値 備考 

補助リレーA 

誤差を含んだ

最大値で設計 

動作時間：  [sec] 

補助リレーB 動作時間：  [sec] 

補助リレーC 動作時間：  [sec] 

D/G ロックアウトリレー 動作時間：  [sec] 

D/G 受電遮断器 開放時間：  [sec] 

界磁開閉器 

（消磁コンタクタ） 
動作時間：  [sec] 
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各電気盤のアーク放電の遮断時間及びアークエネルギーの一覧を表 6-3 に示す。 

 なお，アーク放電の遮断時間を設定する際に実施する保護継電器の動作時間の設定

については，上流及び下流の保護継電器の動作時間と協調を図ることで，電気事故に

よる影響範囲を局所化する設計とする。具体的には，事故点に最も近い過電流保護継

電器が上位の過電流保護継電器よりも先に動作する設計とする（図 6-4 参照（1/2））。 

図 6-4 保護継電器の動作イメージ（1/2） 

図 6-4 保護継電器の動作イメージ（2/2） 

（HEAF 対策時） 

上位の過電流保護継電器

D/G

②

Ｍ

①

保護協調が取れている例

事故点

※数字は遮断器が開放する順番を示す。
但し，①の遮断器開放により，短絡電流が除去された場合，②の遮断器は開放しない。

①

Ｍ

②

保護協調が取れていない例

【凡例】

：遮断器開放状態

：遮断器投入状態

黒線：健全な範囲

青線：遮断器①の開放により停電する範囲

D/G

上位の過電流保護継電器

下位の過電流保護継電器 下位の過電流保護継電器

事故点

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

49,50,51

OFF

短絡電流

【凡例】
49(負荷側)：補機側の過負荷継電器(49)
50(負荷側)：補機側の過電流継電器(50)
51(負荷側)：補機側の過電流継電器(51)
D/G 51 ：D/G側の過電流継電器(51)

D/G 51＋タイマ

D/G受電遮断器で
HEAF発生

51＋タイマ動作によりD/G停止
（界磁開閉器投入）し，
アーク放電を遮断する
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d. D/G からの給電時における HEAF 対策

D/G の給電回路に設置されている過電流保護継電器の考え方は，補機側の過電流保

護継電器が D/G 側の過電流保護継電器よりも先に動作する設定としている。この保護

協調が適切でない場合，補機側の電気事故により，D/G 機関停止及び D/G 受電遮断器

が開放してしまい，D/G からの電源給電が遮断されることとなる。これは事故点への

電源給電が遮断されるが，同時に他の健全な補機への電源給電も遮断されるため，本

事象は避ける必要がある。 

したがって，補機側の短絡事故に対しては，瞬時に動作する過電流継電器（50）

及び過電流継電器（50）よりも時限をもって動作する過電流継電器（51）を組み合わ

せて適用することで保護協調を実現する。 

D/G 側の過電流継電器（50）（以下「D/G 50」という。）を追加する場合，既存の補

機側の過電流継電器（50）（以下「50（負荷側）」という。）の保護協調について留意

する必要がある。そこで，補機側の短絡事故に対しては，瞬時に動作する 50（負荷

側）及び時限をもって動作する D/G 側の過電流継電器（51）（以下「D/G 51」という。）

を組み合わせて適用することで保護協調を維持し，D/G 側の短絡事故に対しては，既

存の D/G 51 の回路に，さらに時限をもって動作させるタイマを追加し，D/G 停止と

する回路に変更することにより HEAF 対策を行うものとする（図 6-4（2/2）参照）。 

なお，タイマは，D/G の外部故障時にはタイマ設定値以内に D/G 受電遮断器を開放

し短絡電流を遮断するとともに，D/G 受電遮断器にて HEAF が発生した場合には D/G

受電遮断器が不動作となることから，HEAF 火災発生までに D/G を停止させるよう，

タイマの時間を設定する必要がある。

タイマの最小設定時間は，D/G 51 動作により D/G 受電遮断器が開放した場合には

タイマが動作しないようにする必要があるため，補助リレー動作時間，D/G 受電遮断

器開放時間，D/G 51 復帰時間を考慮すると，A及び B-D/G（以下「A系及び B系」と

いう。），HPCS-D/G（以下「HPCS 系」という。）ともにタイマ誤差    [sec]を考

慮し    [sec]以上としなければいけない（図 6-5 参照）。 

タイマの最大設定時間は，HEAF 火災しきい値（短絡発生から    [sec]（A

系及び B系）又は    [sec]（HPCS 系））から D/G 51，補助リレー，界磁開閉器

（消磁コンタクタ）の動作時間及び短絡電流減衰時間を除いた    [sec]（A 系

及び B 系）又は    [sec]（HPCS 系）以下としなければいけない（図 6-6，図

6-7 参照）。

以上より，追加するタイマの時間は，  [sec]から  [sec]（A 系及

び B 系）及び    [sec]から  [sec]（HPCS 系）の範囲から，タイマ

誤差    [sec]を考慮し，   [sec] (A 系及び B 系)，    [sec] (HPCS

系)を選定する。 

上記の検討結果より，誤差を考慮した遮断時間によるアークエネルギーは「表 6-3 

電気盤のアークエネルギー及びアーク放電の遮断時間一覧（5/5）」のとおり，最大で 

 MJ であり，しきい値である 16MJ 以下である。 
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図 6-5 タイマ最小設定時間（A,B 及び HPCS-D/G） 

図 6-6 タイマ最大設定時間（A及び B-D/G）（1/2） 
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図 6-6 タイマ最大設定時間（HPCS-D/G）（2/2） 

また，M/C(D/G)について，表 6-3 に示す遮断時間の考え方は，以下のとおり。 

・D/G 51の動作時間は短絡電流の大きさとD/G 51の動作特性より  [sec] （A

系及び B系）又は  [sec]（HPCS 系）となる。 

・D/G 51 の動作時間により，表 6-2 の誤差  に該当する    [sec]

（A 系及び B 系）又は   [sec]（HPCS 系）の測定誤差を考慮した結果，

D/G 51 の動作時間を   [sec]又は    [sec]とした。 

  D/G(A 系及び B系)の D/G 51 の動作時間 

  D/G(HPCS 系)の D/G 51 の動作時間 

・アーク放電を D/G 受電遮断器で遮断する場合の時間は，補助リレーの動作時間と

D/G 受電遮断器の仕様（遮断器の開放時間）で決定した。 

・補助リレーの動作時間：    [sec] 

・D/G 受電遮断器開放時間：    [sec] 

・アーク放電を D/G の停止により遮断する場合は，D/G の短絡電流の式により遮断

時間を算出した。

電気盤のアークエネルギー及びアーク放電の遮断時間について，表 6-3 に示す。 

70

419



表
6-
3 

電
気
盤
の
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
遮
断
器
の
遮
断
時
間
一
覧
（
1
/
5）

 

（
D/
G
か
ら
の
給
電
時
以
外
）

 

ア
ー
ク
放

電
発
生

箇
所

ア
ー

ク
放

電
を

遮
断

す
る

た
め

に
開

放
す

る
遮

断
器

 

①
保

護
継

電
器

の
動

作
時

間

（
se
c
）

 

②
誤
差

（
se

c）
 

③
遮
断
器

の

開
極
時
間

等
 

（
se

c）
 

誤
差
を
考

慮
し
な

い
場
合

*1
 

誤
差
を
考

慮
し
た

場
合

 

基
準

 

容
量

 

（
kV
A
）

 

%Z
 

三
相

 

短
絡

 

電
流

 

（
kA
）

 

*2

ア
ー

ク

電
圧

 

（
kV
）

 

考
慮

し
て

 

い
る

誤
差

 

パ
タ

ー
ン

 

*3

機
器

 

名
称

 
遮
断
器
名

称
 

①
+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー
ク

エ
ネ
ル
ギ

ー

（
MJ

）

①
+②

+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー

ク

エ
ネ

ル
ギ

ー

（
MJ

）

メ タ ル ク ラ ッ ド 開 閉 装 置

2
C-
M
/C
-2

B
 

(
2C
-M
/C

受
電

遮
断

器
)
 

2
A-
M
/C
-
2B
 

0
.4
8 

1
9 

1
.3
4 

1 

2
A-
M
/C
-
4B
 

0
.4
5 

2
3 

1 

2
A-
M
/C
-
5B
 

0
.4
6 

2
2 

1 

2
C-
M
/C

に
接

続
さ

れ
る

遮
断
器

 

(
2C
-M
/C
-
2
B
除
く

)
 

2
C-
M
/C
-
2B
 

0
.3
9 

1
6 

1 

2
C-
M
/C
-
2B
 

0
.3
8 

1
9 

1 

2
C-
M
/C
-
2B
 

0
.3
8 

1
8 

1 

2
D-
M
/C
-2

B
 

(
2D
-M
/C

受
電

遮
断

器
)
 

2
B-
M
/C
-
2B
 

0
.4
8 

1
9 

1 

2
B-
M
/C
-
3B
 

0
.4
5 

2
3 

1 

2
B-
M
/C
-
4B
 

0
.4
6 

2
2 

1 

2
D-
M
/C

に
接

続
さ

れ
る

遮
断
器

 

(
2D
-M
/C
-
2
B
除
く

)
 

2
D-
M
/C
-
2B
 

0
.3
9 

1
6 

1 

2
D-
M
/C
-
2B
 

0
.3
8 

1
9 

1 

2
D-
M
/C
-
2B
 

0
.3
8 

1
8 

1 

2
HP

C
S-
M/

C
-2
B
 

(
2H

P
CS
-M

/C
受
電

遮
断

器
)
 

2
A-
M
/C
-
2B
 

0
.4
8 

1
9 

1 

2
A-
M
/C
-
4B
 

0
.4
5 

2
3 

1 

2
A-
M
/C
-
5B
 

0
.4
6 

2
2 

1 

2
HP

C
S-
M/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(
2H

P
CS
-M

/C
-
2B

除
く

)
 

2
HP
CS

-M
/
C
-2

B
 

0
.3
9 

1
6 

1 

2
HP
CS

-M
/
C
-2

B
 

0
.3
8 

1
9 

1 

2
HP
CS

-M
/
C
-2

B
 

0
.3
8 

1
8 

1 

*1
：

工
認

申
請

に
は
，

本
内
容
を
記
載

*
2：

予
備
変

圧
器
よ

り
受
電
時
：

32
.2
k
A，

起
動
変
圧
器
よ
り
受
電

時
：

41
.3
k
A，

所
内
変

圧
器
よ

り
受
電

時
：

38
.6
k
A

*
3：

表
6-
2
の

誤
差

パ
タ
ー
ン
を
記
載

*
4：

5.
3
項

で
設

定
し
た
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
し
き
い
値
（

25
MJ
）
を

超
え
な

い
値

と
な

る
よ
う

変
更
し

た
保
護

継
電

器
の

動
作
時

間
を

示
す
。

71

420



表
6-
3 

電
気
盤
の
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
遮
断
器
の
遮
断
時
間

一
覧
（
2
/
5）

 

（
D/
G
か
ら
の
給
電
時
以
外
）

ア
ー
ク
放

電
発
生

箇
所

ア
ー

ク
放

電
を

遮

断
す

る
た

め
に

開

放
す

る
遮

断
器

 

①
保

護
継

電
器

の
動

作
時
間

 

（
se
c
）

 

②
誤
差

（
se

c）
 

③
遮
断
器

の
開
極
時

間
等

 

（
se

c）
 

誤
差
を
考

慮
し
な

い
場
合

*1
 

誤
差
を
考

慮
し
た

場
合

 

基
準

 

容
量

 

（
kV
A
）

 

%Z
 

三
相

 

短
絡

 

電
流

 

（
kA

）
 

ア
ー

ク

電
圧

 

（
kV
）

 

考
慮

し
て

 

い
る

誤
差

 

パ
タ

ー
ン

 

*2

機
器

 

名
称

 
遮
断
器
名

称
 

①
+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー
ク

エ
ネ
ル
ギ

ー

（
MJ
）

①
+②

+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー

ク

エ
ネ
ル
ギ

ー

（
MJ

）

ロ ー ド セ ン タ

2
C-
L
/C
-3

B
 

(
2C
-L
/C

受
電

遮
断

器
 

（
動
力
変

圧
器

二
次

側
）

)
 

2
C-
M
/C
-
8A
 

0
.6
6 

9
.8
 

0
.4
6
7 

1 

2
C-
L
/C

に
接

続
さ

れ
る

 

遮
断
器

 

(
2C
-L
/C
-
3
B
を
除

く
)
 

2
C-
L
/C
-
3B
 

0
.3
7 

5
.5
 

2 

2
D-
L
/C
-3

B
 

(
2D
-L
/C

受
電

遮
断

器
 

（
動
力
変

圧
器

二
次

側
）

)
 

2
D-
M
/C
-
8A
 

0
.6
6 

9
.8
 

1 

2
D-
L
/C

に
接

続
さ

れ
る

 

遮
断
器

 

(
2D
-L
/C
-
3
B
を
除

く
)
 

2
D-
L
/C
-
3B
 

0
.3
7 

5
.5
 

2 

*1
：

工
認

申
請

に
は
，

本
内
容
を
記
載

*
2：

表
6-
2
の

誤
差

パ
タ
ー
ン
を
記
載

72

421



表
6-
3 

電
気
盤
の
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
遮
断
器
の
遮
断
時
間

一
覧
（
3
/5
）
 

（
D/
G
か
ら
の
給
電
時
以
外
）

ア
ー
ク
放

電
発
生

箇
所

ア
ー

ク
放

電
を

遮
断

す
る

た
め

に
開

放
す

る
 

遮
断

器
 

①
保

護
継

電
器

の
動

作
時

間
 

（
se
c
）

 

②
誤
差

（
s
ec
）

 

③
遮
断
器

の
開
極
時

間
等

 

（
se

c）
 

誤
差
を
考

慮
し
な

い
場
合

*1
 

誤
差
を
考

慮
し

た
場

合
 

基
準

 

容
量

 

（
kV
A）

 

%Z
 

三
相

 

短
絡

 

電
流

 

（
kA

）
 

ア
ー

ク

電
圧

 

（
kV

）
 

考
慮

し
て

 

い
る

誤
差

 

パ
タ

ー
ン

*
3
 

機
器

 

名
称

 
遮
断
器

名
称

 

①
+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー
ク

エ
ネ
ル
ギ

ー

（
MJ
）

①
+②

+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー

ク

エ
ネ

ル
ギ

ー

（
MJ

）

コ ン ト ロ ー ル セ ン タ

2C
1-
R/

B-
C/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(2
C-
L/

C-
5A

 を
除

く
)
 

2
C-
L
/C
-
5A
 

0
.1
6 

1
.5
 

0
.6
7
5 

2 

2C
2-
R/

B-
C/
に

接
続

さ
れ

る
遮
断
器

 

(2
C-
L/

C-
5B

,2
SA

-L
/C

-5

B 
を
除
く

)
 

2
C-
L
/C
-
5B
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2C
3-
R/

B-
C/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(2
C-
L/

C-
5C

 を
除

く
)
 

2
C-
L
/C
-
5C
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2D
1-
R/

B-
C/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(2
D-
L/

C-
5A

 を
除

く
)
 

2
D-
L
/C
-
5A
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2D
2-
R/

B-
C/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(2
D-
L/

C-
5B

,2
SA

-L
/C

-5

C 
を
除
く

)
 

2
D-
L
/C
-
5B
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2D
3-
R/

B-
C/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(2
D-
L/

C-
5C

 を
除

く
)
 

2
D-
L
/C
-
5C
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2A
-D
/G
-
C
/
C
に

接
続

さ
れ

る
遮
断
器

 

(2
C-
L/

C-
10

B 
を

除
く

)
 

2
C-
L
/C
-
10
B 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2B
-D
/G
-
C
/
C
に

接
続

さ
れ

る
遮
断
器

 

(2
D-
L/

C-
9B

 を
除

く
)
 

2
D-
L
/C
-
9B
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

*1
：

工
認

申
請

に
は
，

本
内
容
を
記
載

*
2：

限
流
リ

ア
ク
ト

ル
に
よ
り
短
絡
電
流
を

15
.0
kA

以
下
に
抑
制

*
3：

表
6-
2
の

誤
差

パ
タ
ー
ン
を
記
載

73

422



表
6-
3 

電
気
盤
の
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
遮
断
器
の
遮
断
時
間
一
覧
（
4/
5）

 

（
D/
G
か
ら
の
給
電
時
以
外
）

 

ア
ー
ク
放

電
発
生

箇
所

ア
ー

ク
放

電
を

遮

断
す

る
た

め
に

開

放
す

る
 

遮
断

器
 

①
保

護
継

電
器

の
動

作
時
間

 

（
se
c
）

 

②
誤
差

（
se

c）
 

③
遮
断
器

の
開
極
時

間
等

 

（
se

c）
 

誤
差
を
考

慮
し
な

い
場
合

*1
 

誤
差
を
考

慮
し

た
場

合
 

基
準

 

容
量

 

（
k
VA
）

 

%Z
 

三
相

 

短
絡

 

電
流

 

（
kA

）
 

ア
ー

ク

電
圧

 

（
kV

）
 

考
慮

し
て

 

い
る

誤
差

 

パ
タ

ー
ン

*3
 

機
器

 

名
称

 
遮
断
器
名

称
 

①
+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー
ク

エ
ネ
ル
ギ

ー

（
MJ
）

①
+②

+③

遮
断
時
間

 

（
se

c）
 

ア
ー

ク

エ
ネ

ル
ギ

ー

（
MJ

）

コ ン ト ロ ー ル セ ン タ

2
A-
計
装
-
C
/C

に
接

続
さ

れ
る
遮
断

器
 

（
2C
-
L/

C
-
10

A
を

除
く

）
 

2
C-
L
/C
-
10
A 

0
.1
6 

1
.5
 

0
.6
7
5 

2 

2
B-
計
装
-
C
/C

に
接

続
さ

れ
る
遮
断

器
 

（
2D
-
L/

C
-
9A

 を
除

く
）

 

2
D-
L
/C
-
9A
 

0
.1
7 

1
.6
 

2 

2
HP

C
S-
C/

C
に

接
続

さ
れ

る
遮
断
器

 

（
2H

PC
S-

M
/C
-3
A
を

除

く
）

 

2
HP
C
S-
M
/C
-
3A
 

0
.5
0 

3
.9
 

1 

2
S-
R
/B
-C

/C
に
接

続
さ

れ

る
遮
断
器

 

（
2C
-
L/

C
-
7A

,2
D
-
L/
C
-7

A 

を
除
く
）

 

2
C-
L
/C
-
7A
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

2
D-
L
/C
-
7A
 

0
.1
6 

1
.5
 

2 

*1
：

工
認

申
請

に
は
，

本
内
容
を
記
載

*
2：

限
流
リ

ア
ク
ト

ル
に
よ
り
短
絡
電
流
を

15
.0
kA

以
下
に
抑
制

*
3：

表
6-
2
の

誤
差

パ
タ
ー
ン
を
記
載

*
4：

5.
3
項

で
設

定
し
た
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
し
き
い
値
（

4.
4M
J）

を
超
え

な
い

値
と

な
る
よ

う
変
更

し
た
保

護
継

電
器

の
動

作
時
間

を
示
す

。

74

423



表
6-
3 

電
気
盤
の
ア
ー
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
遮
断
器
の
遮
断
時
間
一
覧
（
5
/
5）

 

（
D/
G
か
ら
の
給
電
時
）
 

ア
ー
ク
放

電
発
生

箇
所

ア
ー

ク
放

電

を
遮

断
す

る

た
め

に
開

放

す
る

遮
断

器
 

①
保

護
継

電
器

の
動

作
時

間

（
se
c）

 

②
誤
差

（
se

c）
 

③
タ
イ
マ

の
動
作
時

間
（
se

c
）

 

④
タ
イ
マ

の
誤
差

 

（
se

c）
 

誤
差
を
考

慮
し
な

い
場
合

 
誤

差
を

考
慮

し
た

場
合

 
三

相

短
絡

電
流

 

（
kA

）
 

ア
ー

ク

電
圧

 

（
kV

）
 

考
慮

し
て

 

い
る

誤
差

 

パ
タ

ー
ン

 

*
4

機
器

 

名
称

 
遮
断
器
名

称
 

⑤
継
電
器

、
タ

イ

マ
動
作
後

の
電

流
供
給
停

止
ま

で
の
時
間
（
se

c
） 

①
+③

+⑤

遮
断
時
間

 

（
se

c）
*
1
 

ア
ー
ク
エ

ネ
ル
ギ
ー

（
MJ

）
*1

 

⑤
’

継
電

器
、
タ

イ

マ
動

作
後

の
電

流

供
給

停
止

ま
で

の

時
間

（
se

c
）

 

①
+
②
+
③

+

④
+⑤

’

遮
断

時
間

 

（
se
c
）

 

ア
ー

ク
エ

ネ
ル

ギ
ー

（
MJ

）

メ タ ル ク ラ ッ ド 開 閉 装 置 ( Ｄ ／ Ｇ ) 

2
C-
M
/C
-8

B
 

(
2A
-ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾﾞ

ﾙ発
電

機

用
受
電
遮

断
器

)
 

―
 *
2 

5
.6
0 

8
.4
0 

1
4.
5 

1
.3
3 

1
,3
 

2
C-
M
/C

に
接

続
さ

れ

る
遮
断
器

 

(
2C
-M
/C
-
8
B
を
除

く
)
 

2
C-
M
/C
-
8B
 

0
.1
4
6 
*
3 

1
.9
4
6 

7
.8
 

1 

2
D-
M
/C
-8

B
 

(
2B
-ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾﾞ

ﾙ発
電

機

用
受
電
遮

断
器

)
 

―
 *
2 

5
.6
0 

8
.4
0 

1
4.
5 

1
,3
 

2
D-
M
/C

に
接

続
さ

れ

る
遮
断
器

 

(
2D
-M
/C
-
8
B
を
除

く
)
 

2
D-
M
/C
-
8B
 

0
.1
4
6 
*
3 

1
.9
4
6 

7
.8
 

1 

2
HP

C
S-
M/

C
-4
B
 

(
2H

P
CS
-ﾃ

ﾞｨ
ｰ
ｾﾞ
ﾙ
発

電
機
用
受

電
遮

断
器

)
 

―
 *
2 

4
.8
3 

6
.3
8 

1
4.
3 

1
,3
 

2
HP

C
S-
M/

C
に

接
続

さ

れ
る
遮
断

器
 

(
2H

P
CS
-M

/C
-
4B

を
除

く
)
 

2
HP
C
S-
M
/C
 

-
4B

0
.1
4
6 
*
3 

0
.8
9
6 

5
.8
 

1 

*1
：

工
認

申
請

に
は
，

本
内
容
を
記
載

*2
：

メ
タ

ル
ク

ラ
ッ
ド

開
閉
装
置
に
お
け
る
ア
ー
ク
放
電
を
遮
断
す

る
た

め
，

非
常

用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
又
は

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ
系

デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
を
停
止
す
る
。

*
3：

D/
G
受

電
遮

断
器
が
開
放
す
る
ま
で
の
時
間

*
4：

表
6-
2
の

誤
差

パ
タ
ー
ン
を
記
載

75

424



図 6-7  短絡電流の減衰（島根原子力発電所第２号機）（1/2） 

(D/G(A 系及び B 系)においてタイマ設定値を  秒としたとき) 

図 6-7  短絡電流の減衰（島根原子力発電所第２号機）（2/2） 

(D/G(HPCS 系)においてタイマ設定値を  秒としたとき) 

表 6-4 D/G の短絡電流供給停止までの時間 

D/G 51 動作

時間【①】 

補助リレー，タイマ及び

界磁開閉器（消磁コンタ

クタ）動作時間【②】

電流供給停止時間 

（定格の 0.01PU 以

下となる時間）【③】 

合計時間 

【①＋②＋③】 

D/G(A 系及び B系) 

D/G(HPCS 系) 
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e. D/G 停止のための保護継電器追加における回路構成について

D/G 停止回路の既設のインターロック回路を図 6-8（1/2）に示す。

既設のインターロックにおいて，D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合は，D/G

51 からの信号により D/G 停止のインターロックは成立するが，HEAF 発生により D/G

受電遮断器が「開」動作せず，界磁開閉器（消磁コンタクタ）の動作のインターロ

ックが成立しないおそれがあり，短絡電流が継続することとなるため，HEAF 火災の

発生を防止することができない可能性がある。 

D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合，HEAF 発生に起因した短絡電流を早期に

検出し D/G を停止するため，D/G 制御盤内の既存 D/G 51 の動作により D/G ロックア

ウトリレー及び界磁開閉器（消磁コンタクタ）動作とするインターロックを追加す

る。今回のインターロック追加ロジック，回路構成の概略を図 6-8（2/2）に示す。 

インターロック追加は既設の保護ロジック回路構成を変更するものではなく，既

存 D/G 51 にタイマを追加することにより，D/G受電遮断器での HEAF 発生を検知し，

D/G の界磁開閉器（消磁コンタクタ）投入のインターロックを追加するものである。

追加するタイマの外観図を図 6-9 に示す。 

なお，追加するインターロック回路は既存の D/G 制御盤内に追加し，地震，溢水

影響等のない設計する。 

図 6-8 インターロック図（概要）（1/2） 

（既設） 

図 6-8 インターロック図（概要）（2/2） 

（HEAF 対策後） 
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図 6-9 HEAF 対策で追加するタイマ（例） 

界磁開閉器（消磁コンタクタ）の構成及び動作原理については以下のとおりであ

る。 

・界磁開閉器（消磁コンタクタ）は投入コイル，投入固定コア，投入可動コアで

構成される電磁石と負荷電流を入・切（ＯＮ・ＯＦＦ）するための固定接点，

可動接点などの主要部品で構成されている。（図 6-10 参照）。

＜界磁開閉器（消磁コンタクタ）の動作原理＞ 

・投入コイルＯＦＦ（無励磁）状態では引外しコイル，引外し固定コア，引外し

可動コアにより固定接点と可動接点は開離しており（ＯＦＦ），電流が負荷に

流れない状態となっている。

・投入コイルを励磁（電圧印可）すると，可動コアが吸引され，これに連結した

可動接点が固定接点に接触して回路が閉じ，ＯＮ（励磁）状態となる。

＜消磁動作の説明＞ 

・上記の原理にて，界磁開閉器（消磁コンタクタ）がＯＮ（励磁）して界磁回路

を短絡すると，発電機の励磁が停止する（表 6-5 参照）。

図 6-10  界磁開閉器（消磁コンタクタ）構成図 

タイマー正面のセットダイヤル，切替スイッチを
操作することでタイマーの時間を設定する。

時間単位切替
スイッチ

セットダイヤル

目盛数字切替
スイッチ

ＯＦＦ(無励磁)状態 ＯＮ(励磁)状態

投入
コイル

投入
可動コア ストッパ

ラッチレバー

引外しコイル

投入
固定コア

引外し可動コア

引外し固定コア

固定接点

可動接点
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(2) 火災感知設備及び消火設備の配置

a. HEAF による火災影響の範囲

火災感知設備及び消火設備（以下「火災感知設備等」という。）について，HEAF に

よる火災影響の範囲（Zone of Influence. 以下「ZOI」という。）を HEAF 試験により

確認した。 

(a) HEAF 試験による評価対象設備の選定

HEAF 試験にあたって，図 6-11 に示すフローを用いて HEAF による火災の影響評価

が必要な設備（以下「評価対象設備」という。）の選定を行った。評価対象設備を抽

出した結果，火災感知器が評価対象設備として選定された。（表 6-6，図 6-12 参照） 

図 6-11 評価対象設備の選定フロー 

HEAF対策の対象電気盤の
火災発生時に使用する

火災感知設備及び消火設備

①対象電気盤と同じ
火災区域に設置される設備か

②火災の影響を受ける設備か

HEAFによる影響を受ける可能性があるため
実証試験による確認を実施

（評価対象設備）

HEAFによる影響を受けないため
実証試験による確認は不要

NO

YES

NO
例：金属等で構成された設備

YES
例：プラスチック等で構成された設備
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表 6-6 評価対象設備の選定結果 

HEAF 対策の対象電気盤の 

火災発生時に使用する 

火災感知設備及び消火設備 

①対象電気盤と同じ

火災区域に設置

される設備か

○：ＹＥＳ

×：Ｎ Ｏ 

②火災の影響を

受ける設備か

○：ＹＥＳ

×：Ｎ Ｏ 

評価対象 

設備 

○：対 象

×：対象外 

火災感知 

設備 
感知器 ○ ○ ○ 

消火設備 

全域ガス消火 

設備制御盤 
× － × 

ガスボンベ ○ 
× 

（金属のみで構成） 
× 

噴射ヘッド ○ 
× 

（金属のみで構成） 
× 

図 6-12 火災感知設備及び消火設備のシステム構成概要図 

噴射ヘッド

全域ガス消火
設備制御盤

感知器
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(b) 評価方法

ＮＵＲＥＧ/ＣＲ－６８５０（火災 PRA 評価手法）・付属書Ｍ（以下「ＮＵＲＥＧ」

という。）において，HEAF による ZOI は，電気盤の上方 1.5m としていることから，HEAF

試験においては，電気盤の上方 1.5m に火災感知器を設置し，HEAF 発生後に機能喪失

しないことを確認する。なお，ＮＵＲＥＧにおいては，水平方向の ZOI は 0.9m と規定

されているが，感知器は電気盤の水平方向に設置されないことから，鉛直方向のみの

ZOI の確認を行った。 

(c) 評価結果

HEAF 試験において，M/C，L/C，C/C 及び M/C(D/G)ともに，HEAF 発生後も火災感知器

の機能喪失はなかった。このため，ＮＵＲＥＧで示された ZOI（鉛直方向）を適用す

る。 

b. 火災感知設備等の配置の確認

HEAF 発生防止対策を実施する電気盤は，火災防護審査基準に基づき，火災防護対策を

実施する機器として選定し，火災区域を設定して火災防護対策を実施している。 

HEAF 発生防止対策を実施する電気盤の火災感知設備及び消火設備について，「審査ガ

イド」に基づき，HEAF が発生した場合を配慮して配置されていることを確認する。

なお，火災が発生した場合の影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時

に機能を失うことなく，原子炉を高温停止及び低温停止できる設計としている。 

「a.  HEAF による火災影響の範囲」の評価結果に基づき，火災感知器がＮＵＲＥＧに

示された図 6-13 の ZOI の範囲内に設置されていないことを確認する。 

図 6-13 火災感知器に対する HEAF の ZOI 

c. 確認結果

確認の結果，HEAF 対策の対象電気盤の ZOI 範囲内に火災感知器はないことから，火災

感知設備等は，HEAF を配慮して配置されている。確認の結果について，添付資料 2に示

す。

隣接盤隣接盤

ZOI

電気盤
(HEAF発生)

0.3m

1.5m ZOI

正面 側面

電気盤
(HEAF発生)

1.5m

0.3m
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添付資料 1 

同等性に影響を与えるおそれのあるパラメータの整理に関する補足について 

1.アーク火災発生のメカニズムについて

(1) 電気盤遮断器室内の遮断器の 1次側（又は 2次側）に銅線で三相短絡し，短絡電流を流

すことによりアーク放電を発生させると，金属ヒュームを含んだ高温ガスが発生する。こ

の高温ガスによる爆発現象は，音速で伝播することから，0.01 秒で約 3m伝播する（音速

340m/s×0.01 秒≒3.4m） 

(2) 電気盤の寸法は，高さ約 3m×幅約 1m×奥行き約 3mであることから，以下のグラフのと

おり，0.01 秒～0.02 秒後に圧力上昇はピークとなり，その後電気盤の開口部や盤内仕切

板の変形（M/C(D/G)試験ではアークパワーが小さいことから仕切板の変形には至らない）

により高温ガスは電気盤外に抜け，盤内圧力は減少傾向になる。なお，密閉容器であれば，

圧力が上昇すれば温度も上昇するが，図 1,2 に示すとおり，電気盤は密閉構造ではなく開

口部を有する構造であることから，圧力の上昇に伴い盤内の温度が上昇するものではない。 

（1）アーク放電発生 （2）高温ガスの発生 （3）アーク放電の継続 （4）アーク火災発生

高温ガス発生

圧力上昇，盤の変形⇒圧力低下
高温ガスの温度上昇 アーク火災発生

2次側

ケーブル

遮断器
母線

・盤内圧力は，14.5msecでピーク（62.5kPa），直後に圧力が抜ける
・圧力が抜けた後も，アークは継続（0.63秒）

100
80
60
40
20

-20
0

圧力(kPa)

62.5
（試験内容）
・アーク継続時間：0.63秒
・アークエネルギー：25.3MJ
・試験結果：アーク火災無（盤内仕切板等変形）

盤内仕切板の状態（母線室ー遮断器室間）

（試験内容）
・アーク継続時間：3.05秒
・アークエネルギー：16.6MJ
・試験結果：アーク火災無（遮断器室以外に損傷無）

試験時に確認された内圧（M/C試験時）

0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09 時間(S)

試験時に確認された内圧（M/C(D/G)試験時）

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 時間 (s)

20

圧力(kPa)

15

10

5

0

-5

-10

2.98

・盤内圧力は，8.24msでピーク（2.98kPa），直後に圧力が抜ける
・圧力が抜けた後も，アークは継続（3.05秒）
・M/C(D/G)試験は，アーク電流が低いことからアークパワーとおおむね比例関係にあるピーク圧力
が低い値となるが，電気盤内の圧力上昇の現象としてはM/C試験と同様
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(3,4) 短時間で大部分の高温ガスは電気盤外に放出さ

れるが，一部はアーク放電の発生箇所である遮断器近

傍に滞留することから，高温ガスから可燃物にエネル

ギーが伝搬し，あるしきい値以上のエネルギーが印加

されるとアーク火災となる。試験体系上，アークを発

生させた銅線をワイヤリングした箇所である遮断器

近傍に最も高温ガスが滞留しやすいことから，遮断器

室内の可燃物が主要な燃焼物であり，試験の結果とも

一致している。 

図 1 実機の電気盤の開口部（M/C） 

図 2 実機の電気盤の開口部（C/C） 

盤を側面から見た構成図 盤内部の写真

：開口部

盤を側面から見た構成図 盤を正面から見た写真

：開口部

遮断器室アーク発生，アーク火災有，消火後の遮断器の様子
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2. M/C(D/G)試験と M/C 試験との圧力上昇の相違点について

第 3回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合（2018 年 10 月 15 日開催）「資料

3-2 高エネルギーアーク損傷（HEAF）に伴う火災対策に係る事業者の取り組み状況について」

5 頁（別紙 2参照）に試験体選定時の考え方を記載しており，HEAF 発生時の圧力上昇は，盤

の変形や開口部から圧力が抜けるため HEAF 発生直後の盤内温度上昇に盤内容積の大小は直

接寄与しない旨説明している。 

事業者意見の聴取に係る会合では，試験時に確認された電気盤の内圧は M/C 試験を代表と

して記載しているが，HEAF 発生直後の最大圧力値は約 62.5kPa（火災が発生しない最大アー

クエネルギー）であった。それに比べて，M/C(D/G)試験は約 2.98kPa(火災が発生しない最大

アークエネルギー)であった（別紙 3参照）。

M/C 試験と同様にアーク火災を防止するためにはアーク火災となるアークエネルギー（し

きい値）以内に抑える設計とすることについて，前述の M/C(D/G)試験，M/C 試験の HEAF 発生

直後の最大圧力の違いを踏まえてもアーク火災発生メカニズムとして同等であることについ

て補足説明する。 

(1) M/C(D/G)試験と M/C 試験で用いた試験体，試験条件等の相違点

M/C(D/G)試験と M/C 試験で用いた試験体，試験条件等について纏めた結果は表 1 のとお

りである（詳細は別紙 4参照）。 

試験条件のうち試験電流については，M/C(D/G)試験は M/C 試験の 1/4 程度の試験電流値

である。それ以外（試験体，計測方法等）については明確な差はなく同等である。 
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表 1 M/C(D/G)試験-M/C 試験の比較について 

M/C(D/G)試験 M/C 試験 比較・評価 

試験体 規格： 

JEM-1425 ， JEC-2300

に基づき製造 

開口面積：約 0.48m2 

規格： 

JEM-1425，JEC-2300 に基

づき製造 

開口面積：約 0.07m2 

同一の規格で製造されてお

り形状，盤容積（遮断器室），

絶縁物の種別，開口部の大き

さなどに明確な差はない 

試験 

条件 

試験電圧：6.9kV 

試験電流：5.0kA 

試験電圧：6.9～8.0kV 

試験電流：18.9～40.0kA 

試験電圧は同等であるが試

験電流については M/C(D/G)

試験は D/G給電時の 3相短絡

電流を模擬しておりM/C試験

時の約 13～25%程度の大きさ 

計測 

方法 

圧力センサ（共和電業

製・ひずみゲージ式・

200kPa） 

同左 センサ・測定箇所，測定方法

ともに同等である 

(2) 試験電流値の差による影響について

アークエネルギーはアークパワーとアーク時間の積分値であるがアーク時間は可変パラ

メータであることから，HEAF 発生直後の現象の違いはアークパワー（アーク電圧とアーク

電流の積）の差として現れる。 

図 3に HEAF 試験で得られた全ての M/C の最大アークパワー（アーク電圧とアーク電流の

積）と圧力上昇最大値の関係を示すと概ね比例関係にあることがわかる。M/C(D/G)試験に

おける，最大アークパワーは 14.4～17.2MW であり，M/C 試験時における値（非耐震：33.6

～68.3MW，耐震：84.9～156.9MW）と比べて小さい理由は，前述のとおり試験条件におけ

る電流値が小さいからである（M/C(D/G) 5kA，M/C(D/G)以外の非耐震：18.9kA，耐震：40kA）。 

このことから，電気盤内の圧力上昇の現象としては，M/C(D/G)試験および M/C 試験の試

験電流値の差によるものでありピーク圧力に違いはあるものの同様の波形形状を示して

おり，試験状況からも開口部から高温ガスが電気盤外に抜けていることは明らかであるこ

とから，圧力上昇の現象としては同様であると考えられる（開放系アーク放電と試験デー

タの比較については別紙 1参照）。

図 3 最大アークパワーと圧力上昇最大値の関係 

1000.0

100.0

10.0

1.0

圧
力
上
昇
最
大
値

[k
P

a]

最大アークパワー[MW]

10.0 100.0 1000.0

M/C（D/G） 以外(非耐震)

M/C（D/G） 以外(耐震)

M/C（D/G） (非耐震)
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(3) まとめ

今回の HEAF 試験では，図 3のとおりアークパワーと圧力上昇値は比例関係にあることか

ら，HEAF 発生直後の圧力上昇という現象は，外部電源受電時と D/G 給電時に違いはなく同

様のメカニズムであると考えることができる。 

よって，アーク火災発生のメカニズムである以下の①及び②について，D/G 給電時におい

ても①については本考察のとおり外部電源受電時と同等のメカニズムであると考えるこ

とができる。 

①HEAF 発生直後の短時間で大部分の高温ガスは電気盤外に放出される

②一部の高温ガスは，アーク放電の発生箇所である遮断器近傍に滞留することから，高

温ガスから可燃物にエネルギーが伝搬し，あるしきい値以上のエネルギーが印可される

とアーク火災となる。

また，②については第 3回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合（2018 年 10

月 15 日開催）「資料 3-2 高エネルギーアーク損傷（HEAF）に伴う火災対策に係る事業者の

取り組み状況について」補 10 頁（別紙 2 参照）に記載のとおり M/C についてはアークエ

ネルギーが約 25MJ 以上となれば火災となり，アーク継続時間とアークエネルギーは基準

電流 20kA で換算すると外部電源受電時，D/G 給電時に違いはなく概ね比例関係にあること

からも同等のメカニズムと考えることができる。 

以上 
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別紙 1 

開放系アーク放電と試験データの比較について 

開放系アーク放電に関する Babrauskas 博士の論文[1]によると図 1-1のとおりアークパワ

ー（横軸）は，発生圧力×隔離距離（アーク発生箇所と圧力測定箇所との間の距離）の積

（縦軸）で整理できる。今回の電気盤寸法は，高さ 2.3m×幅 1m×奥行き 2.5m であり，電

気盤の正面で測定した圧力が最大値を示したため離隔距離を 0.5m とした。試験時の条件

を下表に整理し図 1-1 黄色プロットで示すと概ね Baker’s theory と示された赤線付近に

あることからも開放系の論文データと符合する。これより，アーク発生時の電気盤内圧力

は，開放系のアークパワーと離隔距離の物理指標で整理できる。 

また，試験状況ビデオからも高温ガスが開口部等から抜けることは明らかである。この

ことから M/C(D/G)試験と M/C 試験で使用した電気盤は開口部を有する構造であり，圧力上

昇によって盤内の仕切板の変形が発生する可能性がある構造であることから，境界条件が

開放系に近い同等の電気盤として扱うことができると推察する。 

表 1-1 アーク発生時の電気盤内圧力に関連する物理量 

物理量 M/C(D/G)試験時 M/C 試験時 

アークパワー

（横軸） 

2πfVI 

＝2*π*100Hz*1.33kV*5kA 

≒4*109(9 乗オーダ) W/s 

2πfVI 

＝2*π*100Hz*1.34kV*40kA 

≒3.3*1010(10 乗オーダ) W/s 

圧力×離隔距離

（縦軸） 

2.98kPa×0.5m 

≒1.5*103 Pa・m 

62.5kPa×0.5m 

≒3.1*104 Pa・m 

注）f：周波数（全波整流波形となることから 50×2=100Hz） 

  V：アーク電圧，I：試験電流 

図 1-1 開放空間におけるアークパワーと圧力上昇の関係 

出典 [1]V.Babrauskas,“Electric Arc Explosions”,Proc.12th Intl.Conf.Interflam,pp.1283-1296,2010 

以上 
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別紙 2 

資料 3-2 高エネルギーアーク損傷（HEAF）に伴う火災対策に係る 

事業者の取り組み状況について（抜粋） 
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別紙 3 

(1)M/C 試験の電気盤内圧

(2)M/C(D/G)試験の電気盤内圧
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添付資料 2 

火災感知設備及び消火設備の配置について 

島根原子力発電所第２号機の HEAF 対策対象電気盤が設置されているエリアの火災感知設

備及び消火設備の配置について以降に示す。なお，配置図の凡例については，下記に記載の

とおりとする。 

なお，図面に記載されている寸法の単位についてはミリメートルとする。 

【凡 例】 

＊ZOI（Zone Of Influence）とは 

事故発生
電気盤

盤
側
面

盤
側
面

ZOI

ZOI

900mm

300mm

B

B’

C C’

ZOIZOI

900mm

300mm

ZOI

事故発生
電気盤

900mm

300mm

1500mm

事故発生
電気盤

ZOI 1500mm

C - C’ 断面図B - B’ 断面図平面図

電気盤内で発生したアーク放電の盤外への影響範囲のこと。詳細については下図参照。

：垂直方向への影響範囲 ：水平方向への影響範囲

感知器（断面図） 感知器（平面図） 

煙感知器 煙感知器 

熱感知器 熱感知器 

垂直方向の ZOI 影響範囲（＊） 垂直方向の ZOI 影響範囲（＊） 
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原子炉建屋 非常用電気品室 

＊煙感知器，熱感知器については全て天井付近に取り付けられているため記載について簡略化

する。 

図 1 火災感知設備及び消火設備の配置図（1/9） 
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添付資料 3 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

保護ロジックへのインターロック追加に関わる既存設備への影響について 

1. はじめに

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（以下「D/G」という。）

の保護ロジックへのインターロック追加において，既存設備への影響確認を実施するもので

ある。 

2.インターロック追加における回路構成について

(1)既設のインターロックについて

既設のインターロックを図 2-1 に示す。

既設のインターロックにおいて，D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合は，D/G 51 から

の信号により D/G 機関停止のインターロックは成立するが，HEAF により D/G 受電遮断器が

「開」動作せず，界磁開閉器（消磁コンタクタ）の動作のインターロックが成立しないおそ

れがあり，短絡電流が継続することとなるため，HEAF 火災の発生を防止することができな

い可能性がある。 

補機の遮断器で HEAF が発生した場合は，D/G 51 の信号により D/G 受電遮断器が「開」と

なり，短絡電流が遮断され，HEAF 火災の発生防止を図ることができる。 

図 2-1 既設インターロック 

(2)追加するインターロックについて

上記のとおり，既設のインターロックにおいて，D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合，

HEAF 火災に対する保護ができないため，D/G 51 動作後に一定時間が経過しても D/G 受電遮

断器が「開」動作しないことをもって，D/G 受電遮断器で HEAF が発生したことを判断し，

アーク放電を遮断するインターロック回路を追加することで，HEAF 火災の発生防止を図る。 

図 2-2，表 2-1 に示すとおり，このインターロックは既設の保護ロジック回路構成を変更

するものではなく，D/G 51 にタイマを追加することにより，界磁開閉器（消磁コンタクタ）

投入のインターロックを追加するものであるため，既許可の設計を変更するものではない。 
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なお，既設の D/G 制御盤内に回路を追加し，地震，溢水影響等のないよう設計する。 

図 2-2 回路構成概略図（イメージ） 

図 2-3 M/C への D/G 給電時の電源構成（HEAF 対策後） 

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

49,50,51

事故点２

OFF

短絡電流

HEAF対策でタイマ追加

事故点１

D/G 51＋タイマ

【凡例】
49(負荷側)：補機側の過負荷継電器(49)
50(負荷側)：補機側の過電流継電器(50)
51(負荷側)：補機側の過電流継電器(51)
D/G 51 ：D/G側の過電流継電器(51)
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表 2-1 HEAF 対策によるインターロック追加箇所 

事
故
点

事故 

検出 

インターロック動作

備考 D/G 受電 

遮断器 
D/G 機関 

界磁開閉器 

（消磁コン

タクタ）

既
設

1 
D/G 51 

動作 

開 停止 動作 

2 動作不可＊ 停止 不動作 
HEAF 火災の発生防

止不可 

Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｆ
対
策
後

1 
D/G 51 

動作 
開 停止 動作 

既設インターロッ

クから変更なし

2 

D/G 51+ 

タイマ動

作

動作不可＊ 停止 動作 
HEAF 対策としてタ

イマ追加

事故点 1：補機用の遮断器で HEAF が発生 

事故点 2：D/G 受電遮断器で HEAF が発生 

＊HEAF により D/G 受電遮断器が「開」動作しないおそれがあり，短絡電流が

継続することになるため，HEAF 火災の発生を防止することができない可能

性がある。 

【インターロック追加設計の考え方】 

a. D/G 受電遮断器での HEAF 発生に起因した短絡電流を，アーク火災に至る前に遮断す

ることを目的としている。

b. D/G による給電時においても，HEAF による電気盤の損壊の拡大を防ぐため，アーク

放電継続時は，D/G 機関を停止するとともに，アークエネルギー抑制の観点から，速

やかに HEAF 発生点である D/G 受電遮断器への短絡電流供給を停止する必要があるた

め，アーク放電継続時は D/G の界磁開閉器（消磁コンタクタ）を投入することで，短

絡電流を減衰させる。

3.保護ロジックにおける設計思想について

今回追加する D/G を停止するインターロックは，HEAF 火災を発生させないことを目的に設

置するものであるが，図 3-1 に示すとおり，発電機比率差動継電器（87），発電機逆電力継

電器（67）と同じ設計思想（1/1 ロジックで動作）とするのが妥当である。また，この設計

思想については，M/C の保護リレーの設計思想（1/1 ロジックで動作）とも整合している。
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図 3-1 D/G 停止インターロック 

4. インターロック追加による D/G への悪影響を防止するための設計上の考慮について

(1) 追加するインターロック回路の故障による悪影響に対する設計上の考慮

追加するインターロック回路については，設置許可基準規則第 12 条第 1 項及びその解

釈，設置許可添付書類八の設計方針に基づき，D/G と分離及び隔離する必要がある。 
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【設置許可基準規則 第 12 条第 1項】 

安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでな

ければならない。 

【設置許可基準規則の解釈 第 12条】 

第 1 項に規定する「安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたもの」

については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」による。ここで、当該指針における「安全機能を有する構築物、系統及び

機器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

【発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針】 

Ⅳ．分類の適用の原則 

3. 分離および隔離の原則

安全機能を有する構築物、系統又は機器は、これら二つ以上のものの間

において、又は安全機能を有しないものとの間において、その一方の運転

又は故障等により、同位ないし上位の重要度を有する他方に期待される安

全機能が阻害され、もって原子炉施設の安全が損なわれることのないよう

に、機能的隔離及び物理的分離を適切に考慮しなければならない。

【設置許可 添付書類八】 

1.3  安全機能の重要度分類 

1.3.2  分類の適用の原則 

(3) 安全機能を有する構築物，系統又は機器は，これら二つ以上のものの

間において，又は安全機能を有しないものとの間において，その一方の

運転又は故障等により，同位ないし上位の重要度を有する他方に期待さ

れる安全機能が阻害され，もって原子炉施設の安全が損なわれることの

ないように，機能的隔離及び物理的分離を適切に考慮する。

(4) 重要度の異なる構築物，系統又は機器を接続するときは，下位の重要

度のものに上位の重要度のものと同等の設計上の要求を課すか，又は上

位の重要度のものと同等の離隔装置等によって，下位の重要度のものの

故障等により上位の重要度のものの安全機能が損なわれないように，適

切な機能的隔離が行われるよう考慮する。

ただし，本申請では HEAF 対策を目的としてインターロック回路と D/G を相互接続する

必要があるため，故障によって D/G の安全機能が阻害されることがないように，以下の運

転管理・施設管理による対応を行うものとする。 

なお，これらは保安規定に定める運転管理，施設管理に従い実施するものであり，イン

ターロック追加に伴い保安規定を変更するものではない。
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①運転管理による対応

D/G 51 は，島根原子力発電所原子炉施設保安規定の第 12 条（運転管理業務）の

2(1)(3)，第 13 条（巡視点検）第 1 項，第 14 条（規定類の作成）による運転管理の

対象として，発電部（運転員）が運転監視，巡視点検，運転操作，警報発信時の対応，

故障時の対応，定期的な試験・確認等を実施することとなる。

具体的には，当該継電器の異常有無は巡視点検時に目視にて確認する。さらに，定

期的な D/G サーベイランス時にも，当該継電器に異常がないことを目視にて確認する。 

警報発信時の対応については予め手順書に定めて運用し，運転員が当該継電器の故

障を発見した場合には直ちに保修部に点検・復旧を依頼する。 

なお，D/G 運転中に万一当該継電器が故障した場合，機関の停止回路が動作し，或

いは D/G 受電遮断器が開放され，D/G からの給電が停止する可能性が考えられる。た

だし，非常用電源系統は，1つの非常用電源母線で原子炉を安全停止することができ

るよう多重性・独立性を有する設計となっていることから，1つの当該継電器が故障

したとしても，健全側の D/G にて事故の収束は可能である。D/G 待機中に万一当該継

電器が故障し，誤動作して D/G 停止信号を発信した場合，又は復旧作業のために電源

隔離を行う場合，D/G が待機除外となるため，プラント運転中であれば島根原子力発

電所原子炉施設保安規定第 59 条（非常用ディーゼル発電機その 1）で定められてい

る AOT10 日以内（動作可能な外部電源が 1回線である場合は 12 時間以内）に復旧で

きなければプラント停止が必要となる。 

②施設管理による対応

保修部は，当該継電器の点検計画を策定し，計画的に点検を実施することで設備の

健全性を維持する。

また，発電部から当該継電器の点検・復旧依頼があった場合は，可及的速やかに復

旧作業を開始する。 

当該継電器の復旧は，リレープラグを引き抜くことで継電器単独で取り替えが可能

である。以下の手順により約 10 時間で復旧可能と考えている。復旧後は，D/G 停止

信号をリセットし，D/G を再起動することができる。 

・作業準備   ：約 1時間 

・取替品の運搬 ：約 1.5 時間

・作業員の確保 ：約 6.5 時間

・取替作業 ：約 1時間 

上記の運転管理及び施設管理に係る業務は，島根原子力発電所原子炉施設保安規定

第 3 条（品質マネジメント計画）に基づき実施することで，当該継電器の健全性を維

持するとともに，異常の早期発見及び早期復旧に努め，偶発故障（悪影響）に対応す

る。 
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島根原子力発電所原子炉施設保安規定第 59条（非常用ディーゼル発電機その 1） 

（抜粋）〔参考〕 

〔保安規定第 59 条〕 
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（参考）D/G 51 及びタイマのプラント信頼性評価への影響 

現在プラントの信頼性評価では，NUCIA データ『原子力発電所に関する確率論的安全

評価用の機器故障率の算出（1982 年度～1997 年度 16ヵ年 49 基データ改訂版）』（別

添-2参照）で定義されている機器バウンダリに基づき実施している。 

当該継電器及びタイマ誤動作による D/G 機関の停止については，”D/G の計測制御回

路”として当該継電器及びタイマを D/G のバウンダリに含めて取り扱っている＊1。 

すなわち，D/G の故障率には当該継電器及びタイマの要因による故障率も含まれてい

るため，当該継電器及びタイマ設置によるプラントの信頼性評価への影響はない＊2。 

注記＊1：PRA で使用している NUCIA の故障率データは，国内プラント全体の過去の故障

実績を集計して統計的に算出された値を使用している。その故障実績の集計に際

して，機器ごとに機器バウンダリが定められている。機器バウンダリ内の故障要

因により当該機器が機能喪失した実績は，当該機器の故障実績としてカウントさ

れる。そのため，当該機器の故障率に含まれる。一方，機器バウンダリ外の故障
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原因により当該機器が機能喪失した実績は，当該機器の故障実績としてカウント

されない。そのため当該機器の故障率には含まれない。また，NUCIA 資料『原子

力発電所に関する確率論的安全評価用の機器故障率の算出（1982 年度～1997 年

度 16ヵ年 49 基データ改訂版）』の 68頁に D/G のバウンダリの説明の図と表が

あり，この表の中でバウンダリ内の「計測制御装置」の設備として，「冷却水流

量，潤滑油圧力，機関速度等に係る検出器・変圧器・保護リレー，その他」が挙

げられる。「冷却水流量，潤滑油圧力，機関速度等」といった故障要素は D/G 故

障ロックアウトリレーを動作させ機関を直接停止させるものである。当該 51 保

護リレー及びタイマについても電気系の保護信号ではあるものの，先の保護信号

と並列なインターロック回路を構成し D/G 故障ロックアウトリレーを動作させ

ることから，当該 51 保護リレー及びタイマについても先の保護信号用の保護リ

レーと同様に D/G バウンダリ内の設備として整理されると考える。

＊2：PRA で使用している NUCIA の故障率データは，各プラントの各機器の詳細な設

計情報を分析して算出されたものではなく，国内プラント全体の過去の故障実績

を集計して統計的に算出された値を使用している。よって，過去の実績に基づく

ものであり，現在の機器の設計が変更となっても即座に故障率に影響することは

ない。一方で，機器の設計が変更となった後は，その設計での故障実績が積みあ

がっていくので，将来的には故障率に影響が出てくる可能性はある。 

なお，仮に D/G の故障率とは別に当該継電器及びタイマの故障率を取り扱った場合で

も，現在プラントの信頼性評価で使用している NUCIA データ「故障件数の不確実さを

考慮した国内一般機器故障率の推定（1982 年度～2010 年度 29ヵ年 56基データ）」（別

添-3参照）によれば，”D/G の運転継続失敗”の時間故障率（3.3×10－4/hr）に対し，

継電器誤動作の時間故障率（3.0×10－9/hr），タイマ誤動作の時間故障率（6.8×10－9/hr）

は十分に小さいものであり，D/Gの信頼性に有意な影響を与えることはないと考える。 

(2) 自然現象等を起因とした悪影響に対する設計上の考慮

今回のインターロック追加は，自然現象等を起因とした悪影響に対する基準適合性に影

響を与えないよう以下のとおり設計する（図 4-1 参照）。 

・「地震」に対しては，追加するインターロック回路（タイマ等）は D/G 制御盤内に設

置し，耐震 S クラスの構造強度を有する設計とする。具体的には，D/G 制御盤内の既

設器具と同じ方法で盤内に取付け，固定することで，地震時に落下・脱落しない設計

とする。また，追設するタイマ等の機能確認済加速度は，D/G 制御盤内の機能確認済

加速度よりも大きく，かつ盤設置レベルの機能維持評価用加速度よりも大きくなる設

計とすることで，地震によってタイマ等が故障（機能喪失）することはない。 

・「津波，外部衝撃，火災及び蒸気タービン・発電機等の損壊に伴う飛散物」に対して

は， タイマ等を D/G 制御盤内に設置することで，悪影響を及ぼさない設計とする。 

・「溢水」に対しては，タイマ等を D/G 制御盤内の溢水防護上配慮が必要な高さ以上に
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配置することで，悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，「電気系統」の観点で今回のタイマ追設が D/G に悪影響を及ぼさないように，タ

イマは非常用電源系から受電し，タイマ等は単独でも施設管理が可能な状態とする。

図 4-1  D/G 制御盤内のタイマ等設置イメージ 

表 4-1  機能確認済加速度と機能維持評価用加速度の比較（D/G 制御盤） 

（9.8m/s2） 

機能維持評価用 

加速度 

機能確認済加速度 

タイマ等 盤 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.96 

表 4-2  制御盤設置高さと溢水による溢水防護上配慮が必要な高さの比較 

（単位：m） 

制御盤設置高さ 
溢水防護上配慮が 

必要な高さ 

2A- D/G 制御盤 EL 2.80 

2B- D/G 制御盤 EL 2.80 

2HPCS-D/G 制御盤 EL 2.80 

添3-10

462



 

 

 

5. 先行審査プラントとの HEAF 対策比較 

(1)先行審査プラント（PWR） 

先行審査プラント（PWR）の HEAF 対策は，新たに追加した過電流継電器（50）の動作によ

り D/G を停止および消磁コンタクタ投入のインターロックを追加するものである（表 5-1 参

照）。 

先行審査プラント（PWR）において，既存の過電流継電器（51）を使用して D/G を停止させ

る場合，既存の設計思想*1を変更する必要があるため，HEAF 発生時以外は既存の設計思想を

変更しない対策として，過電流継電器（50）を追加する HEAF 対策を実施している。 

 

(2)先行審査プラント（BWR） 

先行審査プラント（BWR）の HEAF 対策は，既存の設計思想*2を変更することなく，既存の

過電流継電器（51）を使用して HEAF 対策を実施している。 

 

(3)先行審査プラントとの比較 

島根２号機は，既存の設計思想*3 を変更することなく，既存の過電流継電器（51）を使用

して HEAF 対策が可能であるため，先行審査プラント（PWR）とは異なり，先行審査プラント

（BWR）と同様の対策となる。ただし，既設の D/G のインターロックの設計思想は先行審査

プラント（BWR）と異なる。 

 

注記*1：先行審査プラント（PWR）において，過電流継電器（51）が動作した場合，SI 信

号挿入状態時は D/G が停止せず，D/G 受電遮断器が「開」とならない。 

*2：先行審査プラント（BWR）においては，過電流継電器（51）が動作した場合，LOCA

発生の有無により D/G 機関を停止するプラント，LOCA 発生の有無に関わらず，D/G

受電遮断器のみ「開」とするプラントがある。 

*3：島根２号機において過電流継電器（51）が動作した場合，LOCA 発生の有無に関わ

らず D/G 機関を停止し，D/G 受電遮断器開放後に界磁開閉器（消磁コンタクタ）

を投入する。 
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6. まとめ

今回のインターロック追加は，D/G 受電遮断器での HEAF 発生に起因した短絡電流をアー

ク火災に至る前に遮断することを目的に設置していることから，D/G の保護継電器設計と整

合した考え方（A系 1 台，B系 1台及び HPCS 系 1台）で設計している。 

また，インターロックは HEAF 対策を目的として，D/G の機関停止を実施することとなる

が，既存の D/G の保護ロジック回路の構成を変更するものではなく，D/G 制御盤内にタイマ

等を設置することで D/G の自然現象等に対する基準適合性に影響がないように設計しており，

運転管理面及び施設管理面の対応により，保護継電器の健全性を維持するとともに，異常の

早期発見及び早期復旧に努め，偶発故障（悪影響）の防止を図る方針としている。 

以上のとおり，今回追加するインターロックが D/G に悪影響を及ぼさないように設計上の

考慮を行っている。 
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別添-1 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機給電時の 

HEAF 火災対策の検討について 

1. はじめに

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（以下「D/G」という。）

からの給電時において HEAF が発生した場合の HEAF 火災対策案を比較検討する。 

2. HEAF 発生条件

図 2-1 に D/G から M/C に給電する場合の概略電源構成を示す。HEAF は，D/G からの給電中

における短絡事故に起因して発生するものとし，想定しうる事故点は図 2-1 に示す事故点 1

及び 2とする。 

事故点 1：補機フィーダ遮断器での短絡事故 

事故点 2：D/G 受電遮断器での短絡事故 

図 2-1 M/C への D/G 給電時概略電源構成 

3. 通常保護の考え方

図 2-1 に示す事故点 1及び 2にて HEAF が発生した場合に，D/G 給電中における通常保護

の考え方は以下のとおりとする。 

事故点 1： 

D/G 給電時に補機フィーダ遮断器にて事故が発生した場合，補機フィーダ遮断器の開

放による短絡電流の遮断は基本的に不可となる。そのため，図 3-1 に示すとおり D/G 用

の過電流継電器（51）（以下「D/G 51」という。）にて短絡電流を検知し，D/G 受電遮断

器を開放し短絡電流を遮断する。 

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

事故点１

49,50,51

51

事故点２

87

OFF
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図 3-1 補機フィーダ遮断器での短絡時（事故点 1）における HEAF 火災からの保護 

事故点 2： 

D/Gから給電中にD/G受電遮断器にて事故が発生した場合，図3-2に示すとおりD/G 51

にて短絡電流を検知することとなるが，D/G 受電遮断器は故障していることを想定する。

本事故点での HEAF 発生時には短絡電流を遮断器開放により遮断することができないた

め，D/G 機関の停止後の短絡電流減衰による HEAF 火災抑制に期待することとなる。 

図 3-2 D/G 受電遮断器での短絡時（事故点 2）における HEAF 火災からの保護 

4. HEAF 対策の検討

3.通常保護の考え方にて検討した通常保護方法と現状での HEAF 保護可否を表 4-1 のとお

り纏める。 

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

51

ON→OFF

87

OFF

短絡電流

保護リレー動作により
D/G受電遮断器開放

保護リレー動作により
D/G機関停止

事故点１

49,50,51

所内電源又は外部電源より

Ｍ／Ｃ

D/G

Ｍ

51

ONのまま

87

OFF

短絡電流

保護リレー動作するが
D/G受電遮断器開放に失敗

保護リレー動作により
D/G機関停止

事故点２

49,50,51
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表 4-1 事故点ごとにおける通常保護方法と HEAF 保護可否 

事
故
点

通常保護 

方法 

HEAF 火災からの 

保護可否 
課題 

1 D/G 51 にて保護 ○ なし 

2 保護なし × 

D/G 51 動作による D/G 機関の停

止インターロックは成立する

が，界磁開閉器（消磁コンタク

タ）の動作インターロックが存

在しないため，保護不可。

○：現状の保護構成で HEAF 火災から保護可

×：現状の保護構成で HEAF 火災から保護不可

表 4-1 に示すとおり，事故点 1では HEAF 保護可能であるが，事故点 2において HEAF が発

生した場合，D/G 51 からの信号により D/G 機関停止のインターロックは成立するが，HEAF

により D/G 受電遮断器が「開」動作せず，界磁開閉器（消磁コンタクタ）動作のインターロ

ックが成立しないおそれがあり，D/G 発電機からの短絡電流が継続することになるため，HEAF

火災の発生を防止することができない可能性がある。 

以上の結果により，HEAF火災からの保護が可能となる対策案を表4-2のとおり検討した。

各対策案の詳細は次の 5.1 項以降に記載する。なお，各対策案の評価については，規格基準

の適合性及び改造物量も含めて考慮して総合的に行った。 

表 4-2 D/G 給電中における HEAF 対策概要案 

対策案 対策概要 備考 

1 
50 要素を D/G 停止インター

ロックに追加

・保護要素に 50 要素を追加し，短絡事故

早期検知し，HEAF 火災を抑制

・50動作で D/G の停止

5.1 項 

2 
51 要素を D/G 停止インター

ロックに追加
・51動作で D/G の停止 5.2 項 

3 
27 要素を D/G 停止インター

ロックに追加

・保護要素に 27 要素を追加し，短絡事故

早期検知し，HEAF 火災を抑制

・27 動作で D/G の機関停止，D/G 受電遮断

器開放 

5.3 項 

4 
51 要素+限時要素を D/G 停

止インターロックに追加 
・51動作＋タイマ動作で D/G の停止 5.4 項 

≪参考≫ 

・27要素：不足電圧検知

・50要素：過電流（瞬時）検知

・51要素：過電流（限時）検知
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5. HEAF 保護が可能となる対策案

5.1 対策案 1：50 要素を D/G 停止インターロックに追加 

所内電気盤の過電流継電器（50（瞬時過電流）及び 51（限時過電流））は，短絡等の電

気事故発生時に遮断器等の開放による事故除去及び事故影響範囲の極小化を図るため，保

護協調を考慮した設計としている。 

具体的には，事故点に最も近い過電流継電器が上位の過電流継電器よりも先に動作す

る設定としている。 

図 5-1 保護協調のイメージ 

D/G の給電回路に設置されている D/G 51 の考え方は，補機側の過電流継電器（50）が

D/G 51 よりも先に動作する設定としている。この保護協調が適切でない場合，補機側の

電気事故により，D/G 機関停止及び D/G 受電遮断器が開放してしまい，D/G からの電源給

電が遮断されることとなり，本事象は避ける必要がある。 

従って，補機側の短絡事故に対しては，瞬時に動作する過電流継電器（50）及び過電

流継電器（50）よりも時限をもって動作する D/G 51 を組み合わせて適用することで保護

協調を実現している。 

対策案 1 は，過電流継電器（50）を追加し，本要素により D/G の機関を停止させるこ

とにより，D/G受電遮断器でHEAFが発生した場合の保護をできるようにするものである。 

また，同時に D/G の界磁開閉器（消磁コンタクタ）も投入されるインターロックとす

ることで，D/G 受電遮断器の開放に失敗した場合に D/G の機関停止に併せて D/G の励磁を

断ち，より早期な短絡電流の減衰を図る。 

上位の過電流保護継電器

D/G

②

Ｍ

①

保護協調が取れている例

事故点

※数字は遮断器が開放する順番を示す。
但し，①の遮断器開放により，短絡電流が除去された場合，②の遮断器は開放しない。

①

Ｍ

②

保護協調が取れていない例

【凡例】

：遮断器開放状態

：遮断器投入状態

黒線：健全な範囲

青線：遮断器①の開放により停電する範囲

D/G

上位の過電流保護継電器

下位の過電流保護継電器 下位の過電流保護継電器

事故点
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図 5-2 50 要素を D/G 停止インターロックに追加した場合の 

インターロックイメージ

本対策案は，追加する過電流継電器（50）と既存の補機側過電流継電器（50）の保護

協調について留意する必要がある。過電流継電器（50）は設定値以上の電流が流れると瞬

時に動作する。50 要素を D/G 停止インターロックに追加とした場合，保護協調が実現で

きず補機側の電気事故で D/G が停止する可能性があるため，適用は困難である。 

5.2 対策案 2：51 要素を D/G 停止インターロックに追加 

対策案 2は，現状設置されている D/G 51 の動作により，D/G 受電遮断器開放に失敗した

場合であっても，D/G の界磁開閉器（消磁コンタクタ）を投入し，D/G の機関停止と併せ

て D/G の励磁を断ち，より早期な短絡電流の減衰を図る。 

図 5-3 51 要素を D/G 停止インターロックに追加した場合のインターロックイメージ 

本対策案では，D/G が系統と並列運転している時に非常用 D/G 至近端で短絡事故が発生

すると，事故点に向かって系統からの短絡電流が流入し，この状態で界磁開閉器（消磁コ

ンタクタ）を投入すると界磁開閉器（消磁コンタクタ）に大きな電流が流れ損傷してしま

う可能性があるため，適用は困難である。 
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5.3 対策案 3：27 要素を D/G 停止インターロックに追加 

対策案 3 は，発電機低電圧継電器（27）を追加し，本要素により D/G の機関を停止さ

せることによって，D/G 受電遮断器で HEAF が発生した場合の保護ができるようにするも

のである。 

図 5-4 27 要素を D/G 停止インターロックに追加した場合の 

インターロックイメージ

本対策案は，母線などの低電圧継電器（27）と使用用途が異なる点について留意する

必要がある。例えば，D/G 給電時に L/C 母線で短絡事故が発生した場合，L/C 母線の過電

流継電器よりも先に低電圧継電器（27）が短絡時の電圧低下を検出し，健全な M/C 補機へ

の給電までできなくなることが考えられる。母線の低電圧継電器（27）では通常考慮して

いない過電流継電器との保護協調まで十分検討する必要があることを意味する。 

また，D/G 給電時での最大負荷投入時における瞬時電圧低下で動作しないよう，動作電

圧値についても十分検討する必要がある。 

以上のことから，本対策案では，発電機低電圧継電器(27)を追加するための十分な検

討が必要であり，保護協調の実現や動作電圧値の設定において既設設備へ影響を及ぼす可

能性があるため，本対策案の適用は困難である。 

5.4 対策案 4：51 要素＋限時要素を D/G 停止インターロックに追加 

対策案 4は，既存の D/G 51 の動作にタイマ動作を追加するものである。 

既存のインターロックにおいて，D/G 51 動作による D/G 機関の停止ロジックは存在す

るが，D/G 受電遮断器が開放できない場合の界磁開閉器（消磁コンタクタ）動作ロジック

は存在せず，短絡電流を速やかに遮断することが出来ず，HEAF が発生した場合の保護は

不可となる。 

そこで，D/G 51 の動作にタイマの動作を追加し，本要素により D/G 51 動作が一定時間

継続した場合には，D/G 受電遮断器で HEAF が発生していると捉え，D/G 機関を停止させる
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とともに界磁開閉器（消磁コンタクタ）投入信号を発信し，より早期の短絡電流減衰を図

る。 

図 5-5 51 要素＋限時要素を D/G 停止インターロックに追加した場合の 

インターロックイメージ

本対策案の特徴として，既存の D/G 51 動作ロジックは変更がないため，LOCA 発生有無

に関わらず，D/G 51 が動作した場合には D/G 機関を停止し，D/G 受電遮断器開放後に界磁

開閉器（消磁コンタクタ）を投入するという設計思想を変更ことなく対策できるものであ

る。  

6. HEAF 対策の検討結果

対策案 1～4 について，従来の設計思想を維持しつつ，HEAF 火災対策が可能である対策案

4（51要素＋限時要素を D/G 停止インターロックに追加）を採用する。 

対策案 4 で追加するタイマは，既設設計思想に影響を与えないようにするため，HEAF 以

外の事故時（母線や負荷回路等の D/G 受電遮断器より負荷側で短絡が発生時）には動作させ

ず，かつ，HEAF 火災に至る前に D/G 機関停止及び界磁開閉器（消磁コンタクタ）投入が完了

するように，時間を設定する必要がある。 

タイマ最小設定時間は，D/G 51 動作により D/G 受電遮断器が開放した場合にはタイマが

動作しないようにする必要があるため，D/G ロックアウトリレー，補助リレー動作時間，D/G

受電遮断器開放時間，D/G 51 復帰時間を考慮すると，A及び B-D/G（以下「A系及び B系」と

いう。），HPCS-D/G（以下「HPCS系」という。）ともにタイマ誤差    [sec]を考慮し， 

[sec]以上としなければいけない。 

また，タイマの最大設定時間は，HEAF 火災に至る前に界磁開閉器（消磁コンタクタ）を

投入する時間から D/G 51，補助リレー及び界磁開閉器（消磁コンタクタ）の動作時間を除い

た    [sec]（A 系及び B 系）又は    [sec]（HPCS 系）以下としなければいけな

い。 

以上より，追加するタイマの時間は，  [sec]から  [sec]（A 系及び B 系）

及び    [sec]から  [sec]（HPCS 系）の範囲から，タイマ誤差  [sec]

を考慮し，  [sec] (A 系及び B系)，  [sec] (HPCS 系)を選定する。 
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図 6-1 タイマ最小設定時間（A,B 及び HPCS-D/G） 

図 6-2 タイマ最大設定時間（A及び B-D/G）（1/2） 
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図 6-2 タイマ最大設定時間（HPCS-D/G）（2/2） 
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別添-2 
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別添-3 

添3-27

479



 添3-28

480



 添3-29

481



 

 

 

 

 
 

 

 

 

添3-30

482



 

添付資料 4 

HEAF 対策として追加設置するインターロックの試験・検査方法について 

1. はじめに

本資料は，今回 HEAF 対策として追加設置するインターロックの試験・検査方法について

補足説明するものである。 

2. 追加設置するインターロックの試験・検査方法について

HEAF 対策による健全性及び能力の確認は，保護リレー動作から遮断器開放等までの時間

計測についても範囲に含まれることから，それらの試験及び検査の方法について以下に記載

する。 

M/C に接続される遮断器（D/G 受電遮断器以外）での HEAF 発生を想定した場合（パターン

１）の試験・検査イメージを図 1 に，D/G 受電遮断器での HEAF 発生を想定した場合（パタ

ーン 2）の試験・検査イメージを図 2に示す。 

パターン 1については，既工認と同様の検査方法であり，実測にて①，②，③を測定する。 

パターン 2については，①，②の範囲については実測できるが，③についてはプラント安

全上の観点から実測できないため，メーカの解析結果を用いて代替する。 

図 1 パターン 1（M/C に接続される遮断器（D/G 受電遮断器以外）での HEAF 時） 

図 2 パターン 2（D/G 受電遮断器での HEAF 時） 
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